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令和６年度事業報告 

Ⅰ 法人全体の総括 

１ はじめに 

黎明会は病院、救護施設、障害者支援施設、特別養護老人ホーム、介護老人保

健施設及び有料老人ホーム並びに在宅サービス、福祉開発振興援助事業及び黎明

会ケアスクールという広範かつ多様な事業を実施している法人である。 

その運営に当たっては、「利用者の立場で考え、心のこもったサービスを提供し

ます。」など５つの理念を掲げ、令和６年度においても保健・医療・福祉の各事業

間の相互連携の下、黎明会ならではの総合的・有機的な事業展開に努めてきた。 

令和６年度においては、標準予防策を講じてきたものの、依然として一部の施設にお

いて新型コロナウイルス感染症のクラスターが発生した他、インフルエンザやノロウイ

ルスによる感染性胃腸炎等の季節性感染症についても集団感染が発生している。 

いずれも罹患者の重症化は免れたが、施設においては入所者の入院及び入所受入れの

見合わせ等により、事業活動収入に大きな影響を受けることになった。 

そのような中で、令和６年度は事業活動収入の安定確保の一環として、入所利

用者等の確保を図るために、各施設において営業強化に努めてきた。 

令和７年度に向けて、より一層地域の医療・福祉ニーズに応え、これまでの実

績に基づき専門性を発揮し、保健・医療・福祉の事業を営む社会福祉法人として

各施設間の連携強化を図り、総合的かつ持続可能な医療・福祉サービスの提供に

努めていくこととしている。 

 

２ 令和６年度重点実施事項 

 （１）新型コロナウイルス感染症等対策について 

新型コロナウイルス感染症対策については引き続き、法人感染症防止対策委

員会や感染管理認定看護師等を中心に予防対策を徹底し、施設ごとの職員・利

用者の健康チェックの継続、手指衛生の徹底や環境清拭の定着による感染対策

に取り組んできた。 

法人感染症防止対策委員会では、地域周辺の感染動向や各施設での取り組み

状況について情報共有を行うとともに、新型コロナウイルス感染症については、

厚生労働省の感染症法の分類５類への見直し等に伴い、感染者が発生した場合

等の連絡・報告体制や職員本人が感染者になった場合の療養期間や濃厚接触者

になった場合等の対応について見直しを行った。 

しかしながら、令和６年度における新型コロナウイルス感染症の延べ罹患者

数は、利用者２３１名、職員１３９名の計３７０名となり、令和５年度の新型

コロナウイルス感染症の延べ罹患者数４６７名には達しなかったものの、入所

利用者の入院及び入所受入れの見合わせ等の感染拡大防止を行ったため、事業

活動収入に影響が及んだ。 

さらに、インフルエンザ及びノロウイルスによる感染性胃腸炎等の季節性感

染症の集団感染が発生してしまったため、感染症の集団発生による事業活動収

入に対して大きな影響を及ぼすこととなった。 
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令和７年度については、引き続き法人感染症防止対策委員会や感染管理認定看護

師等を中心に、ワクチン接種の推奨、施設ごとの職員・利用者の健康チェック、手

指衛生や環境清拭による予防対策の徹底を図るとともに、各ＢＣＰ(事業継続計画)

に基づく定期的な研修や訓練の実施により、新型コロナウイルス感染症や季節性感

染症のアウトブレイクの拡大防止に努めていく。 

なお、令和６年度の法人内感染症発症状況は次の表の通りである。 

令和６年度（令和６年４月～令和７年３月） 感染症発生状況     (単位：名) 
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澄水園 
利用者 48   41        16 105 

職員 22   15        9 46 

黎明寮 
利用者 4           9 13 

職員 1           11 12 

あかつき 
利用者 27   27        57 111 

職員 1   1     1   13 16 

やすらぎの園 
利用者  1 4         30 35 

職員 4  1 2 1       20 28 

施設名 感染症 期間 人数 

けやきの郷 

新型コロナウイルス 令和６年 ７月１７日～ ７月３１日  ５名 

インフルエンザ １２月２４日～   1月 ９日 １９名 

新型コロナウイルス 令和７年 ３月１２日～ ３月１９日 １２名 

やすらぎの園 新型コロナウイルス 令和６年 ８月 １日～ ８月２７日 ２８名 

新型コロナウイルス 令和７年 ３月２９日～ ３月３１日  ７名 

熱海ゆとりあの郷 新型コロナウイルス 令和７年 １月 ６日～  １月３１日 ４６名 

あかつき 

新型コロナウイルス 令和６年 ８月 ６日～ ９月１５日 ３４名 

新型コロナウイルス     １１月１４日～１２月１１日 ３５名 

インフルエンザ     １２月２７日～ １月１５日 ９１名 

ノロウイルス 令和７年 ２月２８日～ ３月１１日 ２８名 

南台病院 新型コロナウイルス 令和６年 ７月３１日～ ８月１９日 １６名 

新型コロナウイルス      ９月２６日～ １０月１日  ８名 

新型コロナウイルス 令和７年 ２月１７日～ ３月１２日 ５３名 

澄水園 インフルエンザ 令和６年１２月１６日～１２月３１日 ７０名 

ノロウイルス 令和７年 ２月２１日～ ３月１３日 ５６名 

新型コロナウイルス      ３月２６日～ ３月３１日 １２名 
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南台病院 
利用者 1   1        65 66 

職員 6           35 42 

のぞみ作業所 
利用者            １ 1 

職員            １ 1 

けやきの郷 
利用者 13           21 34 

職員 8           12 20 

熱海 

ゆとりあの郷 

利用者 2           32 32 

職員            26 26 

在宅サービス 職員 2        1   11 11 

法人本部 職員         1   １ 2 

合  計 
利用者 95 １ ４ 68        231 399 

職員 44  １ 19 1    3   139 207 

＊ 新型コロナウイルス感染症の利用者には、グループホーム（澄水園）、通所（黎明寮）、

デイケア（けやきの郷）、デイサービス（やすらぎの園）の利用者を含む。 

（２）施設の老朽化対策について 

黎明会が設置運営する施設の中で、建築後約３０年～５０年余が経過して

いる南台病院、あかつき、熱海ゆとりあの郷、澄水園等は、建物の老朽化が

進んでおり、補修や設備の更新等で経費が年々増大している。 

今後、改築整備又は大規模修繕を計画的に進めるために、救護施設等の社

会福祉施設については、国及び東京都による補助金(社会福祉施設等施設整備

費補助金)を極力活用することを基本としている。 

しかしながら、改築整備又は大規模修繕にあたっては、補助金以外に生じ

る自己負担分又は補助対象外経費は法人の負担になる。また、有料老人ホー

ム熱海ゆとりあの郷については全額自己資金で行わなければならない。 

このため、各施設においては、改築修繕に見合う減価償却費相当額を積立てるこ

ととしているが、令和６年度では、減価償却累計額約１３０億円に対し実際の積立

額は、２２億５,０００万円程度であり、減価償却累計額の約１７.４％に過ぎない。 

救護施設等の公的補助対象施設に対しては、概ね４分の３の補助金が交付される

ことを考慮しても、法人全体としては少なくとも５０％程度の資金積立が必要であ

り、今後とも収支の改善を図り積み増ししていかなくてはならない状況にある。 

ア 南台病院の改築整備について 

１２２床を有する南台病院は、現在全改築に必要な費用は４５億円～５０

億円に達することが見込まれている。一方、借入金の償還については、償還

期間は３０年とはなるが、南台病院の現況の診療等の体制では今後３０年間

  (単位：名) 



の収入見込みは３５億円に留まるとの見解が南台病院から示された。つまり、

１０億円～１５億円が償還不能額になることが見込まれる。 

このため、償還財源確保策として、一次救急対応への取組み、地域のニー

ズに応えた新しい診療科目の創設、訪問診療の拡充を図ることなどの取組み

について検討したが、これらの事業を積極的に進める状況にはないため、現

在の施設設備で改築費用の不足分１０億円～１５億円の財源を確保すること

に努めることとした。 

一方、現在の南台病院の３号館には床の傾斜など入院施設としての不具合が

みられ、さらに１号館は５０年以上前に建設された建物であり、現在の耐震基

準を満たしていない現状にある。このため１号館のみを建替え、３号館の病棟

機能を新１号館に移設することについて検討してきた。令和７年度においては、

一部改築等にかかる総事業費を検証し、南台病院１号館の改築の可否を検討す

ることとしている。 

イ あかつきの改築整備について 

救護施設あかつきの改築については、令和３年度から現在まで国及び東京都へ

社会福祉施設等施設整備費補助金申請を行ってきたが、定員１９５名規模の施設

で総事業費が３０億円を超えることなどから、これまで採択されなかった。 

さらに、総事業費３０億円に対する国・東京都の補助金を除く法人負担額は、約

１０億円程度が見込まれるため、借入金の償還が困難となり、資金ショートを起こ

すことが懸念された。 

一方、救護施設あかつきは昭和５５年の改築であるため、昭和５６年以前の旧耐

震基準で建設されている。平成２３年度に耐震改修工事を行い、これにより３箇所

を除きＩＳ値(耐震指標)０.７５は確保している。 

しかし、あかつきは周辺の同種施設で耐震基準を満たしていない施設の入所者及

び在宅の精神障害寛解者のために、災害発生時における避難施設の役割も担ってい

ることから、小中学校と同様に耐震基準を全て０.７５に引上げる必要がある。 

そのため、全面改築ではなく大規模修繕に変更して、耐震基準の引上げを図る

とともに、４人部屋に一部の間仕切板を設置してプライバシーを確保できるよう

に改める大規模修繕計画を立案し、東京都に令和７年度社会福祉施設等施設整備

費（保護施設等）補助協議書の提出を行った。 

（３）経営改善について 

ア 熱海ゆとりあの郷の経営改善について 

熱海ゆとりあの郷については、管理費、食費、介護費、診療所の運用等の改

善によって収支は改善の途上にある。一方、入居者の高齢化に伴い、令和３年

頃から死亡等による退去者の漸増傾向にある。このため、新規入居者の獲得に

向けた広報の強化及び入居者紹介会社の活用を図るとともに、特別見学会の開

催を月４回とし、資料送付や電話説明及び個別対応案内の強化を図り、入居率

の改善に努めてきた。 



契約者数等の推移 

一方、熱海ゆとりあの郷診療所は、利用実態等を踏まえ、令和５年４月

１日から入院病床１７床を廃止し無床診療所とし、これに併せて、医師の

勤務体制を土曜・日曜を休診として、医師不在時は勤務する看護師から医

師へのオンコール診療体制とした。 

さらに、入居者の緊急時の対応については、熱海市内の外部の３病院と

提携し、緊急時には提携病院への緊急搬送を行うなど万全の医療体制の確

保を図ってきた。 

イ 南台病院の経営改善について 

南台病院では、令和６年度においても令和５年度から開設した整形外科

及びリハビリテーション科、リウマチ科の外来診療に加えて、発熱患者を

積極的に受入れる発熱外来などにより、地域住民の方々の医療ニーズの対

応に務めてきた。 

しかしながら、令和６年度事業計画において１日平均入院患者数１１０名、

１日平均外来患者数１２２名を目標としてきたが、令和６年度の実績としては、

１日平均入院患者数９４.６名、１日平均外来患者数１０３.７名と目標を大幅

に下回る結果となり、医療事業収入の大きな減収となった。 

令和７年度については、収支改善を図るために人員体制を改め、病病・

病診連携を着実に実施することにより、入院患者及び外来患者の増に努め

るとともに、令和６年４月から指定を受けた「第二種協定指定医療機関」

をもとに他法人の高齢者施設との連携の強化により、新規入院患者及び外

来患者の獲得に努めていくこととしている。 

ウ けやきの郷の経営改善について 

  令和６年度については、科学的介護推進体制加算や協力医療機関連携加算、リ

ハビリテーションマネジメント計画書情報加算、褥瘡マネジメント加算などの新

規加算を取得し、介護報酬の増に努めてきた。 

  しかしながら、令和６年１月に発生した新型コロナウイルス感染症のクラスタ

ーの影響と入院退所の影響により、令和６年度第１四半期の稼働率は７９.７％ま

で落ち込み、大幅な収入減となった。 

  けやきの郷では収支改善を図るために、入所判定会議の見直しなどにより入所

利用者の積極的な受入れを行い、第２四半期の稼働率を８９.６％まで引き上げる

区分 
契約者 退去者 

室数 人数 入居一時金 室数 人数 返還金額 

令和 6年度 17室 23名 442,442千円 20室 29名 142,946千円 

令和 5年度 17室 22名 465,522千円 18室 26名 78,629千円 

令和 4年度 11室 12名 296,783千円 17室 21名 138,877千円 

令和 3年度 13室 16名 350,451千円 23室 30名 104,029千円 



ことができたものの、最終的には稼働率８６.６％に留まり、介護保険事業収入の

大幅な減収となった。 

令和７年度については、より一層の稼働率向上を図るために、協力医療機関の

協定を締結した西東京中央総合病院や多摩北部医療センターに加え、公立昭和病

院への営業強化などにより、症状が軽快化した入院患者を受入れる等によって、

入所利用者確保に努めるとともに、在宅サービス総合センターとの連携強化によ

り、デイケアサービスの利用率の向上に努めることとしている。 

 （４）職員給与改善について 

職員給与については、毎年定期昇給を実施しているが、平成２７年度に従前か

らの通し号俸制による給与を職務職階制による給与に改めた結果、大部分の職員

の通し号俸による給与が職務職階制の給与を上回っていた実態から、このような

職員には定期昇給を停止し、かつ、ベースアップを実施してこなかった。 

これは、かつて適用していたいわゆる通し号俸の給与体系が、年数が経てば係

員のままでも課長級の給与まで昇給する仕組みとなっていたためである。 

職務職階制の導入実施に際し、あるべき職階の級号給額を超えている職員には激

変緩和措置として現給保障を行い、職務級の最高号給に達した者については昇給停

止の措置を行ってきた。現在、その対象者は職員全体の１５％程度となっている。 

 

一方、昨今、政府主導の賃金引上げが民間に強く要請されており、福祉施

設等に対しても令和６年度から介護職員等の賃金改善のため、福祉・介護職

員処遇改善加算交付金として財源措置が取られることになった。 

給付要件として、令和６年６月から俸給表の改定あるいは手当等により給

与支給額の上乗せの賃金改善を実施することが必要となっていた。 

しかしながら、この処遇改善交付金は事業区分ごとに給付率が異なって算

定されるものであり、各施設に一律に給付される交付金ではなかった。 

令和６年度の介護職員処遇改善加算交付金制度の改正に伴い俸給表を改定し

た場合、期末手当に影響が生じることに加えて、加算交付金制度は恒久的な仕

組みではないことから、黎明会としては俸給表の改定は行わず、別途、一律の

手当の支給により職員処遇を一体的に改善し、その財源として交付金の給付を

受ける方途とした。 

なお、支給にあたっては、処遇改善交付額の２/３相当について全施設一律同

額の１人当たり月額６,５００円を職員特別加算手当として支給し、残りの１/３

の額については、年度末に各施設の配分が均衡するよう法人本部が調整した金額

を各施設に分配することとした。 

結果として、処遇改善交付金は前年比約３８,０００千円増の約１５３,０００

千円が交付されたが、既に黎明会が職員に対して支給している処遇改善支給額の

合計金額が交付額を上回る１６７,０００千円に及んでいたため、年度末に調整し

て手当を支給するについては見送ることとした。 



（５）コンプライアンスに基づく内部監査の実施について 

黎明会の各施設・事業所に対して、事業運営の適正化を図るために、令和

５年度に引続き、会計監査人による期中・期末監査に加えて、法人本部職員

等による内部監査を実施した。 

内部監査は年間計画に基づき、東京都福祉局の指導検査基準及び厚生労働

省社会福祉法人指導監査ガイドラインの各項目に沿って実施している。 

内部監査により施設の組織体制や規程、運営管理、財務、利用者サービス

等について精査し、改善すべき点については各種法令等に基づき改善を図る

よう指導を行い、各施設の適切な運営の推進及び利用者サービスの質の向上

に努めた。 

＊ 令和６年度内部監査実施状況 

実施日時 施設 

令和６年 ６月２７日 

２８日 

介護老人保健施設 けやきの郷 

（通所リハビリ事業、訪問リハビリ事業含む） 

９月１１日 有料老人ホーム 熱海ゆとりあの郷 

（特定施設入居者生活介護） 

１０月２４日 特別養護老人ホーム やすらぎの園 

（従来型，通所介護） 

    １１月２５日 在宅ｻｰﾋﾞｽ総合ｾﾝﾀｰ みなみだい訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ 

１２月２３日 在宅ｻｰﾋﾞｽ総合ｾﾝﾀｰ 指定居宅介護支援事業所 

令和７年  １月２７日 在宅ｻｰﾋﾞｽ総合ｾﾝﾀｰ  地域生活支援ｾﾝﾀｰ澄水 

    内部監査実施による各施設への主な指摘事項は以下のとおりであった。 

・虐待防止及び感染防止対策のための必要な措置を講じることについて 

      令和６年度から義務化された虐待防止、感染症及び食中毒の予防やま

ん延防止に関する必要な措置について、委員会の開催、指針の整備、研

修や訓練(シミュレーション)の実施、担当者の選任等の取り組みが実施

されていた。しかしながら、一部の施設において実施記録に研修や訓練

等の実施回数の誤りが認められたため訂正を指導した。 

            虐待防止及び感染防止対策にかかる研修や訓練等については、適切に

実施し、それぞれの実施記録を整備しておくことが重要であることを指

導した。 

・運営会議等各種会議や委員会の議事録の整備及び内容の周知について 

      運営会議をはじめとする各種会議や委員会等の議事録は、パソコンの

他、それぞれ会議や委員会毎の専用ファイルにまとめられ、整備状況は

概ね良好であった。しかしながら、一部の施設では、議事録に会議や委

員会で配布された資料等が添付されていなかった。 



会議等で使用した資料は、出席していない職員にとって確かな理解に

つながる役割があり、情報共有を促進し、業務効率の向上を図る観点か

ら、配布資料のコピーを議事録に添付しておくことが重要であることを

指導した。 

・研修実施記録の整備及び研修後の効果測定の実施について 

研修は年間計画に基づき実施し、研修実施記録には、研修資料、研修の

参加者名簿、不参加者への対応、報告書等について概ね良好に整備されて

おり、新規採用時研修についても研修実施記録が整備され、改善が図られ

ていた。 

一方、研修後の効果測定については、アンケートによる測定が行われて

いるものの評価には至っていない。今後は、研修目的を明確し、目的に適

った研修効果や影響について、評価していくことが重要であることを指導

した。 

・ハラスメント研修の実施及び相談支援体制の周知について 

令和２年６月の「(通称)パワハラ防止法」の施行以来、ハラスメント防

止のための方針の明確化や相談支援体制の強化など、施設等で取組みが推

進されてきたが、研修の実績はほとんど認められなかった。 

研修を通してハラスメントについて正しく理解することで、職員の知識

の活用能力を強化するとともにコミュニケーションの改善を図り、ハラス

メントを起こさない職場環境の醸成につながることから、研修の実施につ

いて計画的に取り組んでいくことが必要であることを指導した。 

また、相談支援体制については、職員への周知が徹底されていなかった

ので、利用者だけではなく、職員への相談支援体制の普及と活用を促進し

ていくことの重要性について周知徹底を図るように指導した。 

・報酬改定等への適切な対応について 

令和６年度は６年に一度の診療報酬、介護報酬及び障害福祉サービス等の

同時改定が実施された。算定にあたり、算定要件や施設基準等を満たしている

か、その根拠となるデータや記録等が適切に整備されているか等、管理職は日

頃からの点検や確認を実施することについて介護老人保健施設等に指導した。 

また、介護分野において設置が義務付けられた生産性向上に資する委

員会については、特別養護老人ホームやすらぎの園等に対して介護現場

の業務効率を高めることにより、職員の負担軽減等を目的とすることから、経過

措置の期間を待たず、段階的に取り組み、業務改善を推進していくことについ

て指導した。 

・環境整備の徹底について 

掲示が義務化されている掲示物については、概ね見やすい場所を選定

し適切に掲示され、法令等で義務化されている設備や機器等についての

定期点検は適切に実施されていた。 



しかしながら、南台病院を除くその他の施設においては、利用者に提

供される車椅子等の備品についての点検記録は確認できなかった。防災

や感染防止、リスクマネジメント等の観点から、日頃からの整理・整

頓、清潔、清掃を習慣化し、安全な療養環境の提供に努めることが重要

であることを指導した。 

 

（６）各施設の人員配置について 

各施設の人員配置については、国等が定める施設入所等の定員に対応した

配置基準及び年間の平均入所利用者等数を考慮し、かつ加算取得に必要な配

置を織り込んだ定員数管理を行っている。 

また、非常勤職員の採用を促進し、非常勤職員の常勤換算数の比率を職員

総数の３０％から３５％程度の割合になることに配慮してきた。 

 

施設別職員配置状況 
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令和７年３月３１日現在人員配置状況 
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（
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在
籍
者
数 

Ｂ 
(

③+

④+

⑤) 

法人本部       8.8 8.8 5.0 2.0 1.8   6.8 ▲2.4 

澄水園 57.8 24.0 81.8 4.0 85.8 59.0 61.0 25.9 4.0 88.9 3.1 

黎明寮 28.1 15.1 43.2 1.0 44.2 34.0 11.0 7.5   41.5 ▲2.7 

あかつき 47.2 6.8 54.0 2.0 56.0 46.0 16.0 8.4  54.4 ▲1.6 

やすらぎの園 63.3 2.0 65.3 5.0 70.3 46.0 45.0 25.0   71.0 0.7 

南台病院 76.3 45.1 121.4 13.8 135.2 85.0 64.0 28.5 8.3 121.8 ▲13.4 

のぞみ作業所 14.5 5.7 20.2 1.0 21.2 11.0 19.0 9.4   20.4 ▲0.8 

けやきの郷 48.8 7.2 56.0 4.0 60.0 42.0 44.0 22.5   64.5 4.5 

熱海 

ゆとりあの郷 
37.1   37.1 9.5 46.6 29.0 27.0 19.8   48.8 2.2 

在宅ｻｰﾋﾞｽ 

総合ｾﾝﾀｰ 
29.0 6.0 35.0 7.5 42.5 28.0 26.0 13.0   41.0 ▲1.5 

合 計 402.1 111.9 514.0 56.6 570.6 385.0 315.0 161.8 12.3 559.1 ▲11.5 

 ※ 在籍者数Ｂには、育休等の職員数 6.0名が含まれている。 

 

 



法人全体の人件費の年次推移                       （単位：千円） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 
令和６年度 

決算額 

正規職員 434名 425名 415名 397名 385名 

非常勤職員(常勤換算) 132名 136名 132名 157名 162名 

派遣職員(常勤換算) 14名 12名 8名 4名 12名 

職員数合計 580名 573名 555名 558名 559名 

人件費率 67.0% 65.9% 66.1% 64.7% 63.2% 

人件費 3,684,056 3,695,860 3,655,784 3,609,428 3,599,901 

対前年度増減額 ▲3,521 11,804 ▲40,076 ▲46,356 ▲9,527 

事業活動収入 5,496,519 5,609,434 5,526,617 5,580,191 5,694,371 

人件費率＝人件費÷事業活動収入×100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅱ 各部署の重点事業 

 

【１】法人本部総務局 

 

１ 施設の運営総括 

法人本部総務局は理事会、評議員会の開催をはじめ、各施設の予算・決算を統

括し、かつ各施設に対する指導監督を行い、また、研修事業及び福祉開発振興援

助事業を実施した。 

 

２ 収支状況                           (単位：千円) 

 
令和 5年度 

決算額 

令和 6年度 

当初予算額 

令和 6年度 

２次補正予算額 

令和 6 年度 

決算額 

令和 6年度 

執行率 

総収入 

※1 

392,313 268,416 
※3 

512,183 
 

512,211 
 

100.0％  

総支出 
※2 

381,582 253,750 
※4 

507,877 
 

505,055 
 

99.4％  

収支差額 10,731 14,666 4,306 7,156 ― 

※1 令和５年度決算収入には、南台病院、熱海ゆとりあの郷からの長期貸付金回収

収入120,000千円(南台病院60,000千円、熱海ゆとりあの郷60,000千円)、及び

南台病院の施設整備等積立資産積立金相当額の26,361千円が含まれている。 

※2 令和５年度決算支出には、別途積立資産積立支出145,000千円が含まれている。 

※3 令和６年度補正予算額の総収入には、熱海ゆとりあの郷の入居者寄付金 

１件、100,000千円が含まれている。 

※4 令和６年度補正予算額の総支出には、その他の積立金支出45,728千円が含

まれている。 

 

３ 理事会、評議員会等開催状況 

（１）理事会 

◎ 第１回理事会 

・開催日：令和６年６月４日 

・場 所：黎明ホール 

・出 席：理事８名・監事２名 

・議 案 

      1．令和５年度事業報告(案)の承認について 

      2．令和５年度収支決算(案)の承認について 

      3．常務理事の退任に伴う退職金の支給(案)について 

      4．常務理事の退任に伴う後任の常務理事の選定(案)の承認について 

           5．在宅サービス総合センター小平市地域包括支援センターけやきの郷

運営規程の一部改正(案)の承認について 

 



6．令和５年度定時評議員会の招集(案)及び定時評議員会提出議案 
(案)について 

◎ 第２回理事会（定款第 29条第 2項の規定に基づく理事会のみなし決議） 

・決議日：令和６年９月１０日 

     ・議 案 

      1．広報誌「ゆとりすと」の制作業務委託契約の締結について 

◎ 第３回理事会（定款第 29条第 2項の規定に基づく理事会のみなし決議） 

・決議日：令和６年９月１０日 

     ・議 案 

      1．熱海ゆとりあの郷 緊急通報装置設備更新工事にかかる契約の締結について 

      2．理事との顧問契約の締結について 

      3．理事との黎明会８０年史編纂にかかる業務委託契約の締結について 

◎ 第４回理事会 

・開催日：令和６年１０月９日 

・場 所：黎明ホール 

・出 席：理事８名・監事２名 

     ・議 案 

      1．社会福祉法人黎明会 給与規程の一部改正について 

・報告事項 

      1．理事長及び常務理事の業務執行報告 

      2．東京都による特別監査についての報告 

◎ 第５回理事会 

・開催日：令和６年１２月１２日  場所：黎明ホール 

出席：理事８名・監事２名 

     ・議 案 

1．令和６年度 上半期事業報告(案)の承認について 

2．令和６年度 補正収支予算(案)の承認について 

3．東京都特別監査の指摘事項及びこれに対する改善報告書(案)の提出 

について 

4．理事退任に伴う後任理事候補者の選定(案)について 

5．理事退任に伴う特別功労金支給(案)提出の承認について 

6．福祉開発振興援助事業 令和７年度援助対象団体及び援助金額 
・令和６年度追加援助対象団体及び援助金額(案)の承認について 

           7．令和６年度第２回評議員会の開催及び評議員会提出議案(案)の 
承認について 

◎ 第６回理事会 

・開催日：令和７年１月２３日  場所：黎明ホール 

出席：理事１０名・監事２名 

・議 案 

   1．処務規程の改正(案)の承認について 

2．理事及び監事並びに評議員報酬等規程の改正(案)の承認について 



3．令和６年度第３回評議員会の開催及び評議員会提出議案(案)の承認 

について 

・報告事項 

      1．東京都による特別監査に対する改善状況報告について 

◎ 第７回理事会 

・開催日：令和７年３月１３日  場所：黎明ホール 

出席：理事１１名・監事２名 

・議 案 

      1．南台病院及びけやきの郷に対する運営資金の貸付の承認について 

2．令和６年度第２次補正収支予算(案)の承認について 

3．令和７年度事業計画(案)の承認について 

4．令和７年度収支予算(案)の承認について 

5．施設長等の選任(案)の承認について 

6．社会福祉法人黎明会役員等の賠償責任保険契約の締結について 

7．令和６年度第４回評議員会の開催及び評議員会提出議案(案)の承認 
について 

・報告事項 

      1．会長、理事長及び常務理事の業務執行報告 

◎ 第８回理事会（定款第 29条第 2項の規定に基づく理事会のみなし決議） 

・決議日：令和７年３月２６日 

     ・議 案 

      1．処務規程の一部改正(案)の承認について 

 

（２）評議員会 

◎ 定時評議員会 

・開催日：令和６年６月２０日 

・場 所：黎明ホール 

・出  席：評議員１４名・理事３名・監事２名 

・議 案 

1．令和５年度事業報告(案)の承認について 

2．令和５年度収支決算(案)の承認について 

3．常務理事の退任に伴う退職金の支給(案)の承認について 

◎ 第２回評議員会 

     ・開催日：令和６年１２月１２日  場所：黎明ホール 

出 席：評議員１５名・理事３名・監事２名 

     ・議 案 

      1．令和６年度 上半期事業報告(案)の承認について 

      2．令和６年度 補正収支予算(案)の承認について 

      3．東京都特別監査の指摘事項及びこれに対する改善報告書(案)の提出 

について 

      4．理事退任に伴う後任理事の選任(案)について 

      5．理事退任に伴う特別功労金支給(案)の承認について 



◎ 第３回評議員会 

     ・開催日：令和７年１月２３日  場所：黎明ホール 

・出 席：評議員１５名・理事３名・監事２名 

     ・議 案 

1．理事及び監事並びに評議員報酬等規程の改正(案)の承認について 

◎ 第４回評議員会 

     ・開催日：令和７年３月１３日  場所：黎明ホール 

・出 席：評議員１６名・理事３名・監事２名 

     ・議 案 

    1．令和６年度 第２次補正収支予算(案)の承認について 

2．令和７年度 事業計画(案)の承認について 

3．令和７年度 収支予算(案)の承認について 

 

４ 利用者・入所者等サービス向上と地域貢献及び安全・安心確保への取り組み 

（１）福祉サービス第三者評価の受審 

各施設が提供している福祉サービスの質の向上を図るために、澄水園、黎 

明寮、あかつき、やすらぎの園、けやきの郷、及びのぞみ作業所については福

祉サービス第三者評価を受審した。 

これまで評価機関については、評価の視点が固定化しないように定期的に変更して

おり、平成２８年度までは「株式会社日本生活介護」、平成２９年度から平成３０年

度までは「株式会社福祉規格総合研究所」、令和元年度から令和２年度までは「公益

財団法人日本チャリティ協会」、令和３年度から令和４年度までは「株式会社ケアシ

ステムズ」、令和５年度及び令和６年度は「公益財団法人日本チャリティ協会」に変

更して行った。受審結果を踏まえて業務改善に活用してきた。 

なお、令和６年度の定時評議員会において、福祉サービス第三者評価については、

評価結果にかかる改善計画、実行、評価、対策の定着を図るために、令和７年度につ

いては令和５年度及び令和６年度の実施機関である「公益財団法人日本チャリティ協

会」で実施することとしている。 

（２）防災対策 

防災管理委員会を毎月開催し、法人全体と近隣の防災対策等について検討 

し、以下の対策を講じた。 

① 防火対象物点検(年１回、７月) 

② 消防設備点検(年２回、７月・１月) 

③ 黎明会総合防災訓練の実施 

秋季 令和６年１１月１６日実施 

春季 令和７年 ２月２８日実施 

④ 小平消防署自衛消防訓練審査会 

令和６年７月５日に丸井研修センター総合グラウンドで実施された。黎明会

自衛消防隊は男女混成２チームが参加し、それぞれ３位と４位の成績であった。 



５ 人材確保について 

（１）外国人労働者の採用 

 介護職員の人材確保の一環として、熱海ゆとりあの郷において介護職員として２

名の特定技能外国人(ベトナム人)を継続して雇用している。 

なお、澄水園の２名の特定技能外国人支援員は、家庭等の都合で退職している。 

（２）国家資格等保有者への優遇措置 

これまで黎明会では、職員の資質の確保と入所者処遇の充実及び事務処理の

適正化を図るため、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、公認心理師等

の国家資格取得者、事務部門においては、日商簿記検定１級、２級、３級の資

格取得者に対して、平成３０年度から給与格付の引上げを実施している。社会

福祉士や介護福祉士、精神保健福祉士等の資格を有する職員については、平成

２２年度以降、４号給の処遇改善を行っており、平成３０年度の給与格付を合

算すると実質的に１０号給の処遇改善となる。 

さらに、令和２年度は会計職員の資質向上を図るため、日商簿記検定の合格

者について、日商簿記検定２級合格者は従前の３号給の加算を1号給引上げた４

号給加算とし、１級合格者は２号給を引上げ６号給加算としてきた。 

以上の処遇改善によって社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、介護

福祉士実務者研修修了、介護職員初任者研修修了の資格を有する介護職員の

合計数は平成２７年４月１日時点で１４０名(６０.９％)、資格を持たない者

が９０名(３９.１％)であったが、令和７年３月３１日時点で資格を有する者

が１８９名(９０.４％)、資格を持たない者が２０名(９.６％)となり、資格

保有率が大幅に向上した。 

＊資格別加算号給表 

加算対象者資格名称 加算号給 

社会福祉士  （従前の 4号給加算含む） 10 

介護福祉士  （従前の 4号給加算含む） 10 

精神保健福祉士（従前の 4号給加算含む） 10 

臨床心理士，公認心理士 6 

介護支援専門員（ケアマネジャー） 6 

介護福祉士実務者研修（旧ヘルパー1級相当） 2 

介護職員初任者研修 （旧ヘルパー2級・3級相当） 2 

公認会計士 6 

社会保険労務士 6 

日商簿記 1級 6 

日商簿記 2級 4 

日商簿記 3級 2 

 



（３）職員処遇の改善、適正化等について 

   ① 期末手当の支給月数について 

正規職員に対する期末手当は、減価償却額に見合う令和５年度決算の施設整

備積立金の割合が１５.６％程度に留まっていることと、老朽化施設の改築計

画準備があること等を踏まえて労働組合との団体交渉等を行い、令和６年度の

期末手当は令和５年度と同じ支給月数の年間３.５１か月分とすることで、令

和６年５月２２日に労働組合と合意した。 

② 福祉・介護職員処遇改善加算について 

令和６年度も福祉・介護職員に対して処遇改善加算が実施されたことから、

東京都等に対して処遇改善加算の申請を行った。具体的な処遇改善の加算内

容は以下のとおりである。 

（ア）正規職員について、平成２６年度にいわゆる通し号俸制から職務職階制に切替

えた際の職務職階制を上回った分の現給補償額を処遇改善の加算対象としている。 

（イ）職務職階制が適用されている職員の定期昇給額並びに特別昇給額を処遇改

善の加算対象としている。 

（ウ）平成３０年度から実施した国家資格等を保有する正規職員に対する最大６

号給の号給加算した分を処遇改善の加算対象としている。 

（エ）借家に居住する正規職員に対して支給する住居手当の改正については、従

前の住居手当１２,０００円から支給上限２５,０００円に引き上げた差額分

を処遇改善の加算対象としている。 

（オ）非常勤職員の時給ついて、厚生労働省が示した最低賃金を基礎額とし、非

常勤職員の確保が困難な場合はこの基礎額に５％の上乗せ加算した額を黎明

会の最低時給としている。黎明会は非常勤職員確保のために、この５％の上

乗せ加算額に加えて資格加算額、学歴加算額、特別加算額を支給しており、

これらの加算額も処遇改善の加算対象にしている。 

 

６ 人材育成と研修 

 ＜令和６年度法人研修実績＞ 
分

類 研修日 研修名 研修概要 参加人数 

階
層
別 

4月１日 新任研修①②③ 
会長講話、感染防止対策、コン

プライアンス等 
16 

4月 2日 AM 新任研修②③ 黎明会事業説明 19 

4月 2日 PM 新任研修②③ 黎明会が求める職員像 15 

4月 3日 新任研修④ 小平地区施設見学 15 

専
門 5月 22日 実践研究研修① 実践研究の意義を学ぶ 26 



分

類 研修日 研修名 研修概要 参加人数 

専

門 

6月 26日 権
利
擁
護

研
修 

新任職員対面 

人権・尊厳の保持、虐待防止について 

26 

8月 8日～ 

9月 24日 
YouTube視聴 493 

階
層
別 

7月 18日 新任研修⑤ 熱海ゆとりあの郷見学 16 

専
門 

7月 24日 

7月 25日 
実践研究研修② 

研究の背景、目的、研究方法を

明確にする 
25 

階
層
別 

9月 26日 3年目研修 他施設体験動機づけ 5 

10月18・22日 3年目研修 他施設体験 3 

専
門 

10月 17日 実践研究研修③ 研究の結果・考察の妥当性を高める 25 

11月 19日 実践研究発表大会リハーサル 発表資料、発表態度について学ぶ 30 

11月 21日 実践研究発表大会 
発表を聴講し、自施設での活用

への示唆を得る 
123 

11月 25日 

～12月 25 日 

法令遵守研修 

YouTube視聴・資料学習 
コンプライアンスと法令遵守について 419 

11月 14日 感
染
防
止 対

策 

対面 
正しい個人防護具着用 

感染症発生時の対応 

19 

1月 24日 

～2月 25日 

YouTube 視聴・

資料学習 
509 

階
層
別 

12月 19日 4年目研修 
効果的なコミュニケーションと

後輩育成 
14 

2月 20日 
新任職員フォローアップ

研修 

入職からの振り返りと、自身の

課題、ストレスマネジメント 
10 

3月 19日 係長研修 
オンライン研修からの学びを共

有する 
20 

専
門 

通年 

 

 

 

通年 

看護職員eラーニング視聴 
医療・福祉の動向を見据え、時代が

求める専門職としての知見を広げる 
592 

階
層
別 

オ
ン
ラ
イ
ン 

介護基礎トレーニング 実務者としての基礎を学ぶ 47 

コアスタッフ① 
現場における教育の質を向上させる

スキルを学ぶ 
38 

コアスタッフ② リーダーとしての基礎スキルの習得 52 

チームリーダー育成 
チームビルディングに必要な実践力

を養う 
45 

マネージャー 

スキルアップ 
介護・福祉事業マネジメントを学ぶ 10 

専門 施設間交流研修 
他施設からの学びを通し、自施設の利用

者サービス向上にかかる知見を深める。 
5 

  
 合計 2,617 



（１）職員への研修実施状況 

令和６年度の法人研修は、２０テーマの研修計画に基づき研修を実施してきた。

延べ２,６０７名の職員が出席した。 

令和６年度の研修では、令和５年度に引き続き新型コロナウイルス感染症拡大防

止対策を講じて実施した。職階別研修、専門研修ともに、研修内容に合わせ、より

効果的で、かつできる限り多くの職員が受講できるよう、対面方式やZoomを併用し

たハイブリッド方式、さらには動画視聴方式などの様々な方式を取り入れた。 

専門研修の権利擁護研修、感染症防止対策研修では、対面・動画視聴・資料配布

による自己学習と多様な方法を用い黎明会に勤務する全職員を対象に実施した。 

（２）介護福祉士実務者研修 

   社会福祉士及び介護福祉士法の改正により、平成２８年度の介護福祉士国家試験

から、受験資格として３年以上の実務経験を有することと介護福祉士実務者研修を

修了していることが義務付けられた。これに対し、黎明会では「介護福祉士実務者

研修養成講座」を令和元年度から開講してきた。令和６年度は４月１４日～１０月

３１日の１講座の開講で１０名が修了した。 

（３）介護職員初任者研修 

令和６年度も新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を講じて、９月１５日～１２

月２２日の１講座、スクーリング全１５回を対面講義及び２回の実習を実施し、計６

名が修了した。 

（４）実践研究発表大会の実施 

   日常業務の実践における課題の改善・解決に取組む「実践研究発表大会」は、令和２

年度は新型コロナウイルス感染症蔓延のため開催を見合せたが、令和３年度・令和４年

度は聴講者の入替え制をとり人数を制限するなど、感染対策をとりながら実施し、令和

５年度からは従前の方式で開催してきた。 

令和６年度は、感染対策に留意しつつ５月から１０月にかけ計３回の実践研究

研修を実施し講師にアドバイスを頂きながら研究に取り組んだ。１４回目を迎え

る今年度の実践研究発表大会は令和６年１１月２１日に開催した。 

第１４回実践研究発表大会 発表チーム・表題一覧    令和6年11月21日開催 

No チーム名    表題 

１ 救護施設 黎明寮 
個々の食べる機能の改善と現状への対応 
～安全な食事と利用者の意思尊重を両立させるために～ 

２ 在宅サービス総合センター 
高齢障害者へのシームレスな支援   
～障害福祉サービスから介護保険サービスへのスムーズな移行に向けて～ 

３ 診療施設 南台病院 検査科独自の情報共有ノートの活用 

４ 
介護老人保健施設 
 けやきの郷       準優勝 

歩行分析ソフト「トルト」を使用したＡＤＬとＱＯＬの変化に関する研究   
～介護職がリハビリに参加して～ 



No チーム名    表題 

５ 
特別養護老人ホーム 
 やすらぎの園 

カエルの歌で大合唱 
 ～発声口腔体操がもたらす効果の検証～ 

６ 
障害者支援施設 
 澄水園        ３位 

澄水園における口腔ケア 
～歯科衛生士の配置が施設に与えたもの～ 

７ 
有料老人ホーム 
熱海ゆとりあの郷 

困りごと解決を目指して 
 ～買い物の不便をなくそう～ 

８ 
救護施設 あかつき 
          優勝 

あかつきにおける生活困窮者支援 
～職員の認識を深め、今後の取り組みを考える～ 

９ 
就労継続支援Ｂ型事業所 
のぞみ作業所       

のぞみ作業所利用者の「働きがいとは」 
～利用者満足度調査を通して～ 

（５）市民公開講座の開催 

   地域住民に対し、医療・福祉に関する情報の提供、疾病予防と健康の維持増進、

地域の介護力の向上を目指すとともに、当法人の事業内容の周知を図るため、公開

講座を継続してきた。 

令和６年度は、１１月２日(土)黎明ホールにて、マスク着用、手指衛生を徹底し

て入場数の制限を設けず開催した。南台病院の整形外科医 河路秀巳医師を講師と

して「のばせ健康寿命 ～ロコモ予防、いつまでも自分で歩き続けるために～」の

講演を開催した。その後、効果的な運動の提案として理学療法士によるデモンスト

レーションを交え、参加者に一緒に体験していただいた。なお、市民公開講座には

３５名の市民が参加し好評を得た。 

 

７ 令和６年度 黎明会の障害者雇用状況     (令和 7年 3月 31日現在) 

障害者雇用促進法に基づく算定基礎労働者数   ※1 464.0名  

内

訳 

正規職員                     ※2 351.0名  

非常勤職員（常用） 79.5名  

非常勤職員（短時間労働） 33.5名  

法定雇用率                 ※3 2.5％  

法定雇用障害者数 11.0名  

黎明会障害者雇用数（法定換算数） 13.0名  

黎明会の雇用率               2.8％  

※1  障害者雇用促進法に基づく算定基礎労働者数 
週の所定労働時間数が週 30時間以上の者を 1.0名、週 20時間以上 30時間 
未満の者を 0.5名、週 20時間未満の者を 0.0名として算出。 

※2  障害者雇用促進法に基づく算定基礎労働者数については、南台病院、けやき 
の郷及び熱海ゆとりあの郷診療所の職員に対して除外率▲30％が適用。 

※3  令和 6 年 4月から法定雇用率が 2.5％になった。(令和 8年度は 2.7％の予定) 



【参考】各施設の障害者雇用状況          (令和 7年 3月 31日現在) 

施 設 名 

正規職員 非常勤職員 
法定換算数 

合計 
実人数 

算定基礎 
労働者数 

実人数 
算定基礎 
労働者数 

あ か つ き 2名 3.0名 2名 1.5名 4.5名 

澄 水 園   8名 7.5名 7.5名 

のぞみ作業所   1名 0.0名 0.0名 

けやきの郷   1名 0.5名 0.5名 

在宅サービス   1名 0.5名 0.5名 

合 計 2名 3.0名 13名 10.0名 13.0名 

 

 

８ 規程とマニュアルの見直し等について 

当法人の運営を円滑かつ効率的、合理的な形にするため、随時、規程の見直しを行

ってきた。 

令和６年度には、最低賃金改定に併せて、非常勤看護師の時給と新卒常勤看護師の

時給相当額との格差是正を図るために、新卒常勤看護師に支給する看護師確保調整手

当を見直し、従来の月額２０,０００円の支給から４０,０００円の支給について給与

規程の改正を行った。 

今後も「就業規則」や「給与規程」の見直しをはじめ、「文書管理規程」の制定な

どにも取り組んでいく。 

黎明会のコンプライアンスを図るために、以下のマニュアル等の整備を終えた。 

① 個人情報保護マニュアル          ※令和 2年 12月 1日施行 

② 苦情等対応共通マニュアル         ※令和 3年  2月 1日施行 

③ 認知症ケアマニュアル           ※令和 3年 3月 1日施行 

④ 職場におけるハラスメント対策マニュアル ※令和 3年 4月 1日施行 

⑤ 安全衛生管理規程             ※令和 3年 6月 1日施行 

⑥ 虐待の防止のための指針          ※令和 3年 10月 1日施行 

⑦ 個人情報保護規程            ※令和 4年 10月 1日改正 

⑧ 印章管理規程              ※令和 5年 1月 1日施行 

⑨ 職員の在宅勤務に関する取扱規程     ※令和 5年 10月 30日施行 

⑩ 常勤役員の在宅勤務に関する取扱規程   ※令和 5年 10月 30日施行 

                    (令和 5年 6月 22日から適用) 

⑪ 給与規程の一部改正           ※令和 6年 10月 1日施行 

 

 

 

※非常勤職員は主として清掃業務に従事している。 



９ 経営基盤の強化 

（１）熱海ゆとりあの郷の広報の強化等 

熱海ゆとりあの郷の新規入居者の募集については、平成２７年度から熱海ゆとり

あの郷と法人本部とが連携し、雑誌「婦人公論」への記事掲載、高島屋の通販カタ

ログに「ゆとりすと」を同封するなど広報活動の強化を行ってきた。 

新規入居者の獲得に向けた広報強化を図るため、令和３年１０月から入居

を検討している方々向けの広報紙「ゆとりすと」の内容を見直し、令和５年

度に引き続き、令和６年度は、東京２３区全域及び小平市、横浜市の一部の

読売新聞、朝日新聞、日本経済新聞購読者を対象に新聞折込みにより配布し、

居室販売の営業強化を図った。 

また、特別見学会の開催を月３回から月４回に増やすとともに、資料送付や電話説

明及び個別対応案内を強化し、空室解消に向けて入居率の向上を図るように努めた。 

 【令和６年度 熱海ゆとりあの郷広報活動実績】 

  ① 広報紙「ゆとりすと」新聞折込み（ゆとりすと会員には毎号送付） 

配布日 配布地域 配布号 媒体 配布部数 

令和 6年 
3月 31日(日) 

中央区，品川区，大田区， 
世田谷区，中野区 

2024.4 日経 70,000部 

4月 28日(日) 
港区、文京区、台東区、目黒区， 
渋谷区，豊島区，板橋区，江戸川区 

2024.5 日経 70,000部 

5月 26日(日) 
新宿区、墨田区、江東区、杉並区、
北区、荒川区、足立区 

2024.6 日経 70,000部 

6月 30日(日) 千代田区、練馬区、葛飾区、港区 2024.7 
日経 
読売 

70,000部 

7月 28日(日) 足立区、江戸川区 2024.8 読売 70,000部 

8月 25日(日) 中央区、渋谷区、杉並区、豊島区 2024.9 
読売 
朝日 

70,000部 

9月 29日(日) 板橋区、文京区 2024.10 
読売 
朝日 

70,000部 

10月 27日(日) 墨田区、世田谷区 2024.11 
読売 
朝日 

70,000部 

11月 24日(日) 新宿区、太田区 2024.12 
読売 
朝日 

70,000部 

12月 29日(日) 台東区、中野区、北区，荒川区 2025.1 
読売 
朝日 

70,000部 

令和 7年 
1月 26日(日) 

江東区、品川区 2025.2 
読売 
朝日 

70,000部 

2月 23日(日) 目黒区、練馬区 2025.3 
読売 
朝日 

70,000部 

合   計   840,000部 

 



② 高島屋通信販売カタログへの広報紙「ゆとりすと」封入 

２０２４夏号    令和６年５月 150,000部 

２０２５新年特別号 令和７年１月 150,000部 

③ 婦人公論への熱海ゆとりあの郷記事掲載 

２０２５年２月号  令和７年１月 140,000部 

※記事切抜きを印刷し、ゆとりすと会員に送付 

    ④ 入居者紹介会社の活用 

「ハルメク」、「みんなの介護」、「あいらいふ」、「くらし計画」「ウ 

ェブクルー」及び「リージョン・フォース」などの入居者紹介会社と業務委

託契約を行い、新規入居者の確保に努めた。 

（２）法人内の経営システムの基盤整備 

    人事・給与管理システムの刷新 

現在利用している人事・給与管理システムは導入後１０年を経過し、システムと

して現在の当法人の諸手当支給に対応しきれていないため、手作業が多く、業務が

煩雑になっている。 

このため、令和６年度においては、人事・給与業務の効率化を図り、さらに処遇改善

交付金計算等の付加機能をもたせるために、人事・給与管理システムの見直しを検討し

てきた。 

 

１０ 福祉開発振興援助事業の実施 

（１）援助事業の内容及び援助の対象等 

    黎明会においては福祉開発振興援助事業として、社会福祉に関する先駆的・開

拓的な研究・企画・調査・実践活動等を行う団体又は個人に対して援助を行っている。な

お、同一事業については、３か年度を限度としている。 

年度の援助総額は１,０００万円とし、１件当たりの援助額は上限５０万円とし

て、２０件程度を援助することとしている。なお、事業内容からみて、特に必要と認

められる場合に限り、８０万円を限度として援助することができることとしている。 

社会福祉振興援助事業の原資は当初３億円の基金で発足したが、低金利によ

って利子のみでは配分が不可能なため、原資を各年取崩して配分しており、令

和６年度末現在では、原資は２４２,９０４千円となっている。 

（２）事業報告 

〇 第１回福祉開発選考委員会（令和６年７月２９日開催） 

令和５年度に事業を実施した１３団体から提出された事業完了報告書に基

づき事業報告を行った。また、令和７年度の新規募集と令和６年度の追加募

集について決定した。 

 



〇 令和７年度新規及び令和６年度追加援助対象事業募集(令和６年８月１日～９月３０日) 

・黎明会ホームページへの掲載 

・福祉新聞への掲載（令和６年９月３日、９月１０日） 

・小平市社会福祉協議会への募集チラシ配布依頼などで公募 

・小平市社会福祉協議会を通じて近隣の社会福祉協議会へ募集チラシを設置 

・小平市市民活動支援センターを通じて募集チラシを設置 

・東京都社会福祉協議会をはじめ近隣の社会福祉協議会及びかつて推薦を出して

いただいた社会福祉協議会（立川市、東大和市、東村山市、西東京市、東久留

米市、清瀬市、三鷹市、国分寺市、小金井市、武蔵野市、品川区、渋谷区、江

戸川区）へ募集チラシをメールで送り市民活動団体への周知を依頼した。 

〇 第２回福祉開発選考委員会（令和６年１１月１４日開催） 

令和６年度追加募集については８件(３,２８０,０００円)の応募があり、令和

７年度募集については１５件(７,０８０,０００円)の応募があった。 

これらの応募について、令和６年１１月１４日に開催された第２回福祉開発振

興援助事業選考委員会で審議を行い、令和６年度追加募集については、５件  

(２,１００,０００円)、令和７年度募集については１１件(４,９４７,０００円)

の援助が選定された。 

〇 援助対象事業の団体への援助金の交付について 

援助対象となった事業については、各団体へ令和６年１２月２０日に通知した

上で、令和６年度追加援助金については令和６年１２月２７日に交付し、令和 

７年度援助金については令和７年４月１８日に交付した。 

 

＊福祉開発振興援助事業 援助決定実績  

対象 
年度 

  援助団体名 援助額 援助合計額 

令

和

６
年

度 

一
般
募
集 

① 地域資源開発ソーシャルワーク実践研究会(令和5～6年度事業) 300,000 

5,130,000 

② 一般社団法人 ひだまりの会 500,000 

③ 一般社団法人 お寺と教会の親なきあと相談室 500,000 

④ 一般社団法人 発達障がいファミリーサポート Marble 500,000 

⑤ 一般社団法人 グリーンボード 500,000 

⑥ だれでも食堂「ゆらり」 500,000 

⑦ だれでも食堂「わらい」 500,000 

⑧ 特定非営利活動法人 アンファン・ボンヌ 500,000 

⑨ 特定非営利活動法人 手と手と手 330,000 

⑩ 社会福祉法人 かしの木会 くず葉学園 500,000 

⑪ 社会福祉法人 ひょうご聴覚障害者福祉事業協会 500,000 

（単位：円） 



対象 
年度 

  援助団体名 援助額 援助合計額 

令

和

６
年

度 

追
加
募
集 

⑫ 特定非営利活動法人 障がい者の暮らしとお金の相談室 100,000 

2,100,000 

⑬ 特定非営利活動法人 ＡＹＡ 500,000 

⑭ なみきのね 500,000 

⑮ 一般社団法人 フードバンクこだいら 500,000 

⑯ 一般社団法人 国際福祉研究機構 ザ・チャレンド 500,000 

令

和

７
年

度 

一
般
募
集 

① 一般社団法人 お寺と教会の親なきあと相談室 500,000 

4,947,000 

② ボランティアグループ「たんぽぽ」 300,000 

③ 社会福祉法人 かしの木会 くず葉学園 500,000 

④ 特定非営利活動法人 ＡＹＡ 367,000 

⑤ 特定非営利活動法人 カモミール 500,000 

⑥ ”ＲＯＡＤ ＴＯ ＥＸＰＯ”実行委員会 480,000 

⑦ 特定非営利活動法人 ネット心理教育ビアサポート 500,000 

⑧ 一般社団法人 生活互助支援の会 500,000 

⑨ 
特定非営利活動法人 ジャパンマック  
カウンセリングスペースやどりぎ 

500,000 

⑩ 公益社団法人 やどかりの里 300,000 

⑪ 特定非営利活動法人 比企聖学塾 500,000 

 

１１ 契約事務の適正化等 

   契約事務については、従前から適正化を進めているところであるが、令和６

年度も一層の適正な執行に努めた。 

＊令和６年度における主な入札結果               （単位：円） 

入札件名 実施日 
落札金額 
（税抜） 

契約金額 
（税込） 

社会福祉法人黎明会 救護施設黎明寮 
令和 6年度 利用者旅行の実施にかかる入札 

5/8 2,499,127 2,746,825 

社会福祉法人黎明会 救護施設あかつき 
令和 6年度 利用者旅行の実施にかかる入札 

5/8 3,563,160 3,919,380 

社会福祉法人黎明会 熱海ゆとりあの郷 
センター棟外壁（東・北面）塗装補修工事にかかる入札 

6/27 4,380,000 4,818,000 

社会福祉法人黎明会 熱海ゆとりあの郷 
居室１室の改修工事・内装工事にかかる入札 6/27 4,100,000 4,510,000 

（単位：円） 



入札件名 実施日 
落札金額 
（税抜） 

契約金額 
（税込） 

社会福祉法人黎明会 のぞみ作業所 
令和 6年度 利用者旅行業務委託に係る入札 7/24 1,895,000 2,084,500 

社会福祉法人黎明会 南台病院 

多項目自動血球分析装置の入替に係る入札 
7/24 6,449,050 7,093,955 

社会福祉法人黎明会 熱海ゆとりあの郷 
居室４室の改修工事・内装工事にかかる入札 

9/12 14,100,000 15,510,000 

社会福祉法人黎明会 南台病院 
多項目自動血球分析装置一式の入替に伴うファイナン
スリース契約にかかる入札 

10/18 4,744,800 5,219,280 

社会福祉法人黎明会 熱海ゆとりあの郷 
A・B棟屋外非常階段補修工事にかかる入札 

10/28 7,500,000 8,250,000 

社会福祉法人黎明会 熱海ゆとりあの郷 
廊下暖房用温水配管引き換え工事(C棟・D棟)にかかる入札 

10/28 14,700,000 16,170,000 

社会福祉法人黎明会 南台病院 
医療用画像管理システム(PACS)の更新にかかる入札 

11/8 17,460,000 19,206,000 

社会福祉法人黎明会 熱海ゆとりあの郷 
住戸棟廊下暖房用温水ボイラー(A・B棟)入替工事にかかる入札 

11/15 3,800,000 4,180,000 

社会福祉法人黎明会 熱海ゆとりあの郷 
非常照明用蓄電池交換工事にかかる入札 

11/15 5,000,000 5,500,000 

社会福祉法人黎明会 南台病院 
１号館改築工事等 基本構想基本計画策定支援業務契約にかかる入札 

1/9 9,000,000 9,900,000 

社会福祉法人黎明会 熱海ゆとりあの郷 
居室３室の改修工事・内装工事にかかる入札 

1/9 13,000,000 14,300,000 

社会福祉法人黎明会 南台病院 
医療用画像管理システム（PACS）一式の入替に伴うフ
ァイナンスリース契約にかかる入札 

1/27 9,936,000 10,929,600 

社会福祉法人黎明会 熱海ゆとりあの郷 
住戸用廊下暖房配管用膨張タンク取替工事にかかる入札 

1/27 5,990,000 6,589,000 

社会福祉法人黎明会 やすらぎの園 
眠り SCAN購入にかかる入札 

3/7 3,883,000 4,271,300 

社会福祉法人黎明会 熱海ゆとりあの郷 
居室３室の改修工事・内装工事にかかる入札 

3/26 9,500,000 10,450,000 

社会福祉法人黎明会 救護施設あかつき 
令和 7年度 利用者旅行の実施にかかる入札 

3/27 2,650,000 2,915,000 

 

（単位：円） 



 【２】障害者支援施設 澄水園 

 

１ 施設の運営総括 

（１）澄水園（施設入所支援・生活介護・短期入所） 

澄水園は、「障害者総合支援法」の基本理念や、「障害者差別解消法」の趣

旨である障がいのある人もない人も共に生きる社会をつくるという目的を浸透

させるため、権利擁護、虐待防止に努め、そして何よりも利用者の視点に立ち

個々の利用者の意思を尊重し、思いやりのある関わりに重点を置いて支援する

サービスを提供してきた。 

利用者の最高年齢は 92 歳、最低年齢は 22 歳、平均年齢が概ね 56 歳と高齢化

していることから、日々の健康管理に努めるとともに、理学療法士による身体

機能評価や個別リハビリテーションを継続して行った。令和 6 年度も個別支援

計画に沿った支援を行うとともに、利用者の高齢・重度化に対応した医療面の

ケア・健康管理について、当法人内の南台病院と連携し、医師の派遣や健康診

断などを実施した。 

また、新型コロナウイルス感染症防止のため、地域の発生状況や最新の対策につい

て情報収集し、法人感染症防止対策委員会と連携を図ることで感染防止策や職員の

遵守事項を徹底した。 

しかし、令和 6年度中の新型コロナウイルス感染症は令和 6年 8月に利用者 1名、

令和 6年 12月利用者 48名・職員 22名（延べ 70名）となり大規模なクラスター発生

となった。発生時の具体的な対応としては、東京都多摩小平保健所と相談の上、感染

症拡大防止策を図りクラスターを収束することができた。感染拡大した主な要因とし

ては、利用者がフロアを越えて交わることができる環境であることや、利用者の特徴

として手洗いやマスク着用など標準予防策を徹底し難いことが要因となった。なお、

新型コロナウイルスが 5 類感染症に分類されたことから、利用者の生活の質の

向上を図るため、コロナ禍で自粛していた感染症対策を段階的に緩和し、外出

や帰省、面会機会の拡大を行った。令和 7 年度は再発防止や感染症拡大防止策

の見直しを図るため、マニュアルの更新を実施し、設備の見直しや新たな活動

場所を展開することとしている。 

また、東京都による地域移行促進コーディネート事業を活用し、地域生活を体

験できるアパート体験室を活用することで地域移行の課題解決に取り組んだ。 

 

（２）グループホーム澄水（共同生活援助） 

グループホーム澄水（やまびこ、こだま、こまち）では、障がいのある人が

「住み慣れた地域で、地域の人たちと一緒に、普通の生活を営む」場として、グ

ループホームで安心して暮らせるように必要な支援を実施するとともに、きめ細

かい相談・支援等を行った。また、バックアップ施設である澄水園と連携した運

営を行った。 



２ 澄水園全体の利用・収支等の状況 

（１）利用人員 

 定員 
（A） 

令和 6 年度 

事業計画 

（B） 

令和 6 年度 

実 績 

（C） 

達成率 

（C）÷（B） 

稼働率 

（C）÷（A） 

施設入所支援 100名 100 名 97.6 名 97.6％ 97.6％ 

生活介護 
（通所） 

100名 100 名 102.1 名 102.1％ 102.1％ 

短期入所 3名 3 名 5.4 名 180.0％ 180.0％ 

グループホーム 
やまびこ 

5名 5 名 5名 100.0％ 100.0％ 

グループホーム 
こだま 

7名 7 名 7名 100.0％ 100.0％ 

グループホーム 
こまち 

7名 7 名 6.7 名 95.7％ 95.7％ 

 

（２）収支状況                       （単位：千円） 
 

令和 5年度 
決算額 

令和 6年度 
当初予算額 

令和 6年度 
二次補正後 

予算額 

令和 6 年度 
決算額 

執行率 

収  入 826,698 830,975 824,148 825,881 100.2％ 

支  出 791,065 817,205 809,508 790,474 97.6％ 

収支差額 35,633 13,770 14,640 35,407 - 

 

※人件費の状況                      （単位：千円） 
 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5 年度 
令和 6 年度 
決算額 

人件費率 64.5％ 65.0％ 67.5％ 64.9％ 64.1％ 

金  額 510,442 514,925 543,697  531,475 528,076 

対前年度 
増減額 - 4,483 28,772 ▲12,222 ▲3,399 

                             

 

 

 



 【２-１】障害者支援施設 澄水園 

 

１ 人員配置                         （単位：名） 
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(看護師)
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ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 1.0 1.0 1.0 0.5 0.5 ▲0.5

清掃他 0.0 11.0 6.0 6.0 6.0

合計 49.8 24.0 73.8 4.0 77.8 57.0 40.0 18.6 4.0 79.6 1.8

45.8 23.0 68.8 68.8 ▲4.0
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※ 清掃他について障害者雇用を活用した清掃員・洗濯員として非常勤職員 8名 

（常勤換算 4.5 名）を配置している。 

 

 

 

 



２ 利用・収支等の状況 

（１）利用人員 
 

定員 
（A） 

令和 6 年度 

事業計画 

（B） 

令和 6 年度 

実 績 

（C） 

達成率 

（C）÷（B） 

稼働率 

（C）÷（A） 

入 所 100名 100名 97.6 名 97.6％ 97.6 名 

生活介護 100名 100名 102.1 名 102.1％ 102.1 名 

短期入所 3名 3名 5.4 名 180.0％ 180.0 名 

 

（２）収支状況                         (単位：千円) 

 令和 5 年度 
決算額 

令和 6年度 
当初予算額 

令和 6年度 
２次補正後 
予算額 

令和 6年度 
決算額 

執行率 

収  入 750,603 756,441 743,964 745,814 100.2％ 

支  出 718,768 743,236 736,309 719,515 97.7％ 

収支差額 31,835 13,205 7,655 26,299 - 

 

※人件費の状況                        （単位：千円） 
 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5 年度 
令和 6 年度 
決算額 

人件費率 63.1％ 66.2％ 69.0％ 64.9％ 64.7％ 

金  額 489,445 492,727 512,819  483,067 481,760 

対前年度 
増減額 

- 3,282 20,092 ▲29,752 ▲1,307 

 

 

３ 収支の安定確保の取り組み 

（１）稼働率の確保や加算の見込み 

   入所判定会議を通して待機者を常に把握し、新型コロナウイルス感染症防止

対策を徹底しながらも計画的な入所が行えるよう努め、施設入所の利用率は、

上半期の平均は 96.5％（前年同期 94.0％）であったが、下半期に入所者が増え

たため、97.6％となった。 

   地域からの利用ニーズが多い短期入所は定員 3名に対し、新型コロナウイルス

感染症防止策を講じた上での体験入居を含めて 5.4名の利用結果となった。 

   生活介護は新型コロナウイルス感染症防止のための利用者の外部への通所を

自粛した結果 102.1％（前年同期 99.7％）であった。 



（２）経費の削減など支出の合理化について 

   令和 6 年度も業者選定にあたっては、契約内容を見直し、物品の購入先を安価な業

者とするなど、経費縮減に努めた。 

   また、物価高騰による食材費・光熱水費の高騰に係る東京都や小平市の補助金を活

用しつつ、節電に努めた。 

 

（３）課題と改善策 

ア 高齢・虚弱利用者の支援 

    高齢・虚弱な利用者への健康管理に重点を置き、特に新型コロナウイルス

感染症防止のため外出等の活動や面会を段階的に緩和し、日々の健康状態の

把握を徹底するとともに、健康診断を 6月から 7月にかけて実施した。 

    利用者の障害特性から、入院生活が困難な事例があったため、南台病院と

連携して本人と家族に納得いく形での支援を施設内で実施した。 

また、高齢化に伴い摂食機能の低下が多く見られるため、2か月に 1回の摂

食嚥下往診を継続し、管理栄養士を中心に看護師と支援員が協力しながら利

用者一人ひとりに合わせてきざみ食などの食事形態の提供に努めた。 

イ 様々な感染症への対応 

感染症対策のため強化したゾーニングによって全利用者の行動を制限することに

対する人権擁護の視点からも、可能な限り利用者の QOLを損なわないようなゾーニ

ング手法の検討が課題として残った。なお、令和 6年度の新型コロナウイルスワク

チン接種は利用者（保護者に意思確認）・職員ともに希望者のみ自費接種となっ

た。 

 

４ 利用者の安心・安全確保とサービスの向上 

（１）利用者中心のサービス提供と地域移行への支援 

  ア 利用者の健康管理のため、年 2 回の健康診断と南台病院医師の週 3 回の往

診、外部からの眼科医・脳外科医の月１回の往診、歯科衛生士による口腔ケ

アを週 5回実施し、健康維持に努めた。 

  イ 東京都地域移行促進コーディネート事業において、北多摩北部ブロックの

13 施設と連携し、ブロック会議を開催した。会議では 13 施設の地域移行予定

者や地域移行の課題共有を行った。 

    また、地域移行に向けたアパート体験については、新型コロナウイルス感

染症防止のため健康状態を把握し、環境消毒を徹底するなどして実施した。 

 

（２）日中活動の支援 

  ア 園内作業は、箸の袋入れ作業やビーズ製作など利用者の希望と適性に応じ

た内容とし、園外作業では作品作りとその販売が利用者や地域住民から好評

を得た。 



  イ 余暇活動は、新型コロナウイルス感染症防止対策のため、外部講師やボラ

ンティアの方々にかわり、職員が中心となって体を動かす活動等、多種多様

な活動を行っている。また東京都障害者総合美術展に今年も応募した。 

（参考）日中活動の例 

園内作業 陶芸班 箸入れ班 ビーズ班 

園外作業 公園清掃 野菜作りと販売  

余暇活動 
カラオケ ケーキクラブ 散歩 体操 フラワーアレン
ジメント ドライブ 創作活動（季節の貼り絵）など 

 

（３）運営の透明性の確保 

オンブズパーソンとして、第三者による相談受付体制を確保し、来園による相

談活動を再開し、虐待防止委員会や研修の講師としてなど活動機会を増やした。 

また、新型コロナウイルス感染症防止のため毎月の月例保護者会は開催を自

粛していたが、7月・11月・3月に 3年ぶりに保護者会を開催した。また、保護

者あての感染症対応の通知文や広報誌を通した施設の方針説明・情報提供、さ

らに保護者への電話だけでなく間仕切り面会、家族外出、年末年始の帰省の機

会による情報共有や意見交換等を行い、施設運営の透明性確保に努めた。 

 

（４）職場の環境衛生の向上 

産業医と衛生委員会が連携して、新型コロナウイルス感染症等の対策として

日々の健康管理と衛生管理を徹底した。 

具体的には、1 日に 2 回以上の環境消毒と換気、職員や来園者に健康状態の報

告、マスク着用や手指消毒を徹底した。 

また、メンタル面でのサポートなど、働きやすい環境づくりに努めた。 

 

５ 人材育成 

（１）施設内研修の状況（4月 1日～3月 31 日） 

   小平手をつなぐ親の会による知的障害研修           19名 

   褥瘡予防研修                        97名 

   食中毒予防＆感染症対策研修                 96名 

   指定障害者支援施設さやま園との交流研修           3名 

   身体拘束防止＆虐待防止・権利擁護研修            87名 

   障害基礎＆自閉症研修                    23名 

   応急処置＆ＡＥＤ研修（小平消防署）             32名 

                                合計 357名 

 



（２）法人内研修会への参加状況（4月 1日～3月 31日） 

   階層別オンライン研修コアスタッフ養成コース①        1名 

   階層別オンライン研修コアスタッフ養成コース②        2名 

   階層別オンライン研修チームリーダー育成・実践コース     1名 

   看護職員ｅ―ラーニング研修                  4名 

   実践研究研修①                       2名 

   実践研究研修②                       4名 

   実践研究研修③                       4名 

   権利擁護研修                        50名 

   法令遵守研修                        58名 

   感染症防止対策研修                     77名 

   実践研究発表大会                      17名 

   係長研修                          4名 

   施設間交流研修                       2名 

合計 226名 

（３）外部研修会への参加状況（4月 1日～3月 31日） 

   東社協『本人中心支援研修』                 1名 

   関東地区知的障害福祉関係職員研究大会長野大会        3名 

   東社協研修室『人事管理研修（オンライン）』          1名 

   全国知的障害関係施設長等会議                1名 

   東社協『施設職員が学ぶ災害に向けた備え』学習会       1名 

   東社協公開講座『強度行動障害とは』             2名 

   多摩小平保健所栄養管理講習会                1名 

   東社協『OJT・仕事の教え方研修（オンライン）』        1名 

   東社協『福祉職場で生かすｱﾝｶﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研修（ｵﾝﾗｲﾝ）』     2名 

   東社協『採用力・広報力研修【入門編】（オンライン）』     1名 

   東社協『財務マネジメント初級研修（オンライン）』       1名 

   東京都障害者虐待防止・権利擁護研修管理者コース（ｵﾝﾗｲﾝ）   1名 

   東京都障害者虐待防止・権利擁護研修一般職員コース（ｵﾝﾗｲﾝ）  2名 

   東社協『労働基準法等に関する研修（オンライン）』       1名 

   東京都サービス管理責任者更新研修              1名 

   東京都社会福祉事業従事者人権研修【Ⅰ】（オンライン）     2名 

   東社協『チームビルディング研修』              1名 

   特別支援教育障害者支援全 6回講座（オンライン）       3名 

   知的障害・発達障害・自閉症のある人を理解する疑似体験研修  1名 

   東京都社会福祉事業従事者人権研修【Ⅱ】（集合研修）      1名 

   東京都社会福祉事業従事者人権研修【Ⅱ】（オンライン）     1名 

   全国知的障害福祉関係職員研究大会福井大会          3名 



   防災センター要員・自衛消防業務講習実務再講習        1名 

   防火・防災管理者再講習（統括防火管理者選任）        1名 

   東京都サービス管理責任者研修 第２回基礎研修         2名 

   小平市主催虐待防止研修会                  2名 

   障害者支援施設部会全国大会中国地区大会（広島）       2名 

   多摩福祉会議 2024年度研修会                 5名 

   東社協《福祉職員キャリアパス対応生涯研修》中堅職員研修   1名 

   障害者支援施設等支援力育成派遣事業リハビリ職等意見交換会  1名 

   社会福祉法人あすはの会事例報告検討会（福生学園・昭島市）  2名 

   令和 6年度障害者支援施設等支援力育成派遣事業成果報告会   4名 

                               合計 53名 

 

 

６ 施設利用者に対する虐待防止と権利擁護 

   利用者への虐待や不適切な支援がないよう、障害者差別解消法や障害者虐待

防止法を踏まえ、職務上の指針を明示し、虐待の芽チェックリスト（東京都福祉

保健財団高齢者権利擁護支援センター作成）で職員の意識レベルの測定や定期的

に研修を行うことで、虐待防止と権利擁護の意識向上を図る取り組みを行った。 

 

 

７ その他（新たな取り組み等） 

（１）生活介護の場の拡充 

   現施設内において、生活介護事業（日中活動）における多様なサービスを提

供するためには活動スペースが手狭となっている。 

   高齢化・重度化のため、ゆったりとした活動を希望される入所利用者や若年層を中

心とした活発な活動を希望される通所利用者など、ニーズの多様性に応えるため各部屋

の有効活用を図り活動場所の確保に努めた。 

 

（２）地域移行の取り組み 

   入所利用者が地域で暮らすため地域移行の移行先確保が課題となっており、

法人内の既存グループホームの空床利用や他法人とグループホームの空室情報

を共有する取り組みなど、グループホームや民間アパートなどの移行先を検討

しながら、地域移行促進に努めた。 

   また、入所利用者 1 名がご家族の近隣のグループホームで暮らししたいと希

望があり、地域移行先での生活を準備するために、法人内の障害福祉サービス

就労継続支援 B型事業のぞみ作業所と連携して、施設から外部へ通所する利用者

として日中の活動場所を広げ、地域移行の具体的な取り組みを行った。 

  



【２―２】グループホーム澄水（やまびこ・こだま・こまち） 

 

１  利用・収支等の状況 

（１）利用人員 

 定員 
（A） 

令和 6 年度 

事業計画 

（B） 

令和 6 年度 

実 績 

（C） 

達成率 

（C）÷（B） 

稼働率 

（C）÷（A） 

共同生活援助 
やまびこ 

5名 女性 5名 女性 5名 100.0％ 100.0％ 

共同生活援助 
こだま 

7名 男性 7名 男性 7名 100.0％ 100.0％ 

共同生活援助 
こまち 

7名 女性 7名 女性 6.7名 95.7％ 95.7％ 

入 所 計 19名 19名 18.7名 98.4％ 98.4％ 

 

（２）収支状況                          （単位：千円） 

 令和 5 年度 
決算額 

令和 6年度 
当初予算額 

令和 6年度 
２次補正後 
予算額 

令和 6年度 
決算額 

執行率 

収  入 76,094 74,534 80,184 80,067 99.8% 

支  出 72,296 73,969 73,199 70,959 96.9% 

収支差額 3,798 565 6,985 9,108 - 

 

※人件費の状況                      （単位：千円） 
 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5 年度 
令和 6 年度 
決算額 

人件費率 41.3％ 47.4％ 46.9％ 63.8％ 57.8％ 

金  額 20,997 22,198 30,877 48,408 46,316 

対前年度 
増減額 

- 1,201 8,679 17,531 ▲2,092 

  ※令和 5年度 1次補正予算から、バックアップ施設の澄水園の支援員業務と兼務をして

いる職員について、実態に即した人員按分を実施したため人件費率が増えている。 

 

  



（３）人員配置                           （単位：名） 
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管理者 (1.0) (1.0) (1.0) 0.4 0.4 0.4

サービス
管理責任者 1.0 1.0 1.0 0.6 0.6 ▲0.4

生活支援員 4.0 4.0 4.0 0.0 11.0 4.1 4.1 0.1

世話人 3.0 3.0 3.0 1.0 10.0 3.2 4.2 1.2

合計 8.0 0.0 8.0 8.0 2.0 21.0 7.3 0.0 9.3 1.3
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※ 管理者は、正規職員のサービス管理責任者が兼務 

（４）課題と改善策 

新型コロナウイルス感染症防止や家庭の事情から週末や年末年始に自宅等に帰省できな

い利用者が増えており、グループホームとして過ごしやすい場の提供が求められている。 

改善策として、家族や相談支援事業所と連携して、ガイドヘルパーによる外

出支援などの機会を創出した。 

 

２ 収支の安定確保 

（１）入所率 

入所利用率は令和 4年 8月にグループホーム澄水の新規ユニットとして「こま

ち」を開設し、定員は 19名となり、令和 6年度は 12月に 1名退所となったため

98.4％の利用率となった。 

（２）経費節減・効率化対策 

安定した施設運営のため、引き続き事務経費等の削減に努めた。 



３ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１）利用者の主体性及び意思決定に基づき関係機関の協力を得て、ヘルパーによ

る外出・余暇活動等への参加を充実させた。 

   また、利用者の通院や健康管理の支援を行った。 

（２）隣接するグループホーム等連携し、緊急・災害時の相互応援体制を整えるととも

に、火災・地震等を想定した避難訓練を予定し、職員の防災意識向上に努めた。 

また、こまちは隣接する他法人の福祉事業所と連携して避難訓練を予定している。 

 

 

４ 人材育成 

（１）施設内研修 

各種研修の報告書を毎月のスタッフ会議で伝達し、研修内容の共有に努めた。 

食中毒予防＆感染症対策研修                   1名 

                            合計 1名 

（２）外部研修会への参加 

人権擁護・虐待防止についてのオンライン研修を受講し、他の職員へ情報共

有し、人権擁護・虐待防止に努めた。 

東京都障害者通所活動施設職員研修会              1名 

障害者グループホーム従事者第 1回基礎研修（オンライン）    4名 

障害者グループホーム従事者第４回基礎研修（オンライン）    4名 

   グループホーム運営協議会意見交換会＆施設見学会        1名 

   障害者グループホーム第１回管理者研修               1名 

   障害者グループホーム第２回管理者研修              1名 

                             合計 12名 

                             

 



 
 

 【３】救護施設 黎明寮 

 

１ 施設の運営総括 

生活保護法に基づく救護施設黎明寮は、身体や精神に障害があり経済的な問題を抱

え、居宅で日常生活を送ることが困難な人に、健やかに安心して過ごせる生活の場を

提供する施設として積極的に受入れを行い入所者支援に努めた。 

個々の入所者には、能力に応じ自立した生活が営めるよう個別支援計画を策定する

とともに、利用者のニーズに合った作業活動やクラブ活動、行事やレクリエーション

などを行い、生きがいのある生活と社会的自立に向けた支援に取り組んだ。 

施設を出て地域での生活を希望する人には、居宅生活訓練事業を通して地域生活へ

の移行準備を行い、スムーズな地域移行ができるよう支援を行った。特に、令和 6年

度は入所者の円滑な地域移行を図るため、就労意欲がある入所者に対し就労支援を行

い、就労支援加算費を確保した。 

また、移行後の地域生活への定着・継続を支援する上で効果的な通所訓練事業など

を実施した。 

さらに、法人内在宅サービス事業所（訪問看護・訪問介護事業所）や地域の関係機

関と連携し、地域の障がい者で生活に支障のある人への相談支援や家庭訪問を通じ、

医療・健康管理等の生活支援を行うなど地域貢献に努めた。 

施設整備については、令和 3年度に保護施設等整備費補助金の交付を受け大規模修

繕工事を行ったが、工事対象以外の箇所から経年劣化による床下配管の漏水や汚水ポ

ンプの故障など設備の不具合が発生し対応を行うなど、引き続き設備の保守管理を適

切に実施した。 
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２ 人員配置  
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介護職員 21.0 11.0 32.0 32.0 25.0 6.0 5.0 30.0 ▲2.0

看護師 1.0 1.0 2.0 2.0 2.0 2.0 0.0

精神保健
福祉士

1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 0.0

栄養士 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 0.0

介助員 1.0 1.0 1.0 0.0 ▲1.0

医師 0.1 0.1 0.1 1.0 0.1 0.1 0.0

理学
療法士

0.1 0.1 0.1 0.0 ▲0.1

清掃員 0.0 0.0 2.0 0.6 0.6 0.6

合　計 28.1 15.1 43.2 1.0 44.2 34.0 11.0 7.5 0.0 41.5 ▲ 2.7

※ 医師は措置費加算にて精神科の嘱託契約医師を配置

配
置
基
準
計
（

定
員
数
）

と
の
差

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
Ｂ
‐

Ａ

職　種

 
配
置
基
準
（

国
等
）

 
配
置
基
準
（

加
算
分
）

 
配
置
基
準
　
小
計
 
 
 

(

①

)

 
基
準
超
過
分
 
 
 
 
 

(

②

)

 
配
置
基
準
計
（

定
員
数
）

　
　
　
 
 
 
 
 
 
 

(

①
+
②

)

Ａ

令和7年3月31日現在人員配置状況

 

３ 利用人員（月平均） 

定　員
(A)

令和6年度
事業計画(B)

令和6年度
実績(C）

達成率
(C）÷（B)

稼働率
(C）÷（A)

入　　所 100名 103名 101.3名 98.3% 101.3%

通　　所 50名 47名 48.8名 103.8% 97.6%
 

 

４ 収支予算                           （単位：千円） 

令和5年度
決算額

令和6年度
当初予算額

令和6年度
第2次補正後

予算額

令和6年度
決算額

執行率

収　　入 517,216 514,187 546,159 545,993 100.0%

支　　出 478,271 512,591 514,755 507,875 98.7%

収支差額 38,945 1,596 31,404 38,118 -
 

 (単位：名) 



 
 

（１）収入の主な増減 

   令和 6年度は、措置費単価改正による措置費収入の増となった。 

また、令和 5年度に実施した中規模修繕工事に伴う東京都民間社会福祉施設設

備改善整備費補助金収入は整備終了により減となった。 

その他、職員退職に伴う東京都社会福祉協議会従事者共済会からの退職金収入

の増となった。 

 

（２）支出の主な増減 

   令和 6 年度は、職員の適正配置による正規職員の減と非常勤職員の増により、

職員給料、職員賞与支出は減となり非常勤職員給与は増となった。また、職員退

職に伴う退職給付支出は増となった。また、新型コロナウイルス感染症の流行が

落ち着き利用者の一泊旅行を再開したことにより教養娯楽費支出が増となった。

さらに大規模修繕工事に伴う借入金の返済が令和 5年 2月より始まったため、令

和 6年度は借入金元金償還金支出が増となった。その他、給食管理費改定による

業務委託費の増、建物火災保険料の一括支払いによる保険料の増、施設整備積立

金の増に伴う積立資産の増等となった。 

 

※人件費の状況                        （単位：千円） 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

人件費率 57.7% 60.8% 59.5% 55.5% 52.8%

金　　額 290,585 298,426 299,894 286,139 285,647

対前年度
増減額

▲ 8,054 7,841 1,468 ▲ 13,755 ▲ 492

 

５ 収支の安定確保 

（１）稼働率や加算の確保 

入所率 103％（定員 100 名 在籍目標数 103 名）が目標値であったが、年間を通

して平均入所率は、101.3％となった。 

在籍者数を維持するため定期的に入所判定会議を開催し、あらかじめ入所待機者

を想定し退所者が生じた際スムーズに入所できるよう対応した。 

また、東京都民間社会福祉施設サービス推進費補助の重度者加算、高齢要介護者

加算の対象者を見直し収入の増に努めた。 

 

（２）経費の見直しなど支出の節減について 

   契約に当たっては毎年の自動更新を見直し見積もり合わせを行うことや、備品

等の購入についても 2 社以上の見積もり合わせを行うなど競争原理を働かせる



 
 

ことで経費の節減を図った。また、施設のエネルギー使用についても毎月の水道

光熱費の使用状況を運営会議や職員会議で周知し見える化することで、エネルギ

ー経費節減について職員の意識改革を図った。 

 

（３）課題と改善策 

   入所者の安定的確保策と地域移行 

   黎明寮は、都内各福祉事務所及び関係精神科病院（約 10 か所）と協調してき

た実績から「選ばれる救護施設」として評価され、安定した運営を行ってきたこ

とで各福祉事務所等から入所希望者の見学又は面接の依頼が続いており、感染症

防止対策を徹底しながら入所者の確保に努めた（入所待機者 6名）。 

また地域移行については、居宅生活訓練に入る前の宿泊体験用アパートの一室

を令和 5年度に施設に近い場所へ移し、居宅訓練期間中の施設との往来を容易に

することで、訓練の支援が容易になりまた利用者への安心感も増し、通所利用者

増への促進につながった。（居宅生活訓練待機者 3名） 

今後も引き続き福祉事務所及び病院等と連携を図りながら、入所者の確保や地

域移行を進めることによる通所利用者の増員を図る。 

 

６ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１）日中活動の充実 

   利用者の更なる心身の活性化及びコミュニケーションの促進を図るため、平成

25年度から日中活動の充実に取り組んでいる。 

  ア レクリエーション活動 

令和 6年度については引き続き感染症防止のため、担当職員によるカフェ喫茶・

かき氷・焼き芋など施設内の日中活動室（名称：ぼーの）などで季節感を味わえ

る工夫をして実施した。また、長引く感染症による外出制限などにより、利用者

の体力低下など健康面への懸念も心配されたが、「モルック」や「ボクササイズ」、

「卓球」等の身体を動かすメニューを増やしたことで、利用者の心身の活性化や

職員と関わる機会が増えコミュニケーションの促進にもつながった。 

    令和6年度のレクリエーション活動の実績は、活動日数264日(前年度254日)、

延べ参加人数 11,681名（前年度 13,560名）、1日平均参加者 43.6名（前年度 52.9

名）となっており、1日平均参加者は前年度と比べ減少している。 

活動日数は増えているが参加人数が減少している要因としては、配置支援員が

減の影響で、参加者を多く募る活動メニューが展開できなかったことがあげられ

るが、今後は安全な活動を確保しながら多様なメニューができるような工夫を行

い、入所者の心身の活性化及びコミュニケーションの促進につなげていきたい。 

  



 
 

  イ 作業活動 

   （ア）施設内作業 

      午前と午後にそれぞれ時間を決めて製袋作業を提供しているが、作業に

参加する機会が確保できるよう作業日数を昨年度より増やしたことにより、

一日平均 46名（前年度 30名）で、延べ参加人数は 4,942 名（前年度 2,972

名）と増になっている。受注量が安定しており、売上が昨年度よりアップ

したので、利用者に対しての工賃支給額の平均もアップしている。具体的

には、令和 6年度売上は 518,760 円（前年度 309,172円）、1か月平均額で

は 43,230 円（前年度 25,764円）となった。 

感染症等で作業場が利用できない期間は、居住フロアの協力を得て、形

態を変え作業が継続できたことも受注の安定に繋がった。 

 

   （イ）施設外作業 

小平市から受託している公園清掃や小平市報の配布、及び組合事務所清

掃等の作業を行っており、感染症防止対策を行い、参加人数を調整しなが

ら継続して実施した。 

延べ参加人数は 983 名（前年度 892 名）となっており、公園清掃等の参

加者が年間を通じて活動したので、参加人数が増となっている。 

 

  ウ 日中活動のひとつとして、当事者同士が抱えている同じ悩みや症状などの問

題をお互いに語り合い共感しサポートしあう相互支援のピアサポート活動の

一環として「れいめいクラブ」を月１回開催している。令和６年度はれいめい

クラブから出された要望をもとに、施設の嘱託医に健康診断の意味について研

修を依頼し実施している。 

 

（２）入所者の健康管理の徹底 

   サービス課・保健課がフロア会議などで連携し、利用者に対して健康管理、衛生

管理の理解を深める目的で、利用者月例会などにおいて啓発活動を行った。 

   新型コロナウイルス感染症防止対策については、インフルエンザと同等の 5 類感

染症に位置付けられたことにより感染防止への意識低下が顕著になってきたため、

ウイルスを施設内に持ち込まないことを重視し、外部からの入寮は検温等でチェッ

クするとともに利用者の外出も人ごみでのマスク着用や帰寮時のうがい、手洗いの

励行など感染症防止対策を行った。 

また、法人感染症防止対策委員会との連携のもと感染症防止対策を徹底する一方

で、外出等の場所・時間について徐々に緩和を図った。また一泊旅行や黎明祭等の行

事を、各イベントに合わせて作成した感染症防止留意事項に沿って実施した。 

なお来年度も感染症防止対策・業務改善委員会を中心に、感染症対策を着実に

行いながら、利用者のストレス軽減に努めていく。 



 
 

   この他、健康診断については、入所者は年 2回、新規入所者は入所後に実施し

ている。利用者健康診断結果は、施設内診療医（精神科医：医療法人 社団碧水会 

長谷川病院医師）から直接利用者に健康診断結果を説明し、健康管理上の助言を

行うとともに、診断結果から管理栄養士による栄養相談を行い、支援員・看護師

ともに協働してチーム支援を行った。 

 

（３）サービスの質の向上 

  ア 利用者ニーズに基づいたサービスの提供 

  （ア）居宅生活訓練事業 

     居宅生活訓練事業では、地域移行を希望する入所者のために近隣のアパー

トを借り上げてアパート生活の疑似体験を通じて、入所者の抱える生活課題

を整理しつつ地域の社会資源と連携し、当該入所者の生活課題解消に向けた

支援活動を行った。 

定員は 3 名で 3名の入所者が居宅生活訓練を継続中である。（令和 6年度地域移

行者3名） 

     地域生活に興味関心を持っている入所者に対しては、定期的に地域移行のた

めの説明会を開催し地域生活に移行するに当たっての不安の解消に努めた。 

     地域生活を目指している入所者に対しては、長期間実施する居宅生活訓練

事業の前段階の体験宿泊（2～3日から 1週間程度）として実施した。 

     令和 6年度は前年度実績の 292日から 270日、延べ利用者数は 80名から 70

名となりともに減少した。要因としては、短期間を体験される利用者が多かっ

たため、入れ替えのための清掃日が増えたことや、空室状況と利用者のスケジ

ュールが合わなかったことなどが考えられる。 

 

  （イ）保護施設通所事業 

     施設退所者及び地域の要支援者の地域生活支援としての保護施設通所事業

（定員 50名）の利用者数は、49名であった。相談支援・訪問相談等の実績は、

年間 2,863件、月平均 238.5件（前年度 年間 2,841件、月平均 236.7件）で

横ばいであった。 

令和 6年度も地域生活者の高齢化に伴い、単身生活の継続が困難な状況が見ら

れ、関係機関との調整や生活状況把握による訪問回数が前年度同様となっている。 

 

  （ウ）一時入所事業 

     一時入所事業の年間利用実人員数は、令和 5 年度実績の 14 名から令和 6

年度は 9名に、利用延日数が 85日から 112日となった。 

     令和 6年度も地域生活者の高齢化に伴うＡＤＬの低下で、一時的に在宅生

活が困難となったケースや精神科病院からの体験利用等で申し込まれる傾

向が続いている。 



 
 

令和 6年度実績                    （単位：千円） 

事業名 令和6年度収入 令和6年度支出 収支差額

居宅訓練事業 7,242 11,201 ▲ 3,959

通所事業 57,566 29,427 28,139
 

 

  イ 地域貢献 

当法人の在宅サービス総合センターの訪問看護・介護事業所、小平市地域包

括支援センターけやきの郷等から、在宅生活において何らかの支援を要する人

の相談を受け、当施設の日常生活機能（日中活動のレク・作業、入浴・食事な

ど）を提供するなど、法人サービス機能を協働して提供した。 

 

  ウ 第三者評価事業の受審 

    今年度は、評価機関「公益財団法人日本チャリティ協会」に委託し、利用者聞

き取り調査、職員・リーダー層自己評価票の分析シート、ヒアリング訪問調査等

を行い、受審結果の振り返りを受け、評価機関を通じて東京都サービス評価推進

機構に結果報告を行い、「とうきょう福祉ナビゲーション」に公開されている。 

    受審結果における全体の評価の特に良い点としては、 

    ①職員一人ひとりの研修手帳を作成し個人別の研修計画を立て実行するな

ど、職員の育成に積極的に取り組んでいる。 

    ②入所前、入所中、退所後のフォローアップまで福祉事務所と緊密な連携をと

っている。 

    ③地域生活への移行を支援し、移行後の地域定着支援に積極的に取り組んでいる。 

    更なる改善が望まれる点としては、以下の指摘があった。 

    ①施設で取り扱う情報全般について、収集から利用、保管、廃棄に至るまで

の管理手順を明確にする規程等の策定が望まれる。 

    ②マニュアルの中で、長期間見直されていないものが多く、再度チェックし、

見直した日付を記載していくことが期待される。 

    ③新型コロナウイルス感染症対策とともに、利用者のメンタル面にも十分配

慮して、活動プログラム等について工夫していくことを期待する。 

 

（４）環境整備 

  ア 設備の経年劣化に伴う不具合に対応するため、地下ピット内排水ポンプの更

新及び地下配管の修繕等を行い施設の適正な維持管理に努めた。また、厨房内冷

蔵庫を更新し衛生環境の整備を行った。 

    主な施設修繕等 

   ・地下ピット内汚水ポンプ交換修繕   584千円 



 
 

   ・厨房内冷蔵庫の更新         374千円 

   ・厨房内床排水口グレーチング修理   286千円 

 

  イ 令和 5年度の福祉サービス第三者評価において、「ホームページで利用者の

生活やイベントなどの写真を多く取り込むなど、利用者目線からの情報提供

が期待される」との評価講評を踏まえ、令和 6年度からホームページ委員会

を立ち上げ、タイムリーな情報をホームページで紹介するなど救護施設の情

報発信を行った。 

 

７ 人材育成 

（１）施設内研修の状況 

   施設内で内部研修として、東京都社会福祉協議会の講師派遣システムによる関

谷大輝氏の「感情労働について」、全国社会福祉協議会の障がい者虐待防止マネ

ージャー研修修了者による「虐待防止研修」、小平消防署による「救急救命講習」

などを実施した。 

   また、法令に基づく感染症及び災害の業務継続計画に対する研修や更生施設と

の意見交換も含めた視察交流研修を実施した。さらに職員会議において外部研修

参加者による伝達研修を実施した。 

 

（２）法人内研修会への参加状況 

   外部講師を招いた法人研修は、感染症防止対策のため、引き続き通信で行った

が、一部は感染症の感染状況を見極めながら対面で行った。 

月 研修名 参加人数 研修方法 

9月 権利擁護研修 42名 オンライン 

11月 実践研究大会 6名 対面 

1月 法令遵守研修 40名 オンライン 

3月 感染症防止研修 40名 オンライン 

通年 新任職員研修 1名 対面他 

通年 コアスタッフ養成コース① 1名 オンライン 

通年 コアスタッフ養成コース② 1名 オンライン 

通年 チームリーダー育成実践コース 1名 オンライン 

通年 マネージャースキルアップコース 1名 オンライン 

 

（３）外部研修会への参加状況 

   全国社会福祉協議会や東京都社会福祉協議会主催の救護部会の各種研修や、そ

の他の研修についても、感染症防止対策を講じた上で多くが対面による参加とな

った。また、実習指導者講習会も社会福祉士、精神保健福祉士にそれぞれ参加し、

後進の育成に向けた土壌づくりを行っている。 



 
 

月 研修名 参加人数 研修方法 

6 月 

精神保健福祉基礎研修 1.2 2名 対面 

社会福祉士実習指導者養成講習会 １名 対面 

トラウマについて理解し支援に生かす 1名 対面 

7 月 

第 57回関東地区救護施設研究協議会(千葉県) 3名 対面 

社会福祉士実習指導者養成講習会 1名 対面 

精神保健福祉士実習指導者養成講習会 1名 通信 

自殺対策研修 １名 対面 

8 月 

福祉職場で生かすアンガーマネジメント 1名 通信 

OJT・仕事の教え方研修 1名 通信 

精神障害のある人の家族を支援する 1名 対面 

１０月 
第 46回 全国救護施設研究協議大会（北海道） 3名 対面 

第 33回 関東地区救護施設協議会 職員研修会 2名 対面 

１１月 

摂食障害研修 1名 通信 

精神保健福祉を考えるつどい 2名 対面 

東京都社会福祉協議会救護部会職員研修 3名 対面 

１２月 
居住支援系事業所職員研修 1名 対面 

令和６年度 救護施設福祉サービス研修会 1名 対面 

１月 令和６年度 障害者虐待防止マネージャー研修 1名 対面 

 

（４）職員の国家資格取得者  

   社会福祉士   1名   

   精神保健福祉士 1名   

 

８ 施設利用者に対する虐待防止と権利擁護 

（１）オンブズパーソンの活用 

   利用者の権利擁護のため利用者の意向等を代弁する環境づくりとして、弁護士、

社会福祉士の 2名のオンブズパーソンを選任している。相談件数は 123件（前年度

72件）であった。 

   利用者が積極的に相談等できるよう来寮予定日とオンブズパーソンの写真を掲示

し、利用者が相談者を選択できるよう配慮するとともに、相談希望者が専用ポスト

に本人写真付き相談カードを投函することで、オンブズパーソンが訪室し相談でき

る環境を整えている。 

（２）保護者、利用者及び職員からの苦情  

   令和 6 年度は苦情等の報告はなかったが、法人本部に設置されている「事業適

正化委員会」に報告すべき事例が生じた場合は速やかに報告し、その指導に沿って

必要な措置を取る仕組みが構築されている。 



 
 

（３）黎明寮における障害者虐待防止・権利擁護について 

   黎明寮では平成 30 年度から人権擁護委員会を設けており、令和 6 年度におい

ても日々の利用者支援の見直しや、質の高いサービス提供及びサービス向上にむ

けて啓発活動に取り組んだ。人権擁護標語を 2か月おきに更新、施設内に掲示し、

職員への注意喚起に努めたほか、年 1 回、障害者虐待防止・権利擁護チェックリ

ストを実施し、留意すべき事項について振り返りや意見交換等を行った。また職

員会議において虐待防止や権利擁護についての注意喚起や意識改善の取り組み

を行った。 

   令和 6年度の研修は、障害者虐待防止マネージャー研修受講者による対面によ

る施設内研修として虐待防止研修を実施した。 

 



 【４】救護施設 あかつき 

 

１ 施設の運営総括 

あかつきは、精神病院における精神障害寛解者の長期入院が大きな人権問題にな

ったことを背景に、黎明会が厚生労働省、東京都の要請を受けて精神障害寛解者の

受入れを行い、手厚い生活支援を通じて可能な限り社会復帰を図ることを目的に我

が国で初めての精神障害者の緊急救護施設の一つとして昭和 34 年 7 月に創設され

た施設である。 

このような背景をもとに発足し、当初の入所定員は 63名であったが、昭和 36年

には 163名、平成 6年に 195名と拡充して今日に至っている。また、令和 5年 12月

末現在の入所者の平均年齢は 60歳（最高齢者 83歳）と高齢化が進んでおり、高齢

者介護が大きな課題となっている。 

あかつきでは、開設当初より医療機関から退院する精神障害寛解者を数多く受け

入れる（99％）とともに、地域生活への移行を積極的に行ってきた。 

令和 6年度も個別支援計画に沿った利用者支援を軸に、施設から地域生活移行す

る準備として施設内に設置した地域生活体験室での生活体験を経て、近隣アパート

での居宅生活訓練事業を実施し、地域移行の促進を図った。 

地域で暮らす退所者の方には、通所によって食事や製袋作業等の日中活動を提

供・支援する事業、施設職員が自宅へ訪問し、相談や通院同行等の支援を行う訪問

事業を実施している。多くの利用者は精神障害に至る背景として家庭や経済的困窮

などの諸問題を抱えているため、生活意欲の向上と権利擁護を重点とした支援に努

めている。 

一方、施設は昭和 55年に改築され、これまで平成 5年度、平成 12年度、平成 18

年度、平成 25年度と 4度の大規模修繕工事が行われてきたが、建築後既に 40年以

上が経過し、老朽化が進み、一部において耐震工事が必要であり、建物の修繕は喫

緊の課題である。 

震災への対策また老朽化した施設設備の整備は急務であることから、大規模修繕

事業として令和 8年度に施工できるよう準備に取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 人員配置                          （単位：名） 

※ 障害者雇用を活用した清掃員として非常勤職員2名（常勤換算1.0名）を配置している。 
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施 設 長    1.0  1.0  1.0 1.0  
 

 1.0 0.0 

事 務 職 員 2.0  2.0 2.0 4.0 4.0  
 

 4.0 0.0 

指  導  員 2.0 2.0 4.0  4.0 4.0  
 

 4.0 0.0 

精 神 保 健 

福 祉 士 
 2.0 2.0  2.0 2.0  

 
 2.0 0.0 

介 護 職 員 37.0 2.8 39.8  39.8 31.0 9.0 6.4  37.4 ▲2.4 

看 護 職 員 3.0  3.0  3.0 3.0    3.0 0.0 

介 助 員 1.0  1.0  1.0      ▲1.0 

栄 養 士 1.0  1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

医 師 0.2  0.2  0.2  3.0 0.3  0.3 0.1 

臨床心理士     0.0  1.0 0.4  0.4 0.4 

清 掃 員     0.0  3.0 1.3  1.3 1.3 

合 計 47.2 6.8 54.0 2.0 56.0 46.0 16.0 8.4  54.4 ▲1.6 



３ 利用人員（月平均） 

 
定員 

 

(Ａ)  

令和６年度 

事業計画 

（Ｂ） 

令和６年度 

実 績 

(Ｃ) 

達成率 

 

(Ｃ) ÷（Ｂ） 

稼働率 

 

（Ｃ）÷(Ａ) 

入 所 195名 195名 195.9名 100.5％ 100.5％ 

通 所 40名 27名 27.3名 101.1％ 68.3％ 

訪 問 40名 28名 27.7名 98.9％ 69.3％ 

ショート 5名 －名 －名 －％ －％ 

居宅訓練 5名 5名 5.0名 100.0％ 100.0％ 

 

 

４ 収支状況                         （単位：千円） 

 
令和５年度 

決算額 

令和６年度 

当初予算額 

令和６年度 
第２次補正後 

予算額 

令和６年度 

決算額 
執行率 

収 入 775,430 766,481 817,447 810,145 99.1％ 

前期末支払資

金取崩額 
35,000 35,000 35,000 35,000  

支 出 743,155 763,958 822,082 807,242 98.2％ 

収支差額 67,275 37,523 30,365 37,903 ― 

（１）収入の主な増減 

   利用者数増及び事務費単価改定による措置費事務費収入の増加。 

   入所者の入院の増加及び年金収入認定の増加に伴う措置費事業費収入の減少。 

   年金等収入認定の増加に伴う利用者負担金収入の増加。 

（２）支出の主な増減 

   正規職員退職者 3名、育児休業 2名による人件費支出の減少。 

   利用者入院者増及び感染症発症による活動自粛に伴う教育娯楽費支出の減少。 

   給食委託費増加及びカーテンメンテナンス実施による業務委託費支出の増。 

   近隣への苦情対策として樹木伐採及び大規模修繕事業計画書作成料による業

務委託費支出の増加。 



※人件費の状況                      （単位：千円） 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

人件費率 53.5％ 53.8％ 52.2％ 52.0％ 48.4％ 

金  額 413,303 408,964 389,557 399,182 390,567 

対前年度 

増減額 
▲4,416 ▲4,339 ▲19,407 9,625 ▲8,615 

 

 

５ 収支の安定確保 

（１）稼働率の確保や加算の見込み 

入所稼働率は 100.5％、居宅訓練事業は 100％であり、令和 6 年度の目標であ

る 100%を達成した。一方、居宅生活訓練事業は定員 5名の確保、保護施設通所事

業は 2名の新規利用者増を達成した。 

（２）経費の見直しなど支出の節減について 

施設管理・運営事務費等経常的・定型的な経費についてさらなる削減を図った。 

また、30万円以上の物品購入等については複数の見積を徴し、100万円以上の

購入等については、法人本部が主体となって一般競争入札を行うとともに、食事

サービス、リース物件については法人で一括契約するなど支出の削減に努めた。 

 

（３）課題と改善策 

   入所者の平均年齢は 60.1歳、最高齢者は 83歳であり、前年度の平均年齢は 60.5

歳、最高齢者は 85歳と高齢化傾向については大きな変化無く推移している。 

   また、高齢化に伴い、施設内における転倒事故の可能性が高まっており、高齢化

に向けた対応が課題となっているため、要介護認定を受けた入所者が十分な支援が

受けられるよう、福祉事務所の協力のもと、高齢者施設への移行支援を実施した。 

 

６ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１）福祉サービス第三者評価の受審 

   毎年度受審している福祉サービス第三者評価を令和 6年度も実施した。利用者

への聞き取り調査を含め、サービスの質の向上への取り組みや権利擁護、安全・



安心確保への対応について、外部機関による評価を受けて、評価結果の改善すべ

き点を計画的に取り組み、施設全体で見直しを図ってきた。 

 

（２）日中活動の充実 

   あかつきでは、やりがいや、生きがいを大切にしながら、多くの利用者が参加できるよ

う日中活動を計画的に実施した。 

   具体的には、製袋作業活動に力を入れており、就労訓練や就労体験の場を提供している。 

   また、楽しく手足や全身を動かす運動を行い、入所利用者の介護予防に繋がる活動の充

実を図った。 

 

（３）入所利用者のニーズに基づいたサービスの提供 

   入所利用者の地域生活への移行を継続して支援している。 

   居宅生活訓練事業では、近隣アパート 5室（定員 5名）での最長 2年間の日常

生活訓練（食事、洗濯掃除、金銭・服薬管理等）及び社会生活訓練（公共交通機

関の利用、通院、行政機関への申請、買物、対人関係調整等）を通じて地域生活

移行への事前体験を行い、単身で自立生活ができるよう訓練を実施した。 

   また、地域で暮らす退所者に対しては、通所事業や一時入所事業を実施し、地

域の関係機関と連携して生活の安定と定着のための支援を行った。 

 

（４）地域連携と地域貢献 

   近隣地域の生活困窮者への支援を行った。地域の関係機関・団体及び法人内の

在宅部門（地域包括支援センター、訪問看護・介護事業所等）と情報を共有して

生活支援や同行支援を実施するなど、地域福祉への貢献に努めた。 

 

（５）災害時対策の取り組み 

   総合的な災害時の対策は、施設や法人の防災管理委員会において検討するほか、

令和 7年 2月には小平消防署や東小川橋地区防災対策連合会と協働して、避難訓

練等の春季総合防災訓練に参加している。 

   施設内では、令和 6年度は毎月 1回、災害を想定した実地訓練を行った。 

 

（６）住環境等の整備 

   建物及び設備の設置から 44 年が経過し、利用者の安全・安心を担保するため



の計画的な住環境の整備を図っているが、令和 7年度は安全維持の観点から、車

両整備費補助事業等を活用し、利用者サービスに使用する公用車の入れ替えを検

討している。 

 

（７）感染症対策 

   令和 5年度から新型コロナウイルス感染症が 5類感染症に移行し、市中では感染

対策が緩和され感染制御が難しくなっていった中で、あかつきにおける新型コロナ

ウイルス感染症にかかる感染対策については、感染症法の位置づけ変更後も感染対

策の徹底を継続した。施設でも職員や利用者に感染者が若干名発生したが、法人感

染症防止対策委員会や保健所との連携により、感染の拡大を防止することが出来た。

これらのことから新型コロナウイルス感染症を含む感染症防止のための取り組みを、

利用者の生活を継続する観点から、令和 6年度も一層推進した。 

   具体的にはウイルスを持ち込まない・拡げない・持ち出さないことを念頭に置き、

職員間の距離の確保、全職員のマスクの着用、手洗いなどの手指消毒、事業場の換

気励行、複数人が触れる箇所の消毒、発熱等の症状が見られる職員の出勤自粛、職

員の移動を減らすためのオンライン会議の活用等の基本的対策を行った。また、事

業継続計画に基づいた職員の配置や行動基準を策定し運用した。これらの十分な感

染症対策を前提として、利用者に対して必要な支援を継続的に提供した。 

しかしながら、このような努力にもかかわらず、令和 7 年 3 月には入所利用者に

27名のノロウイルス感染者が発生したが、法人感染症防止対策委員会や保健所との

連携及び業務継続計画の徹底により、令和 7 年 3 月 19 日に隔離期間が経過して全

員解除となり、感染者は重症に至らずに収束することが出来た。 

 

 

７ 人材育成 

（１）職員面接と事前調査の実施 

   利用者への合理的配慮や権利擁護のチェック及び業務の振り返りなど、毎年

度実施している職員との面接を計画的に実施することにより、業務の課題や次

年度の研修希望等の聞き取りを行い、課題抽出と人材育成に取り組んだ。 

 

（２）国家資格等取得の奨励 

   福祉職としての人権意識や専門的知識と技術がこれまで以上に求められてい 

ることから、勤務等に配慮しつつ、国家資格等取得奨励金制度等を活用し、社会

福祉士、精神保健福祉士、介護福祉士等の資格取得を奨励してきた。 

 令和 6年度においては 1名の職員が衛生管理者の資格を取得した。 

 



（３）研修計画 

全国救護施設協議会、関東地区救護施設協議会、東京都社会福祉協議会等の外

部研修、法人研修での階層別及び専門研修への参加、施設内サービス研究会で実

施する研修等を通して、救護施設の課題を検討するとともに職員の資質向上を目

指した取り組みを図った。 

①施設内研修の状況 

・配薬の必要性について 31名 

・配薬ミスを防ぐ為のグループワーク 31名 

・不適切な処遇について                      31名 

・防災業務継続（ＢＣＰ）研修 27名 

・日本福祉教育専門学校講師研修 

「救護施設の歴史から見るあかつきで働く意義」 28名 

  ・感染症に対する初動対応について                 25名  

 

②法人内研修会への参加状況 

・権利擁護視聴研修（Ｗｅｂ） 48名 

③外部研修会への参加状況 

・社会福祉士実習指導者養成研修 1名 

・精神保健福祉基礎研修                      7名 

・福祉職員スタートアップ研修                   2名 

・安全衛生セミナー                        1名 

・アンガーマネジメント研修                    4名 

・全国救護施設協議会 6名 

・関東地区救護施設研究協議会 4名 

・東京都社会福祉協議会救護部会                  12名 

 

 

８ 施設利用者に対する虐待防止と権利擁護 

（１）サービスの適正化 

   利用者、家族、職員等からの苦情等は発生しなかった。今後も苦情が発生した

場合は苦情等解決規程に基づき速やかに解決を図っていく。また、権利擁護につ

いては、サービス提供の基本であることを組織全体に周知徹底し、法令を遵守し

たサービスを行った。 

 

 



（２）オンブズパーソンの活用 

   施設オンブズパーソンとして令和 6年度も 3名（弁護士、大学教授、東京地方

検察庁社会復帰支援室・社会福祉士）の方に、利用者相談や利用者サービス適正

化への助言を依頼した。 

 

（３）利用者虐待の防止 

   「障害者の虐待防止と対応の手引き」をもとに、利用者の人権擁護、虐待防止

を啓発する研修に職員を参加させるとともに、令和 6年度も虐待の芽チェックリ

スト（東京都福祉保健財団高齢者権利擁護支援センター作成）によるチェックを

実施して、虐待防止に対する意識レベルの測定、職員相互の意識向上に努めた。 

 

 

９ 修繕計画等 

（１）大規模修繕計画の推進 

   救護施設あかつきは、昭和 55年に改築され、これまで平成 5年度、平成 12年

度、平成 18年度、平成 25年度と 4度の大規模修繕工事が行われてきたが、建築

後既に 40年以上が経過し、老朽化が進み、一部において耐震工事が必要であり、

建物の改善を進める必要がある。このため、令和 8年度大規模修繕事業として東

京都に補助申請を行っていくこととしている。 

 

（２）今後 5年間の施設の整備・補修・機器等の購入 

施設整備については、入所者の生活に支障をきたすような緊急性の高い修繕

を優先に行った。令和 6年度は給湯設備の補修、施設業務に係るサーバーの改

修を行っている。 



【５】特別養護老人ホーム やすらぎの園 

 

１ 施設の運営総括 

やすらぎの園は、入所・通所事業を通じて介護を要する高齢者の尊厳を守り、安全に

配慮しながら身体の残存機能を活かした日常生活動作の向上を目指し、いきいきと楽し

く生活が送れるよう、ご家族の同意を得ながら利用者の生活支援を行っている。 

  地域密着型ユニット（10 床×2 ユニット）は、入所者それぞれが営んでいる暮らしを

サポートするという介護体制の特徴を活かして、四季折々の行事催事等を開催し、入所

者が交流を図り、親睦を深め、自立した日常生活を送ることができるよう支援した。 

一般通所介護事業「デイサービスやすらぎ」は、地域高齢者の在宅生活の維持と充実

した生活支援をするため、黎明会内外の居宅介護支援事業所等の関連介護事業所とサー

ビス担当者会議を実施して情報交換を密にし、利用者の希望を取り入れたサービスの向

上に努めた。 

  感染症の流行に備え、重症化リスクの高い高齢利用者に対して、施設サービスを安全

かつ継続的に提供できるよう、感染症対策を徹底した。 

 

 

２ 人員配置                                                  （単位：名） 
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令和 7年 3月 31日現在人員配置状況 配
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正
規
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員
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非
常
勤
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非
常
勤
職
員
常
勤
換
算(

④)
 

派
遣
職
員
常
勤
換
算(

⑤)
 

実
人
員
数
（
③+

④+

⑤
）
Ｂ 

施 設 長 1.0  1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

医 師 0.2  0.2  0.2  1.0 0.2  0.2 0.0 

栄 養 士 1.0  1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

事 務 員    3.0 3.0 2.0 2.0 0.9  2.9 ▲0.1 

相 談 員 2.0  2.0  2.0 1.8    1.8 ▲0.2 

計 4.2 0.0 4.2 3.0 7.2 5.8 3.0 1.1 0.0 6.9 ▲0.3 

従 

来 

型 

看 護 師 4.5  4.5  4.5 4.8 1.0 0.5  5.3 0.8 

P T / O T 1.2  1.2  1.2 1.2    1.2 0.0 

介護職員 37.0 2.0 39.0 2.0 41.0 24.0 17.0 10.9  34.9 ▲6.1 

ケアマネ 2.0  2.0  2.0 1.2    1.2 ▲0.8 

計 44.7 2.0 46.7 2.0 48.7 31.2 18.0 11.4 0.0 42.6 ▲6.1 



 

 

 

３ 利用人員                         （単位：名） 

 

 

定員 

 

(A) 

令和 6年度

事業計画 

 

（B） 

令和 6年度 

実績 

 

(C) 

達成率 

 

(C)÷(B) 

 

稼働率 

 

(C)÷（A） 

入 所 116名 113.6名 112.0名 98.5％ 96.5％ 

ユニット 20名 20.0名 19.2名 96.0％ 96.0％ 

ショート 4名 4.0名 3.2名 80.0％ 80.0％ 

通所 25名 25.0名 25.2名 100.8％ 100.8％ 
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令和 7年 3月 31日現在人員配置状況 
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員
（
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非
常
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員
常
勤
換
算(

④)
 

派
遣
職
員
常
勤
換
算(

⑤)
 

実
人
員
数
（
③+

④+

⑤
）
Ｂ 

ユ

ニ

ッ

ト

型 

看 護 師 1.0  1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

P T / O T 0.2  0.2  0.2     0.0 ▲0.2 

介護職員 7.0  7.0  7.0 4.8 7.0 3.8  8.6 1.6 

ケアマネ 1.0  1.0  1.0 0.2    0.2 ▲0.8 

計 9.2 0.0 9.2 0.0 9.2 6.0 7.0 3.8 0.0 9.8 0.6 

デ

イ

サ

ー

ビ

ス 

相 談 員 1.0  1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

看 護 師 1.0  1.0  1.0  2.0 1.2  1.2 0.2 

介護職員 3.0  3.0  3.0 2.0 11.0 5.8  7.8 4.8 

運 転 手     0.0  3.0 1.5  1.5 1.5 

P T / O T 0.2  0.2  0.2  1.0 0.2  0.2 0.0 

計 5.2 0.0 5.2 0.0 5.2 3.0 17.0 8.7 0.0 11.7 6.5 

合 計 63.3 2.0 65.3 5.0 70.3 46.0 45.0 25.0 0.0 71.0 0.7 



４ 収支状況                        （単位：千円） 

 
令和５年度 

決算額 

令和６年度 
当初予算額 

令和６年度 
第２次補正後 

予算額 

令和６年度 

決算額 
執行率 

収 入   723,118 731,135 750,459 744,362 99.1％ 

支 出 722,352 710,114 739,040 731,907 99.0％ 

収支差額 766 21,021 11,419 12,455   － 

 

（１）収入の主な増減 

・加算取得や介護報酬改定による収入の増 12,131千円 

・稼働率向上及び食費・居住費料金改定による収入の増 4,768千円 

 

（２）支出の主な増減 

・眠り SCAN購入による支出の増 4,271千円 

・職員退職等による人件費の減 ▲5,248千円 

 

※人件費の状況                       （単位：千円） 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

人件費率 64.1％ 63.8％ 59.8％ 59.4％ 56.2％ 

金  額 440,604 443,260  419,372 416,994 411,746 

対前年度 
増減額 

▲12,980 2,656 ▲23,888 ▲2,378 ▲5,248 

 

 

５ 収支の安定確保の取り組み 

（１）稼働率や加算の確保 

  ア 入所については、待機者の確保を目指し、法人内の病院や介護施設と連携

を図り、居宅介護支援事業所や介護老人保健施設等へ営業活動を行った。ま

た、長期入院による退所者が年々増加傾向にあるため、医療連携室との連携

強化を図り空床期間の短縮を目指してきた。 

その結果、令和 6年度は 149名（令和 5年度 159名）の新規申込があり、令

和 6年度末で 118名（令和 5年度 161名）の待機者を確保した。新規入所者は

52名（令和 5年度 44名）、退所者は 51名（令和 5年度 45名）で年々増加傾



向にある。それに伴い入所待機者は平均 8～10 名で、常時 10 名以上確保する

ことが困難となった。全国的に特別養護老人ホームの待機者が減少傾向にあ

ることから、令和 7年度も入所待機者の確保に努めていく。 

稼働率については、従来型 113.6 名に対して 112.0名 98.5％（定員 116名に

対しては 96.5％）、ユニット型 20.0に対して 19.2名 96.0％（定員に対しても

同値）となった。令和 7年度も退所から新規入所までの期間を短縮するために組

織内の迅速な報連相体制の強化を図り稼働率の維持向上に努めていく。 

イ 入院については、令和 6 年度の入院者数は 63 名で、令和 5 年度と比較して

24名の減少となった。入院の理由として、肺炎が最も多く全体の 30.0%を占め

ているが、令和 6年度に比べて 16.0％の減少となり、年々減少傾向にある。 

引き続き歯科医師や歯科衛生士による指導を月 2 回受け、口腔ケアの徹底

に努めていく。 

ウ ショートステイについては、令和 6年 8月より入所前の新型コロナウイルス

感染症の抗原検査を中止したが、入所 1週間前の健康チェックを継続し感染防

止に努めてきた。稼働率については 80.0％となり目標達成には至らなかった。 

これについては、入退所者数の増加と例年以上に入退所のスピードが速く、

入院空床が利用しにくい状況となったことが主な要因である。 

エ デイサービスの一日平均利用者数は 25.2名、稼働率 100.8％で目標を達成 

した。サービス利用の入り口となるため、利用者を拡大することでショート 

ステイや施設入所につながることが見込まれる。令和 7年度も引き続き地域 

のニーズに対応できるよう在宅部門と連携を図り利用者獲得に努めていく。 

 

令和 6年度 入所・退所及び入院状況               （単位：人） 

令和 6年度 入所  52 令和 6年度 退所 51 令和 6年度 入院 63 

令和 5年度 入所 44 令和 5年度 退所  45 令和 5年度 入院 87 

（入所経路） 

・介護老人保健施設 

・病院 

・在宅 

・有料老人ホーム 

・サービス付き高齢者 

 

 

22 

19 

6 

3 

2 

（退所経路） 

・南台病院長期入院 

・入院後の死亡退所 

・施設で看取り介護 

・介護老人保健施設 

・有料老人ホーム 

 

21 

17 

9 

3 

1 

1 

（入院先） 

・南台病院 

・武蔵村山病院 

・杏林大学病院 

・新山手病院 

・他 

 

54 

2 

1 

1 

5 

 

 

 



令和 6年度 入院理由    （単位：人） 

入院理由 入院総数 63人 

・肺炎（誤嚥性肺炎含） 

・尿路感染症 

・心不全 

・貧血 

・脱水 

・イレウス 

・胆管炎 胆のう炎 

・蜂窩織炎 

・心筋梗塞 

・他 

19 

9 

5 

5 

3 

2 

2 

1 

1 

16 

 

オ 加算取得 

令和 6年度の介護報酬改定にともない、高齢者施設と医療機関の連携強化にお

いて協力医療機関との連携体制の構築が求められた。やすらぎの園では、4月よ

り準備を行い、6月より協力医療機関連携加算や感染対策向上加算等、新たな加

算を取得した。加算取得により介護サービスの向上につながることと、報酬改定

や加算取得により約 1,213万円の増収につながった。 

（２）経費の見直しなど支出の節減について 

施設内の経費節減策として、業務の効率化や各フロア、施設全体で使用する物品

及び消耗品等の在庫管理を徹底し、適正に管理することで経費の節減に努めた。 

また、善意銀行の寄付や小平市、東京都などの助成金を活用し物価高騰など社会

情勢に適宜対応するとともに施設運営費の抑制に繋ぐことができた。 

 

（３）課題と改善策 

ア 特別養護老人ホームの機能向上のためのシステムづくりの推進 

  （ア）介護人材の確保が喫緊の課題とされる中で、ICT等のテクノロジーを活用

し、業務の改善や効率化等を進める事により、職員の業務負担軽減を図り

介護現場の生産性向上につなげるため、次世代介護機器「眠り SCAN」を購

入した。 

さらに、令和 6年度の報酬改定で「生産性向上委員会」の設置が求めら

れ、令和 9年度に義務化される。施設においては、令和 5年度はスリム化

委員会を設置、令和 6年度は業務改善委員会へ変更し開催。令和 7年度よ

り生産性向上委員会へ変更し、眠り SCAN設置・稼働に向けて委員会活動を

開始する。 



（イ）各専門職を中心に、入所者の意思を尊重した個別性のある施設サービス計画の検

討を行い、自立を促しながら支援し、身体の残存能力を活かしたケアを実施した。 

（ウ）業務上の課題を解決するため様々な取り組みを行う中で、腰痛体操を毎朝

全部門で実施している。作業姿勢や動作の注意喚起を図り、労働安全衛生管

理体制を整備し職場環境の改善を強化した。 

 

 

６ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１）安全安心な環境づくり 

   ア 危機管理委員会において、事故発生の原因を分析検討し現場へフィードバック

することで事故の再発防止に努めている。また、転倒などの介護事故防止に関す

る研修を継続し、職員の危険予知トレーニングを実施することで、リスクマネジ

メント能力向上や安全・安心なサービスの提供につなぐことができた。 

イ 感染症への対応として、法人の感染症防止対策委員会を軸に、施設の感染症防

止対策委員会を開催し、職員の感染症リスクに対する意識を高めるとともに標準

予防策の徹底を図り施設内感染の予防に努めた。しかし、令和 6 年 8 月、令和 7

年 3月、2Fにおいて利用者及び職員の新型コロナウイルス感染症が発生しクラス

ターとなった。さらに、重症化リスクの高い高齢利用者に対して、施設サービス

を安全かつ継続的に提供できるよう、引き続き感染症対策を徹底する。 

ウ 面会については、感染症の影響により電話予約のみ対応していた対面面会を、

8 月 1 日から予約なしで面会が可能となった。引き続き利用者やご家族の意向

を確認しながら緩和できるようにする。 

エ 施設内苦情等解決委員会を開催し、施設利用者やご家族からの苦情解決に向け

て迅速かつ適切に取り組み、職員間で情報共有する等の対応の徹底を図った。 

オ 毎年実施している利用者の嗜好調査を、令和 7 年度は 2F 利用者を対象に行

った。回答率は 68％。「美味しい」と満足している利用者が 94％で、食事や

おやつが生活の中での楽しみとなっていることが認識できた。施設利用者の身

体状況や食事に対する嗜好に配慮し、安全・安心な食事の提供に努めるととも

に、旬の食材や行事食、郷土料理などを取り入れ、季節感のある食べることが

楽しいと感じてもらえる食事を引き続き提供する。 

カ 日々の生活の活性化につながるように、納涼祭や敬老会等、定例で行なって

きた施設行事は、職員が創意工夫を凝らしながら取り組んだ。７月の納涼祭に

は盆踊りやよさこい、9 月の敬老祝賀会、12 月のクリスマス会等、ボランティ



アや近隣の学校の受け入れを再開し、人と人が触れあい、利用者や職員の笑顔

が広がる風景が戻ってきた。 

 

（２）入所者のニーズに対応した介護力・看護力の向上 

 ア 在宅の延長としての家庭的なサービスの充実を図るため、入所者のニーズやご

家族の意向を傾聴した上で、施設サービス計画に反映させるとともに、入所者一

人ひとりの日々の状態や意向、生活スタイルに合わせ、入浴、排泄、食事時等で

個別ケアを実施し、入所者ニーズに即したサービスの提供に努めた。 

  イ 入所者に安心して生活していただくために、介護の専門職としての知識、

技術、接遇の向上に努め、思いやりをもったサービスの提供に努めた。 

   ウ その人らしく生きるということに重点を置き、認知症リーダー研修受講職

員による施設内研修を行うなど認知症の理解を深め、対応力を高めることで

認知症ケアの充実を図った。 

エ 協力医療機関との連携を密にしながら、疾病の予防と早期発見・早期相談に

努めた。今年度も看取りケアに関する職員教育を充実し、医療的支援の不安を

軽減する等、共通認識のもとケアを実践した。 

オ 入所者の身体機能の維持・向上のために、機能訓練士と介護職員が情報共

有を図り、日々の日常生活動作訓練を個別機能訓練計画書に沿って実施した。 

さらに今年度は、正しい移乗介助が安全に実施できるよう、計画的に研修

を行った。 

 

（３）第三者評価の受審 

毎年受審している福祉サービス第三者評価事業を令和6年度も実施した。実施計画書

に沿って、利用者や職員のアンケート調査を実施後、訪問調査による聴き取り等を行

い、サービスの質の向上や現状の再確認及び改善を図った。 

 

７ 人材育成 

サービスを提供するにあたり、職員一人ひとりが個人目標を設定し、主体的に管理するこ

とで、組織運営・組織貢献への参画意識を高めている。また、育成面談を行い、目標設定及

び達成状況の確認を行った。 

施設内研修委員会は法人研修委員会と連携を図り、看取りや感染症対策及び高齢者虐待防

止、身体拘束等、介護施設に求められる専門性の高い研修を実施した。外部研修においては、

オンラインや視聴研修に参加し多くの知識と技術、実践力が主体的に獲得できるよう努めた。 



（１）施設内研修の状況 

 

 

 

 

 

 

          

             

   

   

 

 

（２）法人内研修への参加状況 

（職階別研修） 

 

 

 

 

 

（専門研修） 

 

 

 

 

 

 

 

（３）外部研修への参加状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

・アンガーマネジメント 53名 

・緊急時の対応 65名 

・排泄ケア 26名 

・介護の基本（2回） 81名 

・介護現場におけるハラスメント 47名 

・感染症防止対策/食中毒研修 50名 

・看取りケア 39名 

・介護事故予防研修（2回） 81名 

・認知症ケア 51名 

・高齢者虐待防止/身体拘束研修（2回） 75名 

・褥瘡予防対策研修 62名 

・新任研修 2名 

・勤続 3年目研修 1名 

・勤続 4年目研修 4名 

・階層別オンライン研修 5名 

・実践研究研修 5名 

・権利擁護研修 68名 

・法令遵守研修 51名 

・感染症防止対策研修 75名 

・施設間交流研修 1名 

・看護職員 e-ラーニング 62名 

・介護保険改正に伴い入浴にかかる研修 5名 

・多職種連携研修 1名 

・報酬改定で管理栄養士に求められること 1名 

・メンタルヘルスオンライン研修 1名 

・カスタマハラスメントオンライン研修 1名 

・生産性向上セミナー 1名 

・福祉用具講習会 1名 

・東京都権利擁護看護実務者研修 1名 



８ 施設利用者に対する虐待防止と権利擁護 

（１）  すべての介護サービスについて、利用者の人権の擁護、虐待の防止等の観点

から、虐待の発生又はその再発を防止するための委員会の開催、指針の整備、

研修の実施を継続している。令和 6 年度も「虐待の芽チェックリスト（東京福

祉保健財団高齢者権利擁護支援センター作成）」によるチェックを実施した。

委員会でチェックリストの結果を分析し、職員の意識やストレス等の課題を把

握し職員間で共有するほか、虐待防止に資する研修を実施し、虐待の防止とと

もに虐待の早期発見・早期対応に努めた。 

 

（２）身体拘束適正化委員会を開催し、利用者の人権擁護の観点から高齢者の人権

を保護しつつケアを行うという基本姿勢に立ち、身体拘束に依らない代替可能

な支援方法を検討することで身体拘束を行わないケアを実施した。 

 

（３）更衣、排泄、入浴等、直接ケアを実施する場合は、利用者のプライバシーに

配慮し、個人の尊厳の保持に努めた。 

 

 

９ その他（新たな取り組み等） 

  令和 6年 4月 1日から実施が義務付けられるものについて、体制整備を図り、

適切に実施することができた。内容については以下のとおりである。 

（１）令和６年度義務化されたもの 

ア 高齢者虐待防止に関するもの 

  委員会、研修等 

イ 無資格者の認知症介護に係る基礎的な研修の受講 

令和 6年度 4名修了 ※無資格者は随時実施 

ウ 感染症の予防及びまん延防止に関するもの 

感染対策を継続し、研修を 2回実施 

エ 業務継続計画の策定 

災害・感染症に係る研修及び訓練を 2回実施 

オ 栄養マネジメントに関するもの 

カ 口腔衛生に関するもの 

訪問歯科と提携。口腔ケア委員会が主軸となり、勉強会（随時）及び口腔 

ケアの指導（月に 2回） 

  



 【６】診療施設 南台病院 

 

１ 施設の運営総括 

南台病院は、令和 6年度の当初計画として、入院患者数については、1日平均

110名を目標設定していたが、結果 1日平均 94.6名と目標に 15.4 名届かず、令

和 5年度と比べても 1日平均 2.5名減少した。 

外来患者数については当初計画では 1日平均 122名と目標設定していたが、当

初計画より 1日平均 6.3名届かなかったが、令和 5年度と比べると 1日平均 1.4

名の増となった。 

収入については、入院診療収入は令和 5年度に比べ 38,468千円の減となった

が、外来診療収入は 901千円の増収となった。 

また、新型コロナウイルス感染対策が緩和され、健診事業については令和 5年

度と比べ、1日平均 2.6名の増、延受診者数も 770名増となり、収入も 3,333千

円の増となった。 

令和 6年度では、入院患者数が目標値を大きく下回り、かなりの収益減となっ

たことから、令和 7年度においては、今以上に病病・病診連携を強化、また第二

種協定指定医療機関として協定を締結したこともあり、発熱外来の継続と感染症

の回復患者の受入を積極的に行っていく。 

  



２ 人員配置                                                  （単位：名） 
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令和 7 年 3 月 31 日現在人員配置状況 
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Ｂ‐

Ａ 

正
規
職
員
（
③
） 

非
常
勤
職
員 

非
常
勤
職
員
常
勤
換
算(

④)
 

派
遣
職
員
常
勤
換
算(

⑤)
 

実
人
員
数
（
③+

④+

⑤
）
Ｂ 

医  師 7.0 2.2 9.2  9.2 5.0 19.0 4.0  9.0 ▲0.2 

歯 科 医 師  0.4 0.4  0.4  2.0 0.4  0.4 0 

事 務 部 長    1.0 1.0  1.0 1.0  1.0 0 

薬 剤 師 2.0 0.8 2.8  2.8 2.0 2.0 0.5  2.5 ▲0.3 

放 射 線 技 師 2.5  2.5  2.5 2.0 3.0 0.5  2.5 0 

検 査 技 師 3.8  3.8  3.8 2.0 4.0 1.3  3.3 ▲0.5 

管 理 栄 養 士 1.0 1.0 2.0  2.0 2.0    2.0 0 

理 学 療 法 士 
 6.0 6.0  6.0 

3.0    3.0 0 

作 業 療 法 士 3.0    3.0 0 

看 護 部 長    1.0 1.0 1.0    1.0 0 

看 護 師 

(外来・病棟) 
38.0 19.0 57.0  57.0 36.0 18.0 12.4 3.9 52.3 ▲4.7 

看 護 師 

(医療相談室) 
 1.0 1.0  1.0 1.0    1.0 0 

看 護 師 

(健康管理室) 
 1.6 1.6  1.6  2.0 1.6  1.6 0 

介 護 職 員 22.0 8.6 30.6  30.6 19.0 4.0 3.0 2.9 24.9 ▲5.7 

歯 科 衛 生 士  0.5 0.5  0.5  2.0 0.4  0.4 ▲0.1 

社 会 福 祉 士  3.0 3.0  3.0 3.0    3.0 0 

事 務 職 

( 総 務 課 ) 
   3.3 3.3 2.0 1.0 0.3  2.3 ▲1.0 

事 務 職 

( 医 事 課 ) 
 1.0 1.0 7.5 8.5 3.0 1.0 1.0 1.5 5.5 ▲3.0 

事 務 職 

(健康管理室) 
   1.0 1.0 1.0    1.0 0 

運転手・ｸﾗｰｸ     0.0  5.0 2.1  2.1 2.1 

合 計 76.3 45.1 121.4 13.8 135.2 85.0 64.0 28.5 8.3 121.8 ▲13.4 



３ 利用人員                           

 
定 員 

(A) 

令和 6年度 

事業計画 

(B) 

令和 6年度 

実績 

(C) 

達成率 

(C)÷(B) 

稼働率 

(C)÷(A) 

入  院 122名 110名 94.6名 86.0％ 77.5％ 

外  来 ---名 122名 103.7名 85.0％ ---％ 

 

 

４ 収支状況                         （単位：千円） 

 
令和 5 年度 

決算額 
令和 6年度 
当初予算額 

令和 6年度 
補正後予算額 

令和 6年度 
決算額 執行率 

収  入 1,360,408 1,360,545 1,298,412 1,275,025 98.2％ 

支  出 1,360,258 1,321,493 1,295,847 1,295,554 100.0％ 

収支差額 150 39,052 2,565 ▲20,529 - 

 

（１）収入の主な増減（前年度決算との対比） 

   ア 入院診療収入     ▲38,468千円 

   イ 室料差額収入      ▲1,612千円 

   ウ 外来診療収入          901千円 

   エ 健診収入        3,333千円 

（２）支出の主な増減（前年度決算との対比） 

   ア 医薬品費         12,464千円 

   イ 診療材料費          4,629千円 

   ウ 水道光熱費支出         1,013千円 

   エ 業務委託費         4,786千円 

   オ 支払利息         1,593千円 

 

※人件費の状況                      （単位：千円） 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

人件費率 72.5％ 67.3％ 72.0％ 72.6％ 75.1％ 

金  額 858,890 856,116 855,428 875,773 867,007 

対前年度 

増減額 
- ▲2,774 ▲688 20,345 ▲8,766 

 



５ 収支の安定確保 

（１）広報活動の強化 

   平成 28 年 6 月から広報紙｢みなみかぜ｣を毎月発行し、これまで 103 回発行し

た。法人内施設、小平市公共施設、近隣町内会掲示板、近隣マンション掲示板な

どへの掲示などを継続して行い、内容についても発熱外来の診療や新型コロナウ

イルス等タイムリーな題材をテーマにした掲載に努めた。 

 

（２）経費の見直しなど支出の節減について 

   車の使用を出来るだけ減らし燃料費の削減や電気料については、エアコンの温

度設定の調整や使用していない部屋等の電気をこまめに消し、節電による支出の

削減を図った。 

 

（３）診療単価の向上 

   令和 5年度と比べ入院診療単価は 15円の減であり、外来診療単価も 60円の減

であった。令和 7年度においては、病床稼働率の向上や検査数の増等を積極的に

実施していくこととしている。 

1人 1日当たりの診療単価の月別推移                             （単位：円） 

 4月 5月 6月 7月 8月 9月 半期平均 

A病棟 一般病棟 26,892 25,973 26,624 25,210 25,108 25,092 25,793 

B病棟 医療療養病棟 19,056 19,145 19,248 19,577 19,553 19,762 19,399 

C病棟 地域包括ケア 34,554 34,380 34,712 34,711 31,572 33,824 34,076 

入院合計 25,419 24,980 24,905 24,372 23,398 24,172 24,540 

外 来 5,630 5,611 5,826 5,694 5,876 5,586 5,702 

 10月 11月 12月 1月 2月 3月 年平均 

A病棟 一般病棟 25,752 27,367 27,252 25,517 25,402 25,422 25,914 

B病棟 医療療養病棟 19,084 18,821 19,016 18,597 18,486 18,313 19,088 

C病棟 地域包括ケア 35,032 34,955 35,979 35,506 34,249 33,591 34,451 

入院合計 24,144 24,844 25,183 24,860 24,632 24,655 24,628 

外 来 5,924 5,896 6,068 5,880 5,622 5,637 5,774 

 

 

６ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１）利用者の事故防止対策について 

利用者の事故防止対策を徹底するため、最新の事故防止マニュアルを基に一定

の手順による業務遂行に努めるほか、万が一不適切な事例が発生した際には、発

生した事例の内容により本部に報告し適切な事後の処理を行なうとともに、発生

要因や背景などを分析し、同様な事例が発生しないようマニュアルを改訂するな

ど適正な業務の遂行に努めた。 



（２）感染対策委員会について 

感染対策委員会の委員による院内巡視を毎月実施し、インフルエンザ発生抑止

対策、各病室に設置している手指消毒液量の確認及び消毒液の使用期限などの点

検を励行するほか、院内衛生委員会の委員による医薬品、有毒化学物質等の適切

な保管管理状況の確認、洗面所やトイレの清掃状況、休憩室や職員仮眠室の整理

整頓状況、院内の廊下や階段部の安全確保状況等について関係職員を帯同させて

点検するなど、衛生管理向上に必要な指導に努めた。 

 

（３）患者サービスについて 

外来患者等に対して平成 30 年度から外来受付ロビーに病院概要、検査施行の

流れ、疾病に関する内容・話題などについて利用者が理解しやすいように構成し

た内容をモニターで放映しており、令和 6年度も引き続き実施してきた。 

 

（４）インシデント・アクシデントについて 

令和 6年度のインシデント・アクシデントレポート件数は 489件であった。 

 

令和 6 年度において、南台病院で発生したインシデント発生状況 

レベル 0･･･当該行為等が患者様には実施されていないが、実施された場合何らかの被害

が生じたであろうと予測できる事案 

レベル 1･･･当該行為等が患者様に実施されたが、結果的に被害がなかった事案 

レベル 2･･･当該行為等を原因として、患者にバイタルサインに変化が生じ、観察強化や検

査の必要が生じた事案 

レベル 3･･･当該行為等を原因として、患者のバイタルサインに変化が生じ、新たな治療や

処置が必要となった事案 

レベル 4･･･当該行為等を原因とする後遺症が残る可能性が生じた事案 

レベル 5･･･当該行為等が原因となって患者が死亡した事案 

ﾚﾍﾞﾙ 主な内容 件数 

0 

・内服薬の準備時に名前違い、日にち違いがあり与薬前に気がついた 

・薬剤科で輸液と内服薬の誤調剤があった。病棟で患者へ実施前に発覚

した 

108件 

1 
・柵外しや柵を超えようとしている所を発見した 

・胴体抑制をすり抜けて立位になっていた 
179件 

2 

・点滴の急速落下がおきた 

・ポータブルトイレを使用している患者が転倒した 

・点滴自己抜去、バルンカテーテル自己抜去、経鼻チューブの自己抜

去、CV ルートが抜けていた事によりチューブの再挿入が必要になっ

た 

200件 

3 

・コロナ陽性で隔離中の患者がポータブルトイレを使用しようとバラン

スを崩し転倒。右大腿骨転子部骨折と診断され手術目的で転院した 

・パーキンソン病の患者に 2人の職員でケアをしている時に右第 4指を

骨折した。保存療法となるが職員の力の入れ方や角度を考え配慮する

ようにした 

2件 



（６）「利用者の声」の把握と対応 

   院内 5箇所に投書箱を設置し、利用者からの意見・要望などを収集し、院長以

下幹部職員が出席するスタッフ会議で投書内容を検討し、その結果を院内掲示板

に掲示して情報共有を図り、改善に努めた。 

 

 

７ 人材育成 

(１)法人内研修会への参加状況 

・実践研究研修①        (5月)参加者 3名 

・看護管理者研修（セカンドレベル）  (6月)参加者 1名 

・看護師認知症対応向上研修Ⅰ   (7月)参加者 1名 

・実践研究研修②        (7月)参加者 3名 

・権利擁護研修        (8月)参加者 159名 

・重症度・医療・看護必要度評価院内指導研修 (8月)参加者 1名 

・看護師認知症対応向上研修Ⅰ   (9月)参加者 1名 

・感染対策研修（再確認！標準予防策）  (10月)参加者 161名 

・看護師認知症対応向上研修Ⅱ   (11月)参加者 1名 

・看護補助者の活用推進のための看護管理者研修 (11月)参加者 1名 

 

(２)施設内・外部研修会への参加状況 

 ア 看護部 

・国家資格受験のためのセミナー      (4月)参加者 1名 

・スキンケア看護師講習会(オンライン)  (4月)参加者 1名 

・クレーム研修     (4月)参加者 160名 

・静脈注射研修     (4月)参加者 53名 

・第 33回日本創傷・オストミー失禁管理学会 (5月)参加者 1名 

・入浴研修（看護補助者）   (5月)参加者 31名 

・看護職と看護補助者との協働推進の背景    (5月)参加者 50名 

・看護、介護研究の進め方研修      (5月)参加者 81名 

・高齢者虐待における病院の役割   (6月)参加者 23名 

・東京都看護職員定着促進支援個人  (6月)参加者 1名 

・アウトリーチ型支援参加   (6月)参加者 1名 

・看護補助者の位置づけ    (7月)参加者 62名 

・食事のお世話     (7月)参加者 29名 

・看護補助者との協働における看護業務の基本的な考え方 

(8月)参加者 56名 

・心肺蘇生・CPR トレーニング   (8月)参加者 155名 

・移動のお世話     (9月)参加者 27名 

・看護補助者との協働における業務実施体制 (9月)参加者 55名 



・新人看護職員研修責任者研修   (9月)参加者 2名 

  ・看護補助者関連コース(e ﾗｰﾆﾝｸﾞ)  (10月)参加者 25名 

  ・褥瘡研修（ポジショニング）   (10月)参加者 164名 

  ・看護必要度     (11月)参加者 47名 

  ・認知症研修（看護補助者の理解）  (1月)参加者 83名 

  ・感染対策について    (2月)参加者 161名 

  ・インシデントレポートの取扱いについて (2月)参加者 165名 

 

 イ 放射線科 

・「医療機関へのランサムウェア攻撃と情報セキュリティ対策」（web） 

(4月)参加者 1名 

・Basic of pancreas tumor(web）  (4月)参加者 2名 

・PET Technical Seminar 2024 in 北陸 ~アミロイド PETの今を語る会（web） 

(6月)参加者 2名 

・第 37回多摩医用デジタル研究会（web） (7月)参加者 2名 

・2nd Cyber DECT Sub-Chan～DECTの精度を再考する～（web） 

(9月)参加者 1名    

・いまから動くのが吉！義務化された協力医療機関連携について徹底解説（web） 

(9月)参加者 1名  

・造影 CT検査のリスクマネジメント（web） (9月)参加者 2名 

・ゲルベジャパン主催 「臨床に役立つ産婦人科領域の画像診断」(web) 

(10月)参加者 1名 

・Cyber DECT Conference 主催 Cyber DECT 8th Conference On-demand(web) 

       (11月)参加者 2名 

・バイエル薬品株式会社 主催 より安全かつ円滑な造影 CT 検査を目指して 

 (web)      (11月)参加者 2名 

・Tokyo CT Technology Seminar 主催 

 Tokyo CT Technology Seminar TAVI 術前 CT解析 ―高度石灰化症例編― 

 (web)      (2月)参加者 2名    

・Tottori BIRTMeeting 主催 

 第 22回 Tottori BIRT Meeting 整形領域の MRI/CT検査(web) 

(2月)参加者 1名  

     

 

 ウ 検査科 

・2024年診療報酬改定「検査室が知っておくポイント」(WEB) 

       (4月)参加者 1名 

・これだけは知っておきたいクレーム対応 (4月)参加者 6名 

・医療連携講演会臨床検査科(WEB)  (5月)参加者 1名 



・臨床一般セミナー(WEB)    (5月)参加者 2名 

・個人情報の適切な取り扱い方   (5月)参加者 6名 

・感染対策研修(医療廃棄物について)  (7月)参加者 5名 

・心肺蘇生 CRP トレーニングボックス  (8月)参加者 5名 

・権利擁護研修障害者虐待防止   (8月)参加者 5名 

・防災研修「火災予防・災害時の対応について」 (10月)参加者 6名 

・実践研究発表     (10月)参加者 2名 

・法令順守研修     (11月)参加者 6名 

・放射線障害が生じた場合の対応   (12月)参加者 6名 

・認知症について     (1月)参加者 2名 

・超音波スクリーニング研修講習会  (1月)参加者 2名 

・スキンケア     (1月)参加者 2名 

・感染症対策     (2月)参加者 2名 

・医療安全研修     (2月)参加者 2名 

・知っておきたい抗菌薬の取扱い   (3月)参加者 2名 

  

エ 食事サービス科 

・ヘルシーフード WEBセミナー(WEB)   (4月)参加者 2名 

「管理栄養士・栄養士向け 2024年度診療・介護報酬同時改定ポイント」 

・第 2回栄養管理講習会(多摩小平保健所)(WEB) 

「食品衛生(HACCP・食中毒予防)について」 (5月)参加者 2名 

「栄養関連情報(届出及び栄養管理報告書作成に当たっての注意事項)」 

・第 4回栄養管理講習会(多摩小平保健所)(WEB)  (7月)参加者 1名 

「診療報酬・介護報酬・障害福祉サービス等報酬の改定で管理栄養士に求め 

られること」         

  ・キッセイ薬品 WEBセミナー(WEB)  (9月)参加者 2名 

   「摂食嚥下スキルアップセミナー」 

・第 6回栄養管理講習会(多摩小平保健所)(WEB) (10月)参加者 1名 

「食と健康情報をもっとわかりやすく！雑誌編集の手法から学ぶ見せ方の技」 

・第 8回栄養管理講習会(多摩小平保健所)(WEB) (1月)参加者 2名 

  

オ 事務部 

  ・医療ソーシャルワーカー協会世話人会  (5月)参加者 1名 

  ・東京都医療ソーシャルワーカー協会  (6月)参加者 1名 

  ・令和 6年度医療部会 MSW分科会   (6月)参加者 1名 

  ・東京都医療ソーシャルワーカー協会  (9月)参加者 1名 

 

 

 



８ 施設利用者に対する虐待防止と権利擁護 

（１）利用者からの意見や苦情などの申し出については、苦情相談員が窓口となり、

意見や苦情内容、申し出に至った経緯を十分に聴取し、把握した上で苦情解決責

任者に報告するとともに責任者は必要に応じて本部に速やかに報告し、指示を仰

ぐなど迅速な対応に努めてきた。令和 6 年度において、苦情相談等はなかった。 

 

（２）虐待の芽チェックリスト（東京都福祉保健財団高齢者権利擁護支援センター作

成）により利用者への虐待や不適切な対応などに対する職員の意識レベルを年 1

回測定し、その結果をもとに職場内学習会などで利用者に対する適切なサービス

を堅守し、職業倫理意識の一層の醸成に努め、利用者や職員間の虐待、いじめ等

の発生を防止した。 

 

 

９ その他（新たな取り組み等） 

  令和 6 年度には、6 月に診療報酬改定があったことで、新たな取り組みや加算に

注視し、随時対応していく。又、令和４年度にオンライン資格確認システムの導入

を実施したことで、令和 7年度については電子処方箋の導入も検討していく。 

 



【７】指定就労継続支援Ｂ型事業所 のぞみ作業所 

 

１ 施設の運営総括 

一般就労が困難な障害者が、自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう

就労の場を提供するとともに、利用者一人ひとりの能力に応じた支援を行い、自立に

向けた生活が可能になるよう、自己決定を尊重した総合的なサービスを提供した。 

また、利用者本人の能力と働く意欲を尊重し、作業意欲の向上を図りつつ、作業

工賃の増加に繋げた。 

さらに、利用者の健康管理や対人関係等、地域の中で生活が送れるよう支援した。 

 

 

２ 人員配置                                                    （単位：名） 
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施設長 1.0  1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

サービス 

管理責任者 
1.0  1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

目標工賃 

達成指導員 
 1.0 1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

支援員 7.3 2.2 9.5  9.5 6.0 3.5 2.8  8.8 ▲0.7 

調理員  2.0 2.0  2.0 1.0 2.0 1.0  2.0 0.0 

事務員    1.0 1.0 1.0    1.0 0.0 

送迎員  0.5 0.5  0.5  0.5 0.5  0.5 0.0 

清掃員     0.0  1.0 0.5  0.5 0.5 

合 計 9.3 5.7 15.0 1.0 16.0 11.0 7.0 4.8  15.8 ▲0.2 



３ 利用人員（月平均）                      

 
定 員 

(A) 

令和 6年度 

事業計画 

(B) 

令和 6年度 

実績 

(C) 

達成率 

(C)÷(B) 

稼働率 

(C)÷(A) 

通  所 55名 55名 51名 92.7％ 92.7％ 

 

 

４ 収支状況                         （単位：千円） 

 
令和 5年度 

決算額 
令和 6年度 
当初予算額 

令和 6年度 
2次補正後 
予算額 

令和 6年度 
決算額 執行率 

収  入 193,151 193,516 198,875 198,787 100％ 

支  出 179,492 193,049 197,582 189,470 95.9％ 

収支差額 13,659 467 1,293 9,317 - 

（１）収入の主な増減 

報酬改定による給付費収入の増                4,134千円 

（２）支出の主な増減 

法定福利費及び時給単価増額に伴う非常勤職員人件費支出の増   3,805千円 

 

※人件費の状況                      （単位：千円） 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

人件費率 60.3％ 60.6％ 58.4％ 56.5％ 57.5％ 

金  額 105,396 113,386 108,275 109,092 113,649 

対前年度 

増減額 
- 7,990 ▲5,111 817 4,557 

 

 

５ 収支の安定確保 

ア 稼働率の確保や加算の確保 

  利用者の高齢化（平均年齢：47,2歳）、感染症の流行等により、年々、欠勤者が増加

してきていることから、近隣の特別支援学校、相談支援事業者等の各種団体との連携を

密にし、新規利用者の確保に取り組んだ。 



感染症対策を講じ、施設見学、施設実習者の受け入れを調整した結果、実習生 4 人

（田無特別支援学校在校生：延べ 12日）を受け入れた。実習期間中は、実習生の作業

能力を把握するため、製品加工作業、清掃作業、販売活動、資源回収等、様々な作業を

ローテーションで体験してもらい、実習最終日に実習生、保護者、関係者を含めた「作

業の振り返り」を実施した。 

新たな取り組みとして、田無特別支援学校と連携協力の下、「進路見学会」を開催(参加

者：在校生15名)し、作業所内の見学や作業内容等の説明を行い、利用者確保に努めた。 

また、通所稼働率 90％超を維持するとともに、指定障害福祉サービス報酬費におけ

る目標工賃達成指導員配置加算、福祉専門職員配置等加算Ⅰを継続取得した。 

 

イ 生産活動 

（ア）清掃委託作業や資源回収に力を入れ、不動産業者、地域の商店街、取引業

者等を対象として受注先を増やす一方で、在宅サービス総合センターをはじ

め、法人内施設と連携を図り、地域の高齢者宅の清掃、資源類（古紙）回収、

庭の手入れ等、新たな受注を確保することで収入増を図った。 

（イ） ハーブを活用した「バスポプリ」「香り袋」等の自主製品を販売するとと

もに、地域の店舗にのぞみ作業所の商品を陳列、販売委託するなど、地域に

密着した販売拠点（ルート）の拡大を図ったが、感染症の影響により、地域

のお祭りや各種イベントが縮小となり、各種製品等の販売活動が抑制された

こと等により対前年度比とほぼ同額となった。 

                             （単位：千円） 

生産活動内容 内  容 令和 5年度 令和 6年度 増 減 

受託事業収益 
化粧箱折、ペン入れ等下
請け作業、ダイレクトメ
ール封入など 

7,869 8,688 819 

清掃事業収益 清掃活動(公園清掃･ﾏﾝｼ
ｮﾝ清掃)等 

3,849 4,023 174 

販売活動収益 自主製品(バスポプリ)
販売 

89 106 17 

資源活動収益 ﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙ古紙等回収 4,087 4,225 138 

計 15,894 17,042 1,148 

 

（２）経費の見直しなど支出の節減について 

   施設管理経費、運営事務費等の経常経費については、コピー用紙の両面印刷等

の励行や節電・節水を徹底し、事務経費の節減に努めた。また、感染症拡大の防

止対策として、のぞみ祭り、一泊旅行等の各種行事が規模縮小となったため、事

業経費の支出額が減少した。 



（３）課題と改善策 

  ア 仕事量の増加と作業の効率化 

  （ア）就労支援事業（製品加工作業、清掃作業、販売活動、資源回収等）の実施

にあたっては、不動産業、地域の商店街、取引業者、行政機関等を対象とし

て受注先の拡大に努めた。 

     さらに、職員間の作業ミーティングを通じて、作業スケジュール（受注・作業・

納品（完了）を明確にし、利用者個々の能力に応じた支援を行った。 

  （イ）効率的に作業工賃のアップを図るため、単価の高い作業を受注するととも

に、枚数計算機、デジタル計測器等を使用し、作業の効率化を図った。 

     これらの取り組みにより、利用者の作業時間の短縮、職員の時間外勤務の

削減にも繋がった。 

 

 

６ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１）利用者サービス 

   利用者の作業能力の向上を図るため、多種多様な作業を提供し、長所を伸ばし

短所を克服するような指導を行い、働き甲斐のある就労の場が提供できるよう一

般就労を目指した環境を整備し、支援を行った。 

利用者の健康管理に関しては、定期的な体重管理、日常の利用者の健康チェッ

クを推奨した。南台病院で血液検査、胸部レントゲン検査等の健康診断を実施（受

診希望者のみ 45名）、11月にインフルエンザ予防接種（接種希望者のみ 41名） 

を実施した。 

 

（２）利用者の安全・安心確保 

   感染防止対策として、3 密（密閉・密集・密接）を避け、利用者及び職員の手洗

い・うがいを徹底するほか、利用者の送迎時には窓を開ける等の車内の換気、作業

時には利用者同士の距離（ソーシャルディスタンス）に配慮した環境整備を行った。 

災害時に備え、3日分の非常食（約 250食）、飲料水（約 300㍑）を備蓄するとと

もに、自衛消防訓練として、利用者・職員全員が参加する避難訓練を実施した（11

回実施）。 

 

（３）環境整備 

   日頃から作業所内外の美化活動と整理整頓を行うとともに、施設環境整備のため、

障害者雇用枠として清掃作業員（非常勤職員）1名を採用し、施設内外の美化活動と整

理整頓、危険の防止に努めた。 

また、利用者と職員による大掃除を年 2回実施した。さらに、建物及び機器の老朽化

に伴う修繕、機材の交換に関しては、施設内で優先順位を決定し、計画的に実施した。 



（４）開かれた施設運営 

   例年、保護者会を定期的（年 4回）に開催し、利用者の作業、生活状況や施設の

運営状況について報告及び意見交換を行い、施設運営に関する情報提供に努めた。 

また、社会福祉施設介護等体験希望者、施設行事ボランティアの受け入れに関

しては、感染症予防の観点から今年度も利用者及び施設職員以外の立入り及び受

け入れを自粛している。 

 

（５）福祉サービス第三者評価の受審 

   「利用者のサービスの選択」及び「事業の透明性の確保」のための情報提供と

継続的な利用者サービスの質の向上に向けた取り組みを目的として公益財団法

人 日本チャリティ協会による福祉サービス第三者評価を受審し、10 月 15 日に

職員自己評価、12月 11日に利用者調査（聞き取り）等を実施した。 

 

 

７ 人材育成 

（１）施設内研修 

障害者虐待防止・権利擁護研修（全職員）   7月実施      

 

（２）法人内研修会 

階層別オンライン研修（コアスタッフ養成コース）隔月に 1回 

                      （年間通して） 

実践研究研修(1名)            5～10月実施 

権利擁護研修（全職員）           8月実施 

施設間交流研修（地域生活支援センター澄水）11月 25～29日実施 

法令遵守・個人情報保護研修         12月実施 

感染症防止研修（全職員）           2月実施 

    

（３）外部研修会 

東京都障害者虐待防止・権利擁護研修（1名） 8月実施 

小平市支援従事者向け障害者虐待防止研修   11月実施 

東京都自立支援協議会セミナー        12月実施  

 

 

８ 施設利用者に対する虐待防止と権利擁護 

虐待防止チェックリスト（全国社会福祉協議会「障害者の虐待防止に関する検討

委員会」作成）を利用したアンケート調査を実施し、研修参加報告及び関連文献等

を利用した虐待防止対策について、職員会議を通じて全職員に周知徹底した。 



さらに、接し方チェックリストを利用し、職員の自己チェックを行いながら、虐

待防止への意識づくりを行った。 

 

 

９ その他（新たな取り組み等） 

  就労支援事業（製品加工作業、清掃作業、販売活動、資源回収等）に関しては、不

動産業、地域の商店街、取引業者、行政機関等を対象に受注先の拡大を図る中、令和

4 年度から開始したフランスベッド株式会社との障害者就労支援連携事業を重点施策

に位置付け、同社（小平工場）のベッド等のレンタル用品の洗浄作業、清掃作業等に

より、利用者が地域で自立した生活を実現できるよう就労機会の拡充に努めた。 

  介護施設等の社会福祉施設は、自然災害や感染症等の発生時に、利用者へのサービ

ス提供の低下が利用者の生活・健康・生命の存続の危機に直結することから、サービ

ス提供の維持・継続のため、令和 6年 4月から「業務継続計画（ＢＣＰ）」が義務化さ

れることになった。このようなことから、「自然災害時における業務継続計画」「感染

症発生時における業務継続計画」を策定し、職員への周知を図っている。 

  



【７－１】共同生活援助 グループホームどりーむ・のぞみ 

 

１ 施設の運営総括 

グループホームどりーむ・のぞみでは、住み慣れた地域で、障害のある人が障害

のない人と同じように、地域の中で、自分の生き方を選択して生活できる場を提供

してきた。家庭的な雰囲気の中、少人数で共同生活を行い、一人ひとりのニーズに

合った暮らしを提供し、安心して暮らせるように支援した。また、利用者へのサー

ビスの質の向上を図るとともに、利用者の保護者との情報の共有を行い、利用者が

それぞれの生活リズムで落ち着いて暮らせるような環境づくりを支援した。 

 

２ 人員配置                                                    （単位：名） 

 

 

３ 利用人員（月平均）                      
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施設長 (1.0)  (1.0)  (1.0) (1.0)    (1.0) (1.0) 

サービス 

管理責任者 
0.2  0.2  0.2  0.2 0.2  0.2 0.0 

生活支援員 1.7  1.7  1.7  5.0 1.7  1.7 0.0 

世話人 3.3  3.3  3.3  6.8 2.7  2.7 ▲0.6 

合 計 5.2  5.2  5.2  12.0 4.6  4.6 ▲0.6 



４ 収支の安定確保 

（１）稼働率等や加算取得の確保 

  「どりーむ・のぞみ」「第２どりーむ・のぞみ」とも入所稼働率 100％であり、

共同生活援助サービス費Ⅰ、夜間支援等体制加算、福祉専門職員配置等加算の障

害福祉サービス報酬費を確保できた。 

 

（２）経費の削減など支出の節減について 

   施設管理経費、運営事務費等の経常経費については、コピー用紙の両面印刷等

の励行や節電・節水を徹底し、事務経費の節減に努めた。また、家賃（どりーむ・

のぞみ月額 5 万円、第 2 どりーむ・のぞみ月額 5 万 8 千円）、光熱水費（月額 1

万円）、食材料費（月額 2万 4千円）、日用品費（月額 1千円）等の利用者費用を

適正に保護者から徴収した。 

 

（３）課題と改善策 

令和 2年 12月に「第 2どりーむ・のぞみ」を開所し、のぞみ作業所に通所する

利用者 6 名が入居しているが、「のぞみ作業所」の利用者の平均年齢が 40 歳を超

え、今後、利用者の高齢化の進行が予想される。 

その一方で、利用者の保護者もまた高齢化が進み、将来、利用者が地域の中で安

心して自立した生活ができる場所を確保することが大きな課題となっている。 

 課題解決に向けて、保護者・利用者に対してグループホームの利用に関するニ

ーズ把握に努めていく。 

 

５ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１）利用者サービス 

   世話人や生活支援員による食事の提供や金銭の出納、健康管理に関する助言、

日常生活の相談等により、利用者がそれぞれの生活リズムの中で日々気持ちよく

過ごしていただくように支援した。また、定期的に、世話人会議を開催し、職員

間で利用者の状況について情報共有を図り、共通認識を持てるように努めた。 

   利用者の健康管理に関しては、定期的な体重管理等、利用者の健康チェックを

推奨するとともに、日中活動の場において健康診断、インフルエンザ予防接種を

実施できるように支援した。また、利用者が楽しい時間を過ごし、安定した生活

を送ることができるよう、利用者同士のコミュニケーションを深めるため、誕生

日会、クリスマス会等の各種行事を開催した。 

 

（２）利用者の安全・安心確保 

   利用者の病状の急変等に備えるため、南台病院と協力医療機関契約を締結し、

グループホームの利用者の健康保持のため、必要に応じて健康指導、健康診断受



診を行った。 

感染防止対策として、バックアップ施設であるのぞみ作業所において、令和 2

年 2 月に策定した「新型コロナウイルス感染症への対策」を参考とし、グループ

ホーム内の感染防止について利用者（保護者）及び職員で共通認識を持った。今

後も保護者会を通して、啓蒙活動に努めていきたい。また、災害時に備え、3日分

の非常食（約 50食）、飲料水（約 70㍑）を備蓄するほか、年 4回、利用者・職員全

員が参加する自衛消防訓練（避難訓練）を実施した。 

 

（３）環境整備 

日頃からグループホーム内外の美化活動と整理整頓に努め、世話人、生活支援

員及び利用者による清掃活動を行い、環境整備に努めた。 

 

（４）開かれた施設運営 

   保護者会を定期的（2 か月に 1 回）に開催し、利用者の生活状況について報告

を行うほか、必要に応じて保護者との話し合いの場を設けているが、新型コロナ

ウイルス感染症の感染防止対策により、一昨年度は実施を見合わせていたが、5

類感染症移行に伴い、実施を再開している。 

 

 

（５）福祉サービス第三者評価の受審 

   「利用者のサービスの選択」及び「事業の透明性の確保」のための情報提供と

継続的な利用者サービスの質の向上に向けた取り組みを目的として、公益財団法

人 日本チャリティ協会による福祉サービス第三者評価を受審し、11 月 10 日に

職員自己評価、12月 1日に利用者調査（聞き取り）等を実施した。 

 

６ 人材育成 

全国グループホーム等研修(1名)           9月実施 

小平市支援従事者向け障害者虐待防止法研修（3名） 11月実施 

 

７ 施設利用者に対する虐待防止と権利擁護 

虐待防止チェックリスト（全国社会福祉協議会「障害者の虐待防止に関する検討

委員会」作成）を利用したアンケート調査の実施し、研修参加報告及び関連文献等

を利用した虐待防止対策について、職員会議を通じて全職員に周知徹底した。さら

に、接し方チェックリストを利用し、職員の自己チェックを行いながら、虐待防止

への意識づくりを行った。 

 

 



８ その他（新たな取り組み等） 

  介護施設等の社会福祉施設は、自然災害や感染症等の発生時に、利用者へのサービ

ス提供の低下が利用者の生活・健康・生命の存続の危機に直結することから、サービ

ス提供の維持・継続のため、令和 6年 4月から「業務継続計画（ＢＣＰ）」が義務化さ

れることになった。このようなことから、「自然災害時における業務継続計画」「感染

症発生時における業務継続計画」を策定し、職員への周知を図った。 

 



【８】 介護老人保健施設 けやきの郷 

 

１ 施設の運営総括 

けやきの郷では､法人理念の浸透･深化に努めるとともに､利用者の尊厳を守り､安

全に配慮しながら利用者の生活機能の維持･回復を目指して支援を行った｡ 

また､包括的ケアサービスの提供を推進し､リハビリテーション機能を強化したこ

とで在宅復帰率の一層の向上を図るとともに､訪問リハビリテーション事業を継続

し、地域に根ざした在宅療養の支援施設としての役割を務めた｡通所リハビリテーシ

ョン（デイケア）の稼働を向上させるため、午後の短時間通所リハビリテーション（要

支援 1、2でリハビリテーションのみを希望する利用者のニーズに応える）の提供を

継続している。 

  さらに、認知症があっても利用者がいきいきとした日常生活が送れるよう「日本

版認知症 BPSD ケアプログラム」を導入し､利用者の気持ちを理解し心に寄り添う看

護･介護サービスの提供に努めた｡ 

  令和 6年度は厚生労働省が推進する「科学的介護情報システム」（通称 LIFE）を導入し

て IT化を推進し、各種加算の取得を充実させ、基本報酬加算型を継続して取得した。稼

働率の向上に努める中で多くの疾患を抱えるような場合も積極的に受け入れているが、

急な入院等による退所の増加や、令和 6年（前年度）1月から 2月にかけての新型コロナ

ウイルス感染症によるクラスター発生の影響が長引き、入所者数が伸び悩んだ。 

 

２ 人員配置                                                     （単位：名） 
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（
③
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非
常
勤
職
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非
常
勤
職
員
常
勤
換
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派
遣
職
員
常
勤
換
算(

⑤)
 

実
人
員
数
（
③+

④+

⑤
）
Ｂ 

施設長(医師) 1.0  1.0  1.0  1.0 1.0  1.0 0.0 

副施設長    1.0 1.0 1.0    1.0 0.0 

薬剤師 0.3  0.3  0.3  2.0 0.3  0.3 0.0 

管理栄養士 1.0  1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

理学療法士・ 

作業療法士 
1.4 5.6 7.0  7.0 6.0 1.0 0.2  6.2 ▲0.8 

事務員    3.0 3.0 2.0 2.0 0.9  2.9 ▲0.1 



 

 

 

３ 利用人員（月平均）                        

 

定員 

 

(Ａ)  

令和６年度 

事業計画 

（Ｂ） 

令和６年度 

実 績 

(Ｃ) 

達成率 

 

(Ｃ) ÷（Ｂ） 

稼働率 

 

（Ｃ）÷(Ａ) 

入 所 100名 94名 86.6名 92.1％ 86.6％ 

通 所 30名 28名 23.3名 83.2％ 77.7％ 

 

 

４ 収支予算                        （単位：千円） 

 
令和５年度 

決算額 

令和６年度 
当初予算額 

令和６年度 
第２次補正後 

予算額 

令和６年度 

決算額 
執行率 

収 入 588,749 607,575 589,275 591,651 100.4％ 

支 出 588,199 606,724 588,616 591,629 100.5％ 

収支差額 550 851 659 22 ― 
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令和7年3月31日現在人員配置状況 
配
置
基
準
計
（
定
員
数
）
と
の
差 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

Ｂ‐

Ａ 

正
規
職
員
（
③
） 

非
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勤
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非
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勤
職
員
常
勤
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④)
 

派
遣
職
員
常
勤
換
算(

⑤)
 

実
人
員
数
（
③+

④+

⑤
）
Ｂ 

支援相談員 1.0 1.0 2.0  2.0 2.0 0.5 0.4  2.4 0.4 

介護支援専門員 1.0  1.0  1.0 1.0 0.5 0.4  1.4 0.4 

介護職員 33.1  33.1  33.1 21.0 28.0 14.7  35.7 2.6 

看護職員 10.0 0.6 10.6  10.6 8.0 3.0 2.1  10.1 ▲0.5 

その他     0.0  6.0 2.5  2.5 2.5 

合 計 48.8 7.2 56.0 4.0 62.5 42 44.0 22.5  64.5 4.5 

（単位：名） 



（１）収入の主な増減 

・空所利用による短期入所療養介護の介護報酬の増  4,398千円 

   ・利用者増による訪問リハビリテーションの介護報酬の増 1,366千円 

   ・入所稼働率目標未達成による入所の介護報酬の減    ▲10,919千円 

 

（２）支出の主な増減 

   ・給食管理業務委託費値上げによる業務委託費の増  6,607千円 

   ・地下浴室漏水修繕工事による修繕費の増    944千円 

   ・新型コロナウイルス感染症の大規模クラスター未発生による 

    衛生関係の消耗品費の減         ▲1,278千円 

 

※人件費の状況                       （単位:千円） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

人件費率 74.4％ 74.4％ 68.0％ 67.0％ 70.2％ 

金 額 405,984 409,506 379,048 375,733 389,620 

対前年度 

増減額 
― 3,522 ▲30,458 ▲3,315 13,887 

 

 

５ 収支の安定確保 

（１）稼働率や加算の確保 

  ア 稼働率の確保 

   （ア）入所事業は令和 6 年 1 月から 2 月にかけての新型コロナウイルス感染症に

よるクラスター発生の影響、また想定外の入院退所が重なったことにより稼

働率が上がらず、4月から 7月までの平均入所稼働率は 80.3％に留まった。年

度平均としても 86.6％と令和 5年度の 90.9％を下回る結果となった。 

また、在宅復帰率 30％超とベッド回転率 5％以上の目標に対し令和 6年 度

平均の在宅復帰率は 17.9％、ベッド回転率は 10.0％。在宅復帰率が目標達成

とならなかったが、ベッド回転率が平均して高かったことにより在宅復帰・在

宅療養等評価指標のポイントを多く獲得したため、基本報酬加算型を維持する

ことができた。 

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

在宅復帰率 13.5％ 19.4％ 24.0％ 17.9％ 

ベッド回転率 6.5％ 11.4％ 7.9％ 10.0％ 



    

    （イ）通所リハビリテーション事業は曜日ごとの登録者数の上限を 32 名から 34

名に増やす、登録者数の少ない水曜日・土曜日の利用者に優先的に登録して

もらうよう関連事業所に働きかける等、利用者数増加に向けた取り組みを行

ったが、年度平均利用者数 23.3名と、昨年度の 23.5名を若干下回った。 

（ウ）訪問リハビリテーション事業の利用件数は年度平均 50.1 件と、昨年度

の 32.7 件を大きく上回った。在宅サービス総合センターや地域の居宅介

護支援事業所など関連事業所と連携して、在宅利用者のリハビリニーズに

応えながら事業の充実と利用者確保に努めた。 

 

  イ 基本報酬加算型の維持 

在宅復帰率及びベッド回転率、並びに在宅復帰を希望される利用者を対象と

する入所前後・退所前後訪問指導割合などの在宅復帰･在宅療養支援等指標 10

項目 40ポイント以上の算定基準を満たし、基本報酬加算型を維持した。 

在宅復帰・在宅療養 
評価支援等指標 

令和 6年度 
目 標 

加算 
ポイント 

令和 6年度 
平均 

加算 
ポイント 

①在宅復帰率 30％超 10 17.9％  0 

②ベッド回転率 5％以上 10 10.0％ 10 

③入所前後訪問指導割合 10％以上  5 33.4％ 10 

④退所前後訪問指導割合 30％以上 10 66.9％ 10 

⑤居宅サービス実施割合 
(訪問リハビリテーション含む) 

3サービス  5 3サービス  5 

⑥リハビリ専門職の配置割合 3以上  2 3.89  2 

⑦支援相談員の配置割合 2以上  3 3.24  3 

⑧要介護 4又は 5の割合 35％以上  3 43.9%  3 

⑨喀痰吸引の実施割合 ―  0 0.2  0 

⑩経管栄養の実施割合 ―  0 0.3  0 

合  計  48  43 

 ※ 加算ポイントの違いによる収入増はありません。 

  ウ 平均介護度 

介護度の高い利用者の受け入れを積極的に行うことで収入増を図るため、在

宅復帰・在宅療養支援等評価指標の要介護度 4 又は 5 の割合は令和 6 年度平均

43.9％とし、加算 3ポイントの維持に努めた。 



（２）経費の見直しなど支出の節減について 

   令和 6 年度は新型コロナウイルス感染症の小規模な発生はあったものの、複数

フロアに同時発生するようなクラスターはなかったため、衛生関係の消耗品の消  

費が抑えられ、結果的に 1,278千円の消耗品費の節減に繋がった。 

（３）課題と改善策 

   収入の増加が喫緊の課題となっているため、令和 6 年度の介護報酬改定による

新規加算の積極的な取得を行った。 

加算 令和 6年度収入（概算） 

リハマネ計画書情報加算Ⅱ 322,000円 

褥瘡マネジメント加算 29,000円 

排せつ支援加算 95,000円 

科学的介護推進体制加算Ⅱ 693,000円 

口腔衛生管理加算Ⅰ 52,000円 

退所時栄養情報連携加算 14,000円 

計 1,205,000円 

   （※LIFE活用により短期集中 RH実施加算増収、58単位/回、180万円/年） 

   また、看取り介護の浸透とともに､積極的な医療を望まない利用者・家族が増えつつある

ことから､ターミナルケア加算の継続取得に努め、今年度は8名の看取り退所があった｡ 

    また、入所稼働率は前年度を下回ったものの、入所検討会議件数、入所者数とも

前年度比 150％超と大幅に増加していることから、退所者数を抑えつつベッド回転

率を維持することも今後の課題である。 

 

 【入所検討会議件数比較】 

 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 
令和 6年度 
前年度比 

年間合計 
検討会議立案件数 142件 166件 249件 150.0％ 

内、新規検討件数 100件 112件 195件 174.1％ 

  

【入所・退所者数推移】 

 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 
令和 6年度 
前年度比 

年間合計 
入所者数 103件 113件 171件 151.3％ 

退所者数 97件 130件 166件 127.7％ 

年間 

1か月平均 

入所者数 8.5件 9.4件 15.5件 164.9％ 

退所者数 8.0件 10.8件 15.1件 139.8％ 



６ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１）安全・安心な環境づくり 

利用者の身体、認知、精神の状態を充分に把握し、医師、看護師、介護職員、介

護支援専門員、管理栄養士、リハビリ職員、相談員の多職種が情報を共有、連携す

ることで、安心で安全な生活が送れるよう支援に努めた。また、感染防止委員会、

褥瘡予防対策委員会、身体拘束廃止委員会、事故防止対策委員会を毎月開催し、感

染症等の予防や転倒等の事故リスクに対する職員の意識を高め、定期的なマニュア

ルの見直しを行うなど安全・安心確保に努めた。 

（２）包括的ケアサービスの推進 

   利用者の意思を尊重し、在宅及び施設において一体的なサービスを受けることができ

るよう在宅サービス総合センターとの連携を強化し支援を行った。 

また､入所利用者等の意向や利用者の適性を踏まえ、提供するサービスの適切な支援

計画の充実を図り、必要な医療、看護や介護、リハビリテーションの提供を行いながら

関係機関との連携を強化し、介護サービスの充実に努めた。 

（３）リハビリテーション機能の強化 

介護老人保健施設において、リハビリテーション機能の強化は必須の役割である。 

入所においては各フロアにリハビリ専門職を配置することで、日常生活の中にリハビリテー

ションの要素を組み込むことに注力してきた。また、在宅強化型水準の頻度で個別リハビリテ

ーションサービス提供を行った。 

通所においては歩行解析ツール「トルト」を活用し、利用者の定期的な評価と課題抽出を実

施し、より効果的なリハビリメニューの提供に努めた。 

訪問リハビリについては、地域のリハビリニーズに応えるべく、受け入れ可能枠数の増加に

努めた。当施設の有するリハビリ資源を地域に向けて有効活用し、利用者数の増加に繋がった。 

（４）在宅復帰の推進 

在宅復帰率について令和 6年度は 30％超を目標としたが、年間平均値は 17.9％に

とどまった。脳血管障害､廃用症候群､認知症等による入所利用者の症状･状態に応じ

て医師・看護師･理学療法士･介護支援専門員等の多職種からなるチームケアを行い､

在宅復帰後の訪問リハビリテーションサービスの提供を目標に早期の在宅復帰に努

めた｡また、リハビリ専門職や介護支援専門員による入所前後・退所前後訪問指導の

実施を更に強化し、利用者の在宅生活へのスムーズな移行を図った。 

（５）在宅生活支援の強化 

利用者が自立した在宅生活が継続できるよう入所や短期入所、通所リハビリテーショ

ンサービスを提供するとともに、リハビリ専門職等による入所前後・退所前後訪問指導

及び訪問リハビリテーションサービスの提供により家族の介護負担を軽減し､退所後の



状況確認については在宅サービス総合センターと連携し総合的に支援を行った｡ 

（６）家族・地域に根ざした施設運営 

令和 6年度も前年度に引き続き、入所者と家族の対面面会について様々な制限緩

和を行った。「面会場所を 1階相談室から利用者の居室に変更する」「敷地内のお散

歩」「中学生以下も面会可能」「面会時間の枠を撤廃し、予約無しで面会可能」など。

更に外出・外泊も可能となり、新型コロナウイルス感染症発生以前の状態にまで戻

ったと言える。 

地域のボランティアの受け入れについてもデイケアだけでなく入所フロアでも楽

器演奏等を行うようになり、新型コロナウイルス感染症発生以前の状態に戻りつつあ

る。利用者のご家族にはボランティアとして歌唱と楽器演奏を行ってくださる方もい

る。また近隣の保育園児の訪問も再開し、敬老会のイベント等で入所・通所利用者に

喜ばれている。 

 

 

７ 人材育成 

（１）施設内研修の状況 

感染症研修                      55名 

   虐待の芽チェックリスト                    59名 

   虐待事例研修（虐待の芽チェックリスト結果報告含む）      59名 

   身体拘束廃止研修                       56名 

   法令遵守研修                         60名 

   褥瘡ケア研修           62名 

（２）法人内研修会への参加状況 

権利擁護と虐待防止（身体拘束含む）              56名 

   新任職員研修                         2名 

   新任職員フォローアップ研修（他施設体験研修）         2名 

   新任職員フォローアップ研修（対面集合研修）          2名 

   感染症防止対策研修（書面研修）                58名 

（３）外部研修会への参加状況 

ＢＰＳＤケアプログラムアドミニストレーター講習        3名 

令和 6年度介護サービス事業管理者等高齢者権利擁護研修     1名 

介護福祉士実習指導者講習会          1名 

施設職員向け福祉用具講習会          1名 

職階別オンライン研修           4名 

   安全運転管理者講習                      1名 



（４）目標管理制度の継続と充実 

職員が個人目標の設定を行い、面接により目標の達成度を評価することで業務の課題

を明確化し、職員の主体性の向上やモチベーションアップ、問題解決能力の向上を図り、

さらに職員に対しての目標面接を通して管理者の指導管理能力の向上に繋がっている。 

 

８ 施設利用者に対する虐待防止と権利擁護 

（１）利用者の尊厳 

利用者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう利用

者本人の自己決定権を尊重し､本人の意向に沿った支援を行った｡ 

（２）苦情への対応 

利用者･ご家族から寄せられた苦情はなかったが､苦情等解決責任者である施設長

が苦情等相談員と協力し､適切かつ速やかに解決に繋げられる体制作りに努めた｡  

（３）虐待の防止 

虐待防止に係る担当者を配置し、虐待の芽チェックリスト（東京都福祉保健財団高

齢者権利擁護支援センター作成）等を活用しながら不適切ケア防止のためのＯＪＴを

計画的に実施し、虐待等の発生防止に努めた。 

また、利用者の人権への配慮やプライバシーの保護を主旨とした研修を継続的に実

施し、高い倫理観の醸成に努めた｡ 

 

９ その他（新たな取り組み等） 

（１）協力医療機関協定の締結 

   稼働率の向上を図るため、入院前の施設に戻るのが難しい利用者の受け入れ先になる

よう西東京中央総合病院及び多摩北部医療センターと協力医療機関協定を締結した。 

（２）認知症に対するＢＰＳＤ（認知症の行動・心理症状）を点数化して評価 

東京都は、認知症になっても住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、認知症ケアの質

の向上を図る「日本語版ＢＰＳＤケアプログラム」の普及を図っており、当施設でも本格

的な実施に向けて職員 1 名がＢＰＳＤケアプログラム研修（※）を受講し、研修過程を修

了した。今後は認知症の行動・心理症状の改善が期待されるＢＰＳＤケアプログラムを活

用し、ＢＰＳＤの症状を点数化するＮＰＩ評価により妄想、幻覚、興奮、うつ、不安、多幸、

無関心、脱抑制、易怒性、異常行動、夜間行動、食行動の項目について評価しながら認知症

ケア専門士などの有資格者と協力した取り組みを行う体制作りに努めた。また、新型コロ

ナウイルス感染症の防止対策として家族等の面会を制限していたため、利用者の要望を職

員が傾聴することで心身の安定が少しでも図れるような取り組みを継続している。 

令和 6年度の介護報酬改定で新設された認知症チームケア推進加算における「認知症



介護に係る専門的な研修及び認知症の行動・心理症状の予防等に資するケアプログラム

を含んだ研修を修了した者の配置」とされる認知症専門研修にＢＰＳＤケアプログラム

研修が含まれることから、次年度以降も資格取得を推奨していく。 

※ＢＰＳＤケアプログラム研修 

① 行動・心理症状の評価 

② 背景にあるニーズの仮説 

③ ニーズに合わせたケアの計画 

④ 計画に沿ったケアを実行 

⑤ ニーズの仮説が正しかったか検証するためにオンラインシステムを使

い行動・心理症状の変化を見える化 

（３）リハビリ職員による短時間デイケアの実施 

昨年度より開始した短時間デイケアの受け入れ枠を増やし、リハビリだけを行いたい

というリハビリニーズの取込に努め、利用者の生活活動範囲拡大、QOL 向上につながる

リハビリ効果を得ることができた。 

小平市の地域包括ケア推進計画（第八期介護保険事業計画）によると、65歳以上の人

口が増加し、高齢化率が 2025年には 23.8％、2040年には 30.2％に上ると推計され、小

平市の取り組みにおける九つの施策の中でも「介護予防・健康づくりの推進」や「社会

参加の促進」に関して当施設としても関与・貢献していくことは使命であり、社会情勢

の変化に対応出来るよう、短時間デイケアなどニーズに応じたサービス提供を継続した。 

（４）訪問リハビリテーションにおける施設医師の診察 

訪問リハビリテーションサービスの提供には施設医の診察が必要である。3 ヶ月に 1

回医師が自宅に訪問し、利用者の声に耳を傾け、利用者が抱える不安や疑問に答えるこ

とは、当施設の大きな強みであり高い評価を得ている。 

昨年度から新たな事業として訪問リハビリテーション事業を開始して 1 年が経過し、

医師の指示書の作成時には施設医師が利用者の自宅を訪問して診察しており、利用者か

らは安心して利用頂いている。診察については、3か月毎の診察が基本であるが、必要時

には期間を短縮して診察を行うことで順調に事業運営を行うことができた。 

【訪問リハビリテーション実績推移】              （単位：円） 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 半期計 

利用者数 11名 9名 9名 9名 8名 8名 54名 

訪問件数 46件 30件 37件 30件 38件 31件 212件 

 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

利用者数 8名 8名 8名 8名 8名 11名 105名 

訪問件数 34件 27件 23件 25件 34件 38件 393件 



 



 【９】有料老人ホーム 熱海ゆとりあの郷 

 

１ 施設の運営方針 

  熱海ゆとりあの郷では、入居者が安心して豊かな生活を過ごせるよう、食事・入

浴等各種サービス提供体制の一層の充実に努めている。 

平成 9 年度から値上げを行ってこなかった管理費については、令和元年度 10 月

から令和 3年度までの 3年間で段階的に所要の改定を行ったため、令和 6年度まで

3 年間は猶予期間となっているが、令和 7 年度には消費者物価指数の上昇率と賃金

上昇率を反映した管理費の見直しを行うこととし、令和 8年度以降の管理費も同様

に毎年見直しを行うこととしている。 

介護費については介護が必要な入居者の介護保険利用契約を推進して収支改善

を図る等の方策を実施中であるが、昨年度から日常的な介護衛生用品の使用につい

ては入居者と委託業者との個別契約とし、介護用品の使用数に応じた委託料収入が

入る仕組みに改めた。 

赤字の継続している診療所については、これまでの 365 日 24 時間の医師・看護

師常駐体制を、令和 5 年 4 月から入院病床を廃止して、看護師の 365 日 24 時間体

制を維持した上で、医師は月曜日から金曜日の常駐とし、かつ、土曜日、日曜日、

祭日は休診としたが看護師と医師によるオンコール体制とした。令和 6年 9月に開

催した入居者総会で問題なく運用されていることを入居者に説明して理解を得て

いる。 

  有料老人ホームの安定経営には 80％程度の入居率の確保が不可欠であるが、令

和 6 年度では 69.8％となっている。入居契約獲得には現地確認が必須であるため、

令和 5年度は大浴場の天井の全面張替えを行い、令和 6年度前期には熱海ゆとりあ

の郷の正面玄関であるセンター棟外壁の白壁と緑色の屋上飾屋根等の再塗装と補

修を行い外観の見映えを向上する等、見学者へのイメージ向上につとめており入居

者からもご満足をいただいている。令和 7年度については入居動機の向上に寄与す

るため、玄関ロビー等の全面改修工事を予定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 人員配置                                                     （単位：名） 

３ 利用人員 

 
定員 

令和 6 年度 

事業計画 

令年 6 年度 

実績 

達成率 

 

稼働率 

 （A） （B） （C） （C）÷（B） （C）÷（A） 

稼働居室 235室 182室 164室 90.1％  69.8％ 

入居者数 282名 214名 192名 89.7％ 68.1％ 

４ 収支状況                          （単位：千円） 

 
令和 5年度 

決算額 

令和 6年度 

当初予算額 

令和 6年度 

第 2 次補正後予算額 

令和 6年度 

決算額 

執行率 

収  入 1,032,035 1,045,771 999,716 1,008,126 100.8％ 

支  出 1,031,591 1,018,129 998,727 997,801 99.9％ 

収支差額 444 27,642 989 10,325 ― 
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令和 7年 3月 31日現在人員配置状況 配
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派
遣
職
員
常
勤
換
算(

⑤)
 

実
人
員
数
（
③+

④+

⑤
）
Ｂ 

施設長 1.0  1.0  1.0  1.0 1.0  1.0 0.0 

医 師 1.0  1.0 1.5 2.5  3.0 2.5  2.5 0.0 

看護・生活部長    1.0 1.0 1.0    1.0 0.0 

看護師 6.1  6.1  6.1 4.0 5.0 1.7  5.7 ▲0.4 

介護職員 23.0  23.0  23.0 14.0 11.0 9.5  23.5 0.5 

介護支援専門員 1.0  1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

生活相談員 2.0  2.0  2.0 2.0    2.0 0.0 

機能訓練指導員 1.0  1.0  1.0 1.0    1.0 0.0 

クラーク（特定・診療所） 2.0  2.0  2.0 1.0 1.0 0.9  1.9 ▲0.1 

営 業    2.0 2.0 1.0    1.0 ▲1.0 

総 務    5.0 5.0 4.0 2.0 1.7  5.7 0.7 

病院送迎・夜間受付     0.0  4.0 2.5  2.5 2.5 

合 計 37.1  37.1 9.5 46.6 29.0 27.0 19.8  48.8 2.2 



※人件費の状況                        （単位：千円） 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

人件費率 56.2％ 57.4％ 56.9％ 53.6％ 56.1％ 

金  額 314,526 305,804 291,742 282,401 282,369 

対前年度 

増減額 
▲22,626 ▲8,722 ▲14,062 ▲9,341 ▲32 

 

 

５ 収支の安定確保の取り組み 

（１）入居率の向上 

令和 6年度の販売居室目標数を 19室 24名に設定し、入居検討者が首都圏に多

いことから、本部と連携して会員向け情報誌「ゆとりすと」を継続的に送付する

とともに、東京 23 区を中心に毎月新聞折り込みとして配布し、販売強化に努め

17室、23名の契約を得た。 

入居契約には検討者の現地確認が必須のため、令和 7年度はロビーのリニュー

アルを実施し、きれいな施設をアピールして入居率アップを図る計画であり、販

売居室数目標を達成すべく関係職員が入居検討者へ丁寧な施設見学案内や迅速

な電話対応等により営業強化を図っていく。 

   

※入居率の推移 

令和 6年度より、稼働居室 245室を 235室に変更した。 

   稼働居室変更に伴い、入居者数定員を 294名から 282名に変更した。 

区分 定員 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

稼働居室 235室 186室 177室 170室 171室 164室 

入居室数の入居率 75.9％ 72.2％ 70.0％ 69.8％ 69.8％ 

入居者数 282名 228名 214名 206名 202名 192名 

入居者数の入居率 77.6％ 73.1％ 70.1％ 68.7％ 68.1％ 

※契約者数等の推移  

 

 

区分 
契約者 退去者 

室数 人数 入居一時金 室数 人数 返還金額 

令和６年度実績 17室 23名 442,442千円 20室 29名 142,946千円 

令和 5年度実績 17室 22名 465,522千円 18室 26名 78,629千円 

令和 4年度実績 11室 12名 296,783千円 17室 21名 138,877千円 



（２）課題と改善策 

   ア 部門別収支の確保 

（ア）管理費 

平均年齢の高齢化(87.3歳)に伴い、自然退去が増加(令和 6年度、20名)する

ことで入居者数が減少し管理費収入は▲132,345千円になると見込まれる。令和

7年度は物価上昇率と人件費上昇率を加味した管理費の改訂を予定している。 

＊管理費の推移（月額）                   （単位：円） 

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

引上げ額 一人入居 

二人入居 

6,630 

10,857 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

一人入居の管理費 94,194 94,194 94,914 94,914 

二人入居の管理費 153,451 153,451 153,451 153,451 

＊管理費収支見込の推移（月額）               （単位：千円） 

年次改定 
収支 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

管理費収入 
（食事除く） 

234,055 221,479 218,595 216,310 

その他収入 34,505 40,478 53,804 30,688 

合  計 268,560 261,957 272,399 246,998 

支出 
(食事除く) 

351,964 370,707 367,457   379,343 

収支差額 ▲83,404 ▲108,750 ▲95,058 ▲132,345 

 

  （イ）食費 

入居者数の減少により、喫食数が低下したため収支差額は▲15,181千円とな

る見込みである。喫食数向上に向け、食事業者、自治会委員を交えて食事検討

会議を毎月実施しており、アンケート結果からも食事内容が向上しているとの

評価があるが、自室で調理している自立の入居者が多い傾向があるため、お勧

め食事メニュー等の掲示を増やすなど食堂の利用を促していく。 

                           （単位：千円） 

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

収入 90,698 84,880 86,109 89,203 

支
出 

業務委託費 61,187 
102,045 

61,187 
100,555 

61,187 
102,220 

61,187 
104,384 

食材費等 40,858 39,368 41,033 43,197 

収支差額 ▲11,347 ▲15,675 ▲16,111 ▲15,181 

喫食率の推移 52.9％ 51.8％ 50.9％ 51.8% 



  （ウ）介護費 

要介護者の自然退去等の減少により収支差額が▲29,506 千円となる見込

みであるが、4 月より衛生用品の使用は入居者と委託業者との個別契約を導

入したため、使用数に応じた委託料収入が毎月入っている。また、在庫管理

等を委託業者が行うため職員の業務軽減になっている。 

                                 （単位：千円） 

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

収入 150,369 145,773 150,866 152,529 

支
出 

人件費 150,138 
164,056 

141,663 
154,175 

160,460 
170,171 

173,061 
182,035 

衛生用品等 13,918 12,512 9,711 8,974 

収支差額 ▲13,687 ▲8,402 ▲19,305 ▲29,506 

要介護者の推移 66.0名 65.0名     64.0名     62.5名 

 

（エ）診療所費 

令和 5年 4月より入院病床の廃止と、土曜日、日曜日、祭日を休診とした

ため、杏林大学からの派遣医師の宿直日は、これまで水曜日から日曜日の 18

時までの宿直 4 日であったが、水曜日から金曜日の 18 時までの宿直 2 日と

なった。これにより医師の人件費が半減した。また、これまでの土曜日を休

診としたことにより受診患者数は平日に分散することになったが、令和 5年

度の月平均患者数人 321人に対し、令和 6年度の月平均患者数は 316人であ

り、患者数の大きな落ち込みが無く推移している。 

 （単位：千円） 

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

収入 22,964 19,837 17,333 16,182 

支
出 

人件費 87,090 
 94,217 

78,996 
84,684 

45,937 
51,886 

38,565 
 43,911 

医療用消耗品等 7,127 5,688 5,949 5,346 

収支差額 ▲71,253 ▲64,847 ▲34,553 ▲27,729 

 

 （オ）建物、設備の老朽化について 

熱海ゆとりあの郷は建築後 39 年が経過し、各設備の老朽化による突発的修

繕や、厨房用エレベーターの保守管理期限切れが迫るなど設備そのものの維持

サービスが終了する事例等が発生してきているが、入居者サービス維持のため、

厨房用エレベーターは更新が決定し令和 7年度の工事予定となっている。今後

も設備管理を委託している新東産業とも連絡を密にして情報を集め、入居者の

日常生活に影響を及ぼす可能性の高いインフラなどから計画的に整備を行う。 

  



 （カ）広報活動及び営業活動の充実 

令

和
６
年
度 

累

計 

広報媒体等 問合せ件数 見学者数 体験入居数 契約数 

受電 架電 件 名 件 名 室 名 

ゆとりすと会員 96 154 23 36 6 9 10 12 

高島屋ＤＭ 31 66 22 43 1 3 3 5 

有料老人ホーム協会 0 0 0 0 0 0 0 0 

紹介（入居者等） 12 7 8 14 0 0 2 3 

ホームページ 12 11 9 18 0 0 0 0 

婦人公論 3 1 2 2 0 0 0 0 

日経新聞 7 5 3 5 0 0 0 0 

読売新聞 25 43 14 29 1 2 2 3 

朝日新聞 1 3 5 8 0 0 0 0 

みんなの介護 10 5 4 10 0 0 0 0 

その他 65 124 18 40 3 3 0 0 

合  計 262 419 108 205 11 17 17 23 

 

 （ク）営業活動内容 

媒体種別 実施月 

ゆとりすと（合計 840,000部） 毎月実施 

新聞折り込み（日本経済新聞） 

（7万部×4カ月＝28万部） 
東京 23区へ 4月から 7月の 4カ月実施 

新聞折り込み（読売新聞）7万部 東京 23区へ 8月に実施 

新聞折り込み（読売新聞、朝日新聞） 

（計 7万部×7カ月＝49万部） 
東京 23区へ 9月から 3月の 7カ月実施 

高島屋 DM（合計 30万部） 5月（15万部）、1月（15万部） 

婦人公論（14万部） 1月 

 

 

６ 利用者の安心・安全確保とサービスの向上 

（１）館内イベントの実施 

令和 5年 5月に新型コロナウイルス感染症は感染症法上の 5類に移行したこと

に伴い、入居者のみを対象とした館内イベントを増やした。 

新規のイベントとして、ニュースで詐欺事件等が多くなっているため、本年度

は市役所等の出前講座も多く取り入れ、詐欺などのトラブル防止の意識を高めて

いる。 

 



（２）感染症の防止 

現在、感染症の広がりがなく推移しているが、インフルエンザ予防接種を 10月

から開始し、11 月からは新型コロナウイルスワクチンの 8 回目の接種を開始し

た。引き続き注意喚起等を継続し各種感染症の予防に努める。 

 

（３）緊急コール設備の更新 

入居者居室及び共用部各所とセンター棟事務所間の緊急コール設備は設置 

後 38年を経過し老朽化で通信不能が出ていたため、令和 5年 5月から、全設備の

更新工事を開始し令和 6年 4月に完了した。 

これにより、令和 4年に実施した火災警報装置の更新と併せ緊急事態に即応体

制が整い安心・安全の確保性が高まっている。 

 

（４）ＡＴＭの更新 

 銀行サービスのキャシュレス化等の影響で、館内に設置してあるりそな銀行Ａ

ＴＭサービスが令和 6年 3月末で終了し ATMが撤去されたが、新たな ATMサービ

スとしてセブン銀行 ATMを 4月から導入し運用を開始している。コンビニエンス

ストアや JR駅と同型であり利便性が高くなり入居者から好評を得ている。 

 

 

７ 人材育成 

（１）施設内研修の状況 

１．スキンケア 11名 (4月) 

２．身体拘束の倫理的ジレンマ 6名 （4月） 

３．誤薬について 17名 （5月） 

４．福祉車両の取り扱い 13名 （5月） 

５．防災出張出前講座 24名 （5月） 

６．身体拘束に繋がらない視点を学ぶ 16名 （6月） 

７．おむつの当て方 11名 （6月） 

８．移乗の介助方法 16名 (7月) 

９．消費者教育講座Ⅰ 23名 (7月) 

10．消費者教育講座Ⅱ 26名 （7月） 

11．防犯対策 11名 （8月） 

12．生活習慣病 61名 （8月） 

13．終末期の基礎知識（看取り場面） 6名 （8月） 

14．介護食の食事について 12名 （9名） 

15．感染対策委員会「吐物の処理方法」 18名 (10月) 

16．虐待防止委員会「虐待の種類と具体例」 17名 （10月） 



17．ヘルパー研修「接遇 言葉使い」 13名 (11月) 

18．実践研修発表予行練習 8名 (11月) 

19．事故防止委員会「危険予知トレーニング」 17名 （12月） 

20．診療所所長の講習「感染症に強い体つくり」 43名 (12月) 

21．身体拘束廃止委員会「アンガーマネジメント」 11名 (1月) 

22．衛生委員会「職場におけるメンタルヘルス」 10名 (2月) 

23．BCP委員会「BCPとは日頃の備えについて」 14名 (3月) 

24．BCP委員会「防災訓練（地震）」 20名 (3月) 

 

（２）法人内研修会への参加状況 

１．新任研修 3名 （4月） 

２．実践研究研修① 2名 (5月) 

３．ゆとりあの郷見学 16名 （7月） 

４．実践研究研修② 2名 （7月） 

５．フィジカルアセスメント（NS） 6名 （5月～7月） 

６．権利擁護（録画視聴） 53名 (9月) 

７．入社 3年目研修 1名 （9月） 

８．ACP（NS） 6名 （9月～11月） 

９．コアスタッフ育成① 1名 （偶数月） 

10．コアスタッフ育成② 2名 （奇数月） 

11．Eラーニング（NS） 6名 （7、11、2月） 

12．勤続 3年目研修 1名 （10月） 

13．実践研究研修③ 2名 （10月） 

14．感染予防対策研修（新任者） 3名 （11月） 

15．法令順守研修 49名 （11月～12月） 

16．実践研究発表 3名 （11月） 

17．4年目研修 1名 （12月） 

18．感染予防対策研修 46名 （1月～2月） 

19．新任フォローアップ研修 3名 （2月） 

20．コアスタッフ養成研修① 延べ 3名 （11、1、3月） 

21．コアスタッフ養成研修② 延べ 3名 （10、12、2月） 

22．看護職員 Eラーニング 延べ 12名 （11、2月） 

 

（３）外部研修会への参加状況 

１．主任・管理者の組織作り講座 1名 （5月） 

２．災害看護 1名 （7月） 

３．感染対策担当者 1名 （8月） 



４．ケアマネ更新研修 1名 （8月～9月） 

５．感染対策管理者 2名 （9月） 

６．介護支援専門員研修 1名 （10～11月） 

７．より良い高齢者ケアを考えるセミナー 2名 （11月） 

８．静岡県優良介護事業者事例発表会 2名 (11月) 

９．静岡県認知症リーダー研修 7名 （11～2月） 

10．施設における感染対策について 1名 (12月) 

11．南台病院ネットワーク研修 1名 （12月） 

12．介護事業所生産性向上の取り組み応援セミナー 1名 (1月) 

13．普通救急救命講習会 1名 （2月） 

 

 

８ 施設利用者に対する虐待防止と権利擁護 

  黎明会の運営理念に職員に対する行動規範が明確化されており、常に原点に立

ち戻り自らの行動の振り返りを促すことで入居者の権利擁護を徹底する。 

 

 

９ その他（新たな取り組み等） 

（１） 文化的催しの開催  

１．熱海城花見（居室介護者） ７名（4月） 

２．熱海城花見（一時介護室） 10名（4月） 

３．新緑ツアー（中伊豆ワイナリー他） 

４．ゆとりあ名画劇場「春に散る」 

18名（5月） 

18名（5月） 

５．コンサート鑑賞（ウイーン少年合唱団） 12名（5月） 

６．防災出張出前講座（熱海市役所） 24名（6月） 

７．相撲レクリェーション（元関取、大岩戸） 23名（6月） 

８．天狗様来郷（来宮神社例大祭） 47名（6月） 

９．七夕祭り 83名（7月） 

10．ゆとりあ名画劇場「君たちはどう生きるか」  26名（7月） 

11．消費者教育出前講座「詐欺にあわないために」 

12．デジタル活用出前講座「インターネットトラブル防止」 

13．盆踊り（介護室） 

14．ビアパーティ 

15．勉強会「生活習慣病」（ゆとりあの郷診療所和田所長） 

16．敬老祭コンサート 1部（ピアノ、ソプラノ歌手） 

17．敬老祭コンサート 2部介護室（ピアノ、ソプラノ歌手） 

18．ゆとりあ名画劇場「こんにちは母さん」 

23名（7月） 

26名（7月） 

21名（7月） 

79名（8月） 

61名（8月） 

91名（9月） 

20名（9月） 

14名（9月） 



19．作品展示会 延べ 50名(10月) 

20．演芸レク（腹話術、バナナたたき売り） 

21．紅葉狩りバスツアー（忍野八海、旧岸邸）  

22．ゆとりあ名画劇場「ゆとりですがなにか」   

23．クリスマスパーティ   

24．餅つき大会  

25. 新年祝賀会 

26. 初詣（来宮神社、三島大社） 

27．演芸レク（三味線漫談、落語、干支占い） 

28．熱海梅園梅まつり 

29．ゆとりあ名画劇場「ローマの休日」 

68名（10月） 

24名（11月） 

12名（11月） 

100名（12月） 

95名（12月） 

110名（1月） 

21名（1月） 

33名（1月） 

15名（2月） 

19名（3月） 

 

（２）移動図書館サービスの導入 

館内のロビーや図書室に多くの図書を保管して、自由に閲覧や貸し出しを行って

いるが、主に寄贈本が中心なため、新刊図書への希望に添えない状況である。その

ため、4月から熱海市の移動図書館（2回／月）を開始した。移動図書館では図書

検索システムが利用可能であり、熱海市が保管している図書であれば図書館に出向

くことなくエントランス駐車場に来訪する移動図書館車で利用できる。 



 【１０】在宅サービス総合センター 

 

１ 施設の運営総括 

新型コロナウイルス感染症の法的位置づけが 5類引き下げ後、小平西圏域の地域活動等

は制限なく開催でき、高齢者・障がい者の日常生活も通常に戻っている。入院や施設入所

から在宅への移行もスムーズであり、相談業務、訪問業務の件数は安定し、収益の安定に

つながった。さらに、訪問看護の看取り件数は令和 5年度の件数を超え、加算取得要件を

満たす結果となった。 

また、在宅の高齢者の複雑化・複合化したケースや、認知症高齢者が増えており、それ

らの対応が職員の業務ひっ迫となっているため、対応力の強化が今後の課題である。 

ＩＣＴ活用は法人内及び他事業所との利用者連絡や情報共有に関して有効的であり、ま

た、訪問看護のオンライン請求・オンライン資格確認を令和 6年 12月から運用し、適切

な請求業務や保険確認ができるようになった。 

 

２ 人員配置                            （単位：名） 

※ 事務員1名（正規職員）は法人本部からの出向である。 
相談支援専門員1名（非常勤職員）は澄水園職員との兼務である。 

職 種 

 

配
置
基
準
（
国
等
） 

 
配
置
基
準
（
加
算
分
） 

 
 

配
置
基
準 

小
計
（
①
） 

 

基
準
超
過
分
（
②
） 

  

配
置
基
準
計
（
定
員
数
）
） 

 
 
 
 
 
 
 
 

（
①+

②
）
Ａ 

令和7年3月3１日現在 人員配置状況 

正
規
職
員
（
③
） 

非
常
勤
職
員 

非
常
勤
職
員
常
勤
換
算
（
④
） 

派
遣
職
員
常
勤
換
算
（
⑤
） 

実
人
員
数
（
③+

④+

⑤
）
Ｂ 

配
置
基
準
計
（
定
員
数
）
と
の
差 

  
 
 
 
 
 
 
 

Ｂ‐
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施設長    1.0 1.0 1.0    1.0 0.0 

理学療法士  2.0 2.0  2.0 2.0    2.0 0.0 

看護師 9.0  9.0  9.0 6.0 3.0 1.7  7.7 ▲1.3 

事務員    3.0 3.0 2.0 5.0 3.1  5.1 2.1 

相談支援員 3.0  3.0  3.0 2.0 1.0 0.2  2.2 ▲0.8 

介護支援専門員 14.0 1.0 15.0  15.0 13.0 1.0 1.0  14.0 ▲1.0 

介護職員 3.0 3.0 6.0 3.5 9.5 2.0 16.0 7.0  9.0 ▲0.5 

合 計 29.0 6.0 35.0 7.5 42.5 28.0 26.0 13.0 0.0 41.0 ▲1.5 



３ 収支状況                           （単位：千円） 

（１） 収入の主な増減 

利用者の入院入所が増えたことによる 

利用者数減による収入の減。             ▲ 1,809千円 

（２） 支出の主な増減 

職員被服費、修繕費等減による事務費支出の減。   ▲   625千円 

 

※人件費の状況                        （単位：千円） 

 

４ 収支の安定確保 

（１）稼働率の確保や加算の確保 

ア 在宅サービス事業所内の連携 

在宅サービス総合センター事業所内の連携を図り、新規依頼の速やかな対応、緊急 

や臨時訪問の対応によりここ数年、訪問件数は安定している。 

※訪問看護・訪問介護訪問件数の推移 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

訪問看護 10,557件 10,827件 10,819件 10,215件 10,555件 

訪問介護 14,662件 15,471件 15,209件 14,634件 13,574件 

 

  イ 報酬改定後の新たな加算取得や生産性向上取組みの整備 

    ・訪問看護ベースアップ評価料（Ⅰ）（令和 6年 6月より算定） 

    ・訪問看護医療ＤＸ情報活用加算（訪問看護・令和６年 12月より算定） 

    ・高齢者虐待防止措置実施（基準型：令和 6年 4月届出） 

令和5年度
決算額

令和6年度
当初予算額

令和6年度

2次補正後予算額

令和6年度
決算額

執行率

収　　入 279,530 285,187 278,716 276,907 99.4%

支　　出 271,647 276,263 275,563 273,482 99.2%

収支差額 7,883 8,924 3,153 3,425 -

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

人件費率 90.1% 85.5% 82.8% 83.5% 84.7%

金　　額 236,263 233,641 237,782 233,006 234,415

対前年度
増減額

5,081 ▲ 2,622 4,141 ▲ 4,776 1,409



    令和 7年度取得のために要件を満たしたもの 

    ・機能強化型訪問看護管理療養費２（訪問看護・令和７年 4月より算定予定） 

     （年間：1,960千円増予定） 

    ・行動障害支援体制加算Ⅰ（相談支援センター澄水・令和 7年 4月より算定予定） 

     

（２）経費の見直しなど支出の節減について 

  ア エネルギー価格が高騰していることから、不使用時の消灯やエアコンの設定温度の

調整を行い、エネルギー消費を抑える努力を行った。また、訪問看護の社用車 1台を

燃費のよいエコカーに買い替えた。 

イ 複合機使用時はミスプリント防止のためオンデマンド印刷やＤＭ等の不必要な印

刷を避け、両面印刷や裏紙使用を励行している。カラーコピーは２色刷りコピーにす

るなど心がけている。 

ウ 消耗品の購入はセンター全体で購入商品の統一化を図り、また、レフィル商品を選

択し環境の配慮も行った。 

 

（３）課題と改善策 

  ア 利用者の確保と収益増加 

地域の医療機関や在宅訪問診療医療機関、地域の介護保険事業所と連携を強化する

ことで信頼関係の構築を図り、新規利用者の獲得へとつながった。 

相談業務においてはほとんどが人件費であり、収支がマイナス傾向であるため、今

後は非常勤の雇用等を検討する必要がある。 

  イ 各種加算の継続 

    各事業所のさまざまな加算継続のため、要件を満たすための個別研修、事業所内会

議、感染対策や虐待防止（身体拘束）の委員会を計画的に開催した。また、ＢＣＰ策

定における研修や訓練を行い、令和７年度の加算取得のため準備を行った。 

    訪問介護事業所においては特定事業所加算(Ⅰ)の取得を目指していたが、要件に医

療機関・訪問看護ステーションの看護師と 24時間連絡できる体制としていることが

条件である。現在、常勤職員が 2名であるため常勤職員の雇用を行い、体制を整える

必要があるため、次年度以降の課題とする。 

  ウ 総合相談件数の増加と地域高齢者の問題 

    地域包括支援センターに寄せられる総合相談件数は増加の一途をたどり、内容も複雑化

している。高齢者独居、身寄りなし、認知症、虐待、生活困窮などでキーパーソン不在の

場合も多く、相談に係ると解決までにかなりの時間を要する。金銭管理や契約能力に欠け

る高齢者も多く、一時的な入院・入所もこのような問題から進まないことが多い。行政や

他機関との連携強化を図り、早期対応が出来るように取り組んでいくことが必要である。 



５ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１） 在宅での多様化・複雑化する課題の対応 

高齢者の独居等や認知症以外にも難病患者、障がい者、ヤングケアラー、引きこもり、

ＤＶなど在宅では様々な問題を抱えた家庭が多い。それらの問題解決のために様々な制

度に関する知識を深め、関係機関や相談窓口などを職員間で共有し、複数職員で対応す

る体制とした。 

 

（２） 在宅利用者のニーズに応じたプラン作成とサービス提供 

利用者の一人ひとりのニーズに合わせ、利用者と共に考える在宅プラン作成のため、

定期的に自宅を訪問し、アセスメントやモニタリングを行っている。また、自立支援を

目指すため本人の出来るところを活かせるようなケアプラン内容とし、個別性のあるサ

ービス提供を行っている。 

 

（３） 在宅サービス総合センターにおける新型コロナウイルス感染対策 

在宅利用者や家族が新型コロナウイルス感染症に感染したケースに関して引き続き

感染対策を講じた上でサービス提供を継続し在宅生活を支えている。 

 

６ 人材育成 

（１）施設内研修 

  ア 感染症研修 

年間計画に沿って定期的な研修を行った。（感染症防止対策研修、食中毒予防及びま

ん延防止研修、インフルエンザ予防研修、結核研修など） 

感染症ＢＣＰにおけるＰＰＥ（個人防護具）の着用について令和 7年 1月に実技研修 

会を行った。 

  イ 虐待防止、身体拘束防止、事故防止研修 

    事業所ごとに研修計画に沿って各研修を行った。 

ウ 災害時ＢＣＰ訓練 

    法人総合防災訓練に合わせて、地震発生時を想定した訓練(2月)と災害伝言ダイヤ

ル 117を実際に使用する訓練を（3月）行った。 

エ 認知症研修 

  事業所ごとに研修計画に沿って研修を行った。 

  オ その他の研修 

    カスタマーハラスメント、セルフケア・ラインケア研修の動画研修を行った。 

 



（２）法人内研修会への参加状況 

   専門研修：計 8回、延べ 119名参加 

   看護職員ｅ-ラーニング：8名参加、118回受講 

   階層別研修：計 6回、延べ 6名参加 

   階層別オンライン研修 

   ・介護基礎トレーニング：1名参加、12回受講 

   ・コアスタッフ養成コース②：1名参加、5回受講 

   実践研究発表大会：地域生活支援センター澄水 2名参加 

 

（３）外部研修会 

  ア 小平市地域包括支援センター 

主任介護支援専門員研修 4名 

小平市ケアプラン指導研修 5名 

チームオレンジ・コーディネーター研修 1名 

ヤングケアラー研修 3名 

区市町村介護予防事業担当者向け研修 2名 

東京都若年性認知症相談支援研修 1名 

東京都認知症地域対応力向上研修 1名 

  イ 居宅介護支援事業所 

小平市ケアマネ連絡会研修 6名 

主任介護支援専門員研修 2名、小平市ケアプラン指導研修 4名 

東京都高齢者虐待防止研修 1名 

  ウ 訪問看護ステーション 

がん患者の疼痛管理 3名 

呼吸リハビリテーション 1名 

高齢者のスキンケア 1名 

肺炎看護 1名 

災害看護 1名 

実習指導者研修 1名 

  エ 地域生活支援センター澄水 

東京都精神障害計画相談支援従事者等養成研修 1名 

東京都強度行動障害支援者養成研修（基礎 1名、実践 1名） 

東京都障害者虐待防止・権利擁護研修 2名 

小平市相談支援事業所ワーキング 2名 

 



  オ 訪問介護ステーション 

認知症研修 1名 

口腔ケア研修 1名 

  カ 東京都認知症ケアプログラム推進事業アドミニストレーター研修 3名 

  

７ 利用者に対する虐待防止と権利擁護 

（１）虐待防止委員会の開催 

   在宅サービス総合センター虐待防止委員会を年 3 回開催し、地域の虐待事例や虐待発

見時の対応方法、身体拘束について話し合いを行った。また、在宅サービス総合センター

独自の虐待対応マニュアルの見直しを行い、職員に周知した。 

 

（２）虐待の芽チェックリストによる自己点検 

各事業所で、「虐待の芽チェックリスト」（東京都福祉保健財団高齢者権利擁護支援セ

ンター作成）を用いて年 2回自己点検をし、職員の意識レベルを測定した。結果を集計・

分析することで、どのような傾向にあるか職場内で検討し意識向上に努めた。 

 

８ その他 

（１） 災害時ＢＣＰにおける対応準備 

災害時に備え停電時において携帯電話やタブレット、電動自転車の充電ができるよ

うに、東京都社会福祉施設等への非常用電源等整備促進事業の補助金にてポータブル電

源(太陽光パネル付き)を 5台購入した。 

 

（２） 社会参加型就労体験事業への協力 

小平市社会福祉協議会こだいら生活相談支援センターの事業である、社会参加型就

労体験事業の体験場所として事業を受託し、引きこもり等による就労困難となった方

に対して、社会に一歩踏み出すきっかけ作りを行った。 

（令和 6年度：3名延べ 4回受入れ） 

 

 

 

 

 

 

 

 



【１０－１】小平市地域包括支援センターけやきの郷 

 

１ 施設の運営総括 

地域包括支援センターの総合相談件数は令和 5年度より 3割弱増加しており、その中で

も高齢者やその家族の抱える複雑化・複合化したケース相談が多くみられた。介護保険や

高齢者福祉のみでは解決困難なケースが多く、市や基幹型地域包括支援センター、権利擁

護センター、生活相談支援センター等と連携を図りながら支援を実施した。 

また、独居の認知症高齢者の相談も増加しているため、認知症地域支援推進員、チーム

オレンジコーディネーター、民生委員、認知症支援リーダー等と連携を図り、認知症サポ

ーター養成講座、もの忘れチェック会、もの忘れ相談会を開催し、チームオレンジを立ち

上げ、認知症の方に優しい地域づくりを実施した。 

生活支援コーディネーターを中心に地域住民の集まるサロンや介護予防のためのフレ

トレ体操教室等へ訪問し、支え合い・助け合いの輪を広げる支援を行った。 

 

２ 人員配置（令和 7年 3月 31日時点）  

 介護支援専門員 8名（内訳：正規職員 7名・非常勤職員 1名（常勤換算 1.0）） 

 事務員 1名（内訳：非常勤事務 1名（常勤換算 0.3）） 

 

３ 利用・収支等の状況 

（１）利用件数 

 事業計画 実績 達成率 

予防ケアプラン 

作成件数 

3,880件 

（月 324件） 

4,112件 

（月 343件） 
105.9％ 

 

（２）収支状況                           （単位：千円） 

 

４ 収支の安定確保 

   小平市から委託を受けて実施している地域包括支援センター事業について、継続して受託

できるよう、委託費用である地域包括支援センター運営事業費を活用し、様々なサービスを

令和5年度
決算額

令和6年度
当初予算額

令和6年度

2次補正後予算額

令和6年度
決算額

執行率

収　　入 72,860 74,189 75,089 75,519 100.6%

支　　出 71,555 71,892 73,127 72,684 99.4%

収支差額 1,305 2,297 1,962 2,835 -



提供することで、利用者サービスの向上・地域包括ケアの取組みを行った。介護予防ケアプ

ラン件数（年間 3,880件）は目標を達成した。 

 

５ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１）総合相談支援業務実施 

令和 6年度総合相談件数 5,721件（令和 5年度 4,442件） 

 

（２）権利擁護業務 

小平市や基幹型地域包括支援センター等と連携し、虐待事例（延べ 88件）や困難

事例（延べ 51件）への対応を行い、情報共有を図った。 

 

（３）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

介護予防ケアプラン件数 4,112件（令和 5年度 3,985件） 

 

（４）高齢者見守り事業：対象者の自宅訪問及び電話連絡を定期的（3か月ごと）に実施（登 

録高齢者 24名） 

 

（５）認知症施策 

認知症地域支援推進員 1 名配置：認知症支援リーダー交流会、認知症サポーター交

流会、キャラバンメイト交流会に参加 

チームオレンジコーディネーター1名配置：オレンジカフェ、認知症部会等に参加 

小平市認知症部会：年 6回参加 

もの忘れ相談会：7月開催、参加者 4名 

もの忘れチェック会の開催：年 2回（4月、10月）延べ 15名参加 

認知症カフェ（オレンジカフェ）の開催：計 12回、延べ 86名参加 

地域主催のオレンジカフェ（3か所）それぞれ月 1回参加 

認知症サポーター養成講座の開催：年 2回、延べ 34名参加 

チームオレンジ桑の実の立ち上げ支援 

 

（６）地域ネットワーク構築のための事業実施 

第 2層（小平西圏域）協議会の開催：年 11回、延べ 112名参加 

介護予防見守りボランティア交流会の開催：年 6回、延べ 103名参加 

総合事業研究会に出席（年 12回） 

生活支援コーディネーター連絡会に出席（年 4回） 

上宿・小川公民館事業企画委員会に出席（年 11回） 

 



（７）介護予防講座等や家族介護教室等の開催 

介護予防講座の実施（テーマ「認知症予防と体操のススメ」16名参加） 

介護予防講座の開催支援（フレトレ体操教室、小平西圏域 16か所） 

家族介護教室の実施（年 2回、31名参加） 

 

（８）地域密着型サービス運営推進会議に出席（3施設） 

   グループホーム運営推進会議に出席（3施設） 

 

６ 人材育成 

  個人研修計画を作成し、各種研修に出席し地域包括支援センターの職員としての知識の

向上を図った。 

 また、社会福祉士資格取得を目指す実習生 2名、看護師養成学校実習生 5名を受入れ、

相談援助実習を行った。  



【１０－２】指定居宅介護支援事業所 

 

１ 施設の運営総括 

令和6年度の介護保険法の改正により、特定事業所加算の算定要件見直しに対応するため、

老老介護や認知症高齢者の対応、ヤングケアラー・障がい者・生活困窮者・難病疾患等の研

修に積極的に参加し、高度なケアマネジメント能力を習得するため、知識を深めた。 

また、法人内外の医療機関や事業所の関係者とＩＣＴを活用し情報共有することで連

携強化を図り、協働で対応し利用者の安心感や信頼を得る事業所を目指した。その結果、

利用者満足度調査において希望するケアプラン作りをしてくれたと 93％の回答を得るこ

とができた。 

認知症高齢者の増加する中、認知症疾患の専門的知識や対応力を学ぶために、東京都認

知症ケアプログラム推進事業アドミニストレーター研修に参加し、専門性の高いサービ

ス提供ができる体制作りを行った。 

 

２ 人員配置（令和 7年 3月 31日時点） 

介護支援専門員 6名（内訳：正規職員 6名） 

事務員 1名（内訳：非常勤職員 1名（常勤換算 0.3）） 

 

３ 利用・収支等の状況 

（１）利用件数 

 事業計画 実績 達成率 

利用数 
2,520件 

（月 210件） 

  2,419件 

（月 202件） 
95.9％ 

 

（２）収支状況                           （単位：千円） 

 

４ 収支の安定確保 

（１） 特定事業所加算Ⅱの取得継続 

   指定居宅介護支援事業所の特定事業所加算Ⅱの加算要件を充たすため、24 時間連絡

令和5年度
決算額

令和6年度
当初予算額

令和6年度

2次補正後予算額

令和6年度
決算額

執行率

収　　入 42,250 43,844 43,444 43,037 99.1%

支　　出 44,383 44,479 44,835 44,439 99.1%

収支差額 ▲ 2,133 ▲ 635 ▲ 1,391 ▲ 1,402 -



体制の確保、専従主任介護支援専門員の配置、サービス提供のための留意事項に係る伝

達等を目的とした会議を毎週 1回開催する等の運営の整備を行い、年間 11,253千円の

収入を確保できた。 

 

（２） 新規利用者に対する加算や入退院・通院支援に対する加算の取得 

  ア 居宅支援初回加算 110件 

  イ 居宅支援通院時情報連携加算 3件 

  ウ 居宅支援退院退所加算 2件 

  エ 居宅支援入院時情報連携加算 17件 

  オ 居宅支援ターミナルケアマネジメント加算 2件 

 

（３） 特定事業所集中減算の管理 

居宅サービス計画に位置付けられたサービス等の提供総数のうち同一事業所内で提供 

されたサービスが 80％以上にならないよう、居宅サービス計画書の適正管理を行った。 

 

５ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１） 事業運営の連携 

   ＭＣＳ（メディカルケアステーション）を利用することで法人内外のサービス事業所

と円滑な情報共有が図れ、利用者にとって適切な支援環境を構築することができた。 

   特に入退院時の情報連携を強化し、病院や介護老人保健施設といった外部機関とも情

報共有に努めた。内部においては訪問看護ステーションや訪問介護ステーションと連

携・協働し、それぞれの専門性を活かし、質の高い的確なケアプアランを作成すること

ができた。 

 

（２） 24時間連絡相談体制 

介護支援専門員が携帯電話等により 24時間連絡可能な体制を確保し、必要に応じて

利用者の相談に対応する体制を継続した。 

 

（３） 利用者アンケートの実施 

令和 6年 10月に、利用者・家族を対象にアンケート（配布 176件・回収 113件・回

収率 64％）を実施した。今年度のアンケートでは「プランの内容説明はわかりやすい

か。」の問いに対して「わからない」の回答が昨年の 4％から 1％に減り、各職員が丁

寧なケアプランの説明を心掛けた結果である。 

 

（４） 法人内外のサービス事業所とＭＣＳ（メディカルケアステーション）にて情報共有

を行い、連携強化を図った。 



（５） 利用者サービス向上のため、週に１回、事業者内で利用者の課題等について話し合

い、解決に向けた対応策を検討し遂行した。 

 

（６） 感染症や災害が発生した場合を想定し、利用者に必要なサービス提供が継続できる

ように研修や訓練を実施している。 

 

６ 人材育成 

（１） 事業所内研修 

面接シートを利用し各自の目標を設定し、達成のため具体的な取り組みを決め、進

捗状況を確認しながら人材育成を行った。また、週 1回、困難ケースの検討及び具体

的解決策を職員全員で検討するミーティングを行った。 

 

（２） 外部研修 

ケアマネジメントの質向上のため小平市ケアマネ連絡会等が主催する研修会に全職

員が参加した。また、東京都認知症ケアプログラム推進事業アドミニストレーター研修

に 1名参加し、認知症の専門性を備えた職員を育成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【１０－３】みなみだい訪問看護ステーション 

 

１ 施設の運営総括 

 令和 6年度は新規利用者数が前年度比 116％と多かったが、同時に入院・入所による終

了者も多く、独居による介護者不在や高齢者世帯による介護力不足等が原因と思われる。

しかし、在宅で終末期を過ごす選択をされる方は多く、ターミナルケアは年間 16件と令

和 5 年度に比べ増加し、令和 7 年度の機能強化型訪問看護管理療養費Ⅱの算定要件を満

たす結果となった。 

また、オンライン請求やオンライン資格確認は令和 6年 12月より運用を開始し、請求

業務を効率よく適切に行えるようになっている。 

 

２ 人員配置（令和 7年 3月 31日時点） 

 看護師 9名（内訳：正規職員 6名・非常勤職員 3名（常勤換算 1.7）） 

理学療法士 2名（内訳：正規職員 2名） 

事務員 2名（内訳：非常勤事務 2名（常勤換算 1.6）） 

 

３ 利用・収支等の状況 

（１）利用件数 

 事業計画 実績 達成率 

訪問件数 
10,560件 

（月 880件） 

10,555件 

（月 879.5件） 
99.9％ 

 

（２）収支状況                          （単位：千円） 

 

４ 収支の安定確保 

（１）訪問看護利用者の安定確保 

   地域の医療機関及び居宅介護支援事業所、救護施設通所事業（あかつき・黎明寮） 

地域の精神障がい者退院事業との連携を図り目標値を概ね達成した。 

    ア 月間の訪問件数 879.5件（目標 880件） 
    イ 1日平均訪問件数 44件（目標 44件） 
    ウ 月間新規利用者 7名（目標 6名） 

令和5年度
決算額

令和6年度
当初予算額

令和6年度

2次補正後予算額

令和6年度
決算額

執行率

収　　入 92,891 95,492 94,531 92,022 97.3%

支　　出 86,159 88,386 91,322 91,206 99.9%

収支差額 6,732 7,106 3,209 816 -



（２）機能強化型訪問看護ステーションの加算取得 

   機能強化型訪問看護管理療養費Ⅱ（医療報酬）の要件である在宅看取り件数 20件(要

件は 15 件以上)、地域住民等に対する情報提供、人材育成のための看護学生の実習等を

行い、令和 7年度は加算取得が可能となった。 

    

（３）オンライン請求・オンライン資格確認を開始し、令和 7年 1月よりＤＸ情報活用加算

の算定を開始した。  

 

５ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１）看護職員の資質向上のため、訪問看護に従事する職員の自己評価を年 1回おこない、

知識や技術の達成度を明確にし、次年度の課題とした。 

 

（２）法人内外の居宅介護支援事業所・訪問介護事業所と協働しＭＣＳ（メディカルケアス

テーション）で情報共有を行いながら、在宅ターミナル、独居の看取り、緊急時の対応

を行った。 

 

（３）多様な医療ニーズにすべての職員が対応できるように、ミーティングの充実を図ると

ともに、ケース検討会を行い困難事例等の対応について検討し学ぶ機会とした。 

 

（４）利用者アンケート調査の実施 

令和 7年 1月に、利用者に対しアンケート（168件配布・129件回収・回収率 77％）

を実施した。看護・リハビリに対し「満足している」と高評価をいただき、結果をホー

ムページ上に公開し周知した。 

 

６ 人材育成 

（１）看護技術と質の向上に向けて、事業所内で技術研修等を定期的に開催した。 

 

（２）新任の看護師（非常勤）に対してＯＪＴ研修を取り入れ、業務チェックを行い、不安

なケースに対し事例検討を行った。 

 

（３）実習指導者研修に参加し、看護学生の学習指導強化に取り組む体制を整え、指導者を

2名増員した。 

（４）看護大学及び専門学校の訪問看護実習の受入れを感染対策を講じながら行った。   

（3校 14名受け入れ） 

 

 



【１０－４】地域生活支援センター澄水 

 

１ 施設の運営総括 

地域共生社会の構築に向けて、小平市地域生活支援拠点等事業の事業所として、小平市

相談支援事業所ワーキング、小平地域精神保健福祉業務連絡会等に参加し、関係機関との

連携を行った。また、障がいのある利用者のさまざまなニーズに対応できるよう研修等へ

の参加を推奨し、相談支援事業所として専門性の高い人材育成に努めた。 

 

２ 人員配置（令和 7年 3月 31日時点）           

相談支援専門員 3名（内訳：正規職員 2名・非常勤職員 1名（常勤換算 0.2）） 

※非常勤職員は澄水園職員との兼務 

 

３ 利用・収支等の状況 

（１）利用人員 

  事業計画 実績 達成率 

一般相談 
地域移行件数 1件 0件 0.0% 

地域定着支援件数 12件 12件 100% 

特定相談 
サービス等利用計画 65件 78件 120.0% 

モニタリング報告書 272件 194件 71.3% 

指定障害児相談事業 
サービス等利用計画 9件 6件 66.7% 

モニタリング報告書 24件 10件 41.7% 

 

（２）収支状況                          （単位：千円） 

 

４ 収支の安定確保 

（１） 地域移行支援・地域定着支援・地域生活支援拠点等事業 

指定一般相談事業として 1名の地域定着支援を継続した。 

地域生活支援拠点等事業において、相談等必要な支援体制を整えた。 

 

令和5年度
決算額

令和6年度
当初予算額

令和6年度

2次補正後予算額

令和6年度
決算額

執行率

収　　入 15,793 14,248 14,828 15,272 103.0%

支　　出 17,542 16,085 16,523 16,393 99.2%

収支差額 ▲ 1,749 ▲ 1,837 ▲ 1,695 ▲ 1,121 -



（２） 特定相談・障害児相談 

 基本報酬は機能強化型サービス利用支援費（Ⅲ）を継続した。利用者の状況を踏ま

えた計画相談・モニタリングを継続し安定した収入確保に努めた。 

 

（３） 計画相談支援・障害児相談支援における体制加算の取得継続 

   精神障害者支援体制加算の取得を継続した。 

 

５ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１） 指定特定相談支援事業所・一般相談支援事業所としての役割 

障害者支援施設澄水園の利用者の計画相談に重点を置きながら、地域からのニーズで

もある、医療的ケアが必要な児童、強度行動障害、精神障害への専門性を高め、質の高

いサービスの提供を目指した。 

地域定着支援事業では、対象者について、24時間相談を受け、緊急時には訪問できる

体制で在宅生活を支援した。 

 

（２） 小平市地域生活支援拠点等事業所としての役割 

地域生活支援拠点等事業の 5つの機能のうち、相談や地域の体制づくりを担う事業所

としての体制を整えた。 

 

６ 人材育成 

（１） 新任の相談支援専門員（兼務の非常勤職員）に対し相談支援従事者現任研修を修了

した職員との同行による研修を実施した。 

 

（２） 東京都強度行動障害支援者養成研修（基礎・実践）、東京都精神障害計画相談支援従

事者等養成研修等に参加し、専門性を高め、障がいのある利用者のさまざまなニーズ

に対応できるよう努めた。 

 

  

 

  



【１０－５】訪問介護ステーションみなみだい 

 

１ 施設の運営総括 

  令和 6年度の介護報酬改定では訪問介護サービスの基本報酬は引き下げられ、厳しい状

況であった。また、人手不足もあり常勤職員の補充が出来ないまま、令和 5年度と比較す

ると利用者の減少、訪問件数の減少もあり収益は減少したが、特定事業所加算Ⅱを算定し

ていることもあり、プラス収支となった。在宅で過ごす利用者の訪問介護の需要は高く、

今後も依頼は増加すると思われるため、早急に訪問介護員の増員が必要とされる。 

利用者本人や家族の意向を聴き、希望する在宅ケアが受けられるように、介護支援専門 

員と連携を取りながら柔軟な対応を行い、また、中重度の利用者サービスに対応できるよ

うに、事業所内の研修を強化するとともに、全職員の個別研修計画を策定し、訪問介護員

の人材育成に力を入れた。 

 

２ 人員配置（令和 7年 3月 31日時点） 

介護職員 18名（内訳：正規職員 2名・非常勤職員 16名(常勤換算 7.0)） 

事務員 1名（内訳：非常勤職員 1名（常勤換算 0.7）） 

 

３ 利用・収支等の状況 

（１）利用件数 

 事業計画 実績 達成率 

訪問件数 14,400件 

（月 1,200件） 

13,574件 

（月 1,131件） 

94.3％ 

    

（２）収支状況                           （単位：千円） 

 

４ 収支の安定確保 

（１）訪問件数の確保とスケジュール管理 

ＩＣＴにて訪問介護員の稼働状況を一元管理することで、無駄のない訪問スケジュー

ルの管理ができ、急な訪問時間の変更にも対応しキャンセルが減少した。また、時差勤

令和5年度
決算額

令和6年度
当初予算額

令和6年度

2次補正後予算額

令和6年度
決算額

執行率

収　　入 55,736 57,414 50,824 51,056 100.5%

支　　出 52,008 55,421 49,756 48,759 98.0%

収支差額 3,728 1,993 1,068 2,297 -



務を継続し、超過勤務時間の削減を図った。 

 

（２）特定事業所加算Ⅱ（所定単位数 10％加算）の取得（4,788千円増収） 

   加算要件にある個別研修計画の作成と実施、サービス提供責任者と訪問介護員との利

用者に対する連絡体制の構築、定期的な会議開催と実技指導を行い、特定事業所加算Ⅱ

の取得を継続できた。 

 

５ 利用者の安全・安心確保とサービスの向上 

（１）指定居宅介護支援事業所、地域包括支援センター、みなみだい訪問看護ステーション

と密接に連携し、終末期利用者や医療依存度の高い利用者などの訪問を行った。また、

利用者の体調不良等の緊急時には互いに連携し合い、病院の受診や訪問看護を依頼する

など、即座に対応した。 

 

（２）新型コロナウイルス感染が 5類に引き下げられたが、今後の新興感染症を予測し対策

を徹底し、全ての訪問介護員に対しＰＰＥ（個人防護具）の着脱研修の実技指導をおこ

ない、安心してサービスが提供できる体制を継続した。 

 

（３）ＭＣＳ（メディカルケアステーション）を利用し法人内外の居宅介護支援事業所や介

護保険事業所との情報共有を図りながら、利用者へ適切で円滑なサービス提供を行った。 

 

（４）利用者アンケート調査を実施 

令和 7年 1月に、利用者に対しアンケート（91件配布・38件回収・回収率 42％）を

実施した。時間通りに訪問していると高評価をいただいた。ただ、訪問介護の具体的な

仕事内容の説明に関して「わかりやすい」が 58％「大体わかったが」37％であったた

め、仕事内容（できること、できない事）をより明確にし、理解されているか確認を取

りながら今後は説明していくようにする。 

 

６ 人材育成 

（１） 訪問介護員（登録ヘルパーを含む）の個別研修計画を策定し、訪問介護に必要な知

識や技術の計画的な習得を図った。 

 

（２） 法人研修の介護基礎トレーニング研修に1名参加し専門職としてのマインドと介護

知識の基礎を学びなおし、登録ヘルパーの指導に生かすことができた。 

 

（３） 登録ヘルパーに資格取得を勧め、3名が介護福祉士国家試験に合格した。 

 



【１０－６】住宅・福祉用具相談取次事業 

  

１ 利用・収支等の状況 

在宅サービス利用者やその相談者の生活環境、特に住宅改修の相談取次窓口として、小

平市地域包括支援センターけやきの郷や居宅介護支援事業所に情報提供し、小平市居宅介

護支援事業者等に対する助成金（住宅改修理由書作成業務１件 2,000円）を活用した。 

（令和 6年度実績：8件、2,000円×8件＝16,000円） 


